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第 1章序論

1 -1 研究の背景と目的

現在の我が国の土地利用の特徴の一つに、市街地が低密度に拡散している状況がある。

例えば、本来は市街化が抑制されるはずの市街化調整区域でも、小規模かっ分散的に宅地

化がすすむといった、いわゆる"パラ建ち"が進んでいる。また区域区分のされていない都市

計画区域でかつ用途指定のない地域(し 1わゆる都市計画白地)も、ほぼ同様の相を呈してい

る1)。こうした状況はマクロ的に既成市街地(主に市街化区域)内から郊外(市街化調整区域

や都市計画区域外など)への生活拠点、の移動が背景にあるといえる(1)。中心市街地の商届街

に拡がる"シャッタ一通り"に対する、量販庖などが郊外に立ち並ぶ"バイパス商居街"は、こう
〉

した拠点移動がもたらした典型的現象といえよう。

このような低密度拡散型都市がもたらす問題は、クルマ依存型になることに起因する環境

負荷への懸念や空き地や空き家等といった空間の低・未利用を伴っている点がある。この低・

未利用地(2) の影響は空き屋の倒壊による危険、犯罪増といった社会不安の拡がり、医療・福

祉などの公共サービスの提供方法の非効率など多岐に及ぶ。，

こうした低・未利用地の予兆は既にみられ、例えば空き盾舗は、中心市街地のシャッタ一

通りに止まらず、郊外でも散見され、その出!吉・撤退のサイクルの短さから、これらを"焼き

畑商業"と称する向きもある 2) 。工業用地も平成 8 年以降は減少傾向にあり、土地余り状況を

示しているω。

また、これまでに膨張してきた郊外でも空き家の増加が問題となってきており 3) 、多くの宅

地を供給してきた農地も従来の宅地化だけでなく建築確認を要しない産業廃棄物処分場や資

材置き場など'土地の低利用"への転用という新たな段階へ移行しつつある 4) 。

このように中心市街地から郊外へと拡散しながら市街地縁辺部においては、小規模宅地や

工場や眉舗、駐車場、資材置き場などがランダムに混在して立地している。そして空き地や

空き家を再利用しないままに放置し、更に郊外の農地を浸食し続けている、いわば"土地の使

い捨て(浪費)"が行われているといえよう。

このため、例えば「国土審議会j の「低・未利用地対策検討小委員会J や経済産業省の「中

小企業政策審議会・商業部会」での空き庖舗の議論など、国レベルでも低・未利用地への関

心が高くなっている。

こうした低・未利用地の発生要因のーっとして、法制度の問題が指摘されることが多い。

例えば市街化調整区域では「原則として市街化しないJ という極めて硬直的運用を前提にし

ながら、都市計画法第 29 条や同 34 条に代表される開発許可の除外規定や道路整備が小規模

開発を誘発し、既存宅地化確認制度の連担条件(都市計画法第 43 条 1項 6 号; 2000 年改正で

廃止)などが市街化区域縁辺のグレーゾーン化を推し進めたと考えられている。

また郊外の土地利用では、農業施策と都市計画の総合的な対応が不可欠であるが、現状で

は実効性のある法体系となっていない。例えば「農業振興地域の整備に関する法律」による

農用地(農振青地)が除外されて、いわゆる農振白地となった場所では、都市計画側の"面"



的なビジョンを欠いた中で宅地転用が進んでしまう。こうした制度下で、は小規模な開発が個

別に進むため、それらが一定以上に集積してから、低密度拡散型都市の問題に気づくのであ

る。

また我が国の土地利用計画は、全体として体系化が不十分なままである。そもそも上位計

画において地域開発を含んでいない「国土利用計画J と土地利用規制とリンクしていない「国

土総合開発計画(現在の国土形成計画 )J とが並在し、個々の計画目標相互の関連性を失って

いる。例えば人口フレームでさえ、総合計画で示す計画人口と国立社会保障・人口問題研究

所算定の将来人口との間で離臨があることは、多くの自治体でみられる 5) 。

無論、これまでにも時々の情勢に応じて土地利用関連の法制度は改正が繰り返されてきた

が、今日においてはむしろ現行の都市計画制度を成立させてきた社会的背景の変化に現行制

度が対応しきれていないとみるべきである。これまでの都市計画は人口増加に対応した技術

論・計画論であるため、"都市の縮小"や人口減少を前提にした技術と法体制となっていない。

こうした低密度拡散の要因を、今度は経済地理学の視点を借りて捉えてみる。

Al onso の「つけ値地代論」にみる古典的な土地収益論では、都心における土地は利用価値

が高く、結果として図のように都心から地価は減少し、かつ地代に応じた用途に収まるとさ

れていた。
地代

R 都心からの距離

図 1-1 つけ値曲線による用途収蝕

しかし現実には、都市中心部の交通混雑が問題となると、その混雑緩和として都心縁辺部

(図中の R 点)に環状道路やバイパスが整備されることが多い。また車社会の進展などもあ

って、市役所や文化会館といった公共施設、病院や大学等の郊外移転が行われてきた。こう

した公共投資により、 R 点の沿線の期待地代が突出する形(図中の A) で上昇すればR 点の
/ 

地代に適した土地利用は、農地でなく住宅や商業利用となる。我が国では多くが私有地であ

り、建築自由の原則と自由競争下にあっては土地の期待収益の高い地目に移行しやすく、結

果的に無秩序な土地利用になりやすい。そうした中では、たとえ人口減少による開発圧力が

減少しでも、山林や田畑が住宅等の収益を下回れば住宅等へ移行しやすくなる構図に変わり

がないといえよう。

本来、こうした事態を予防し、解消するためには公的主体によって土地利用をマネジメン

トする必要がある。ここでは規制、開発(事業)、誘導が主なマネジメント手法となるが、既

に見たように事業が低密度拡散型都市を誘発し、規制はそうした動きを助長していた。今日

のコンブライアンスの高まり等のビジネス環境の変化に注目すれば、投資エネルギーを上手

く都市計画に取り入れていくように経済的インセンティブ(4)と都市計画が連動すべきなのだ

が6) 、税制等において、そうした役割は機能していない。
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第 1章序論

また今日の課題として我が国の行財政状況が危機的であり、今後の人口減少社会にあって

は好転することは期待しにくい点を考慮しないといけない。こうした状況下では、限られた

費用の中で既存の資源や機能を再利用して生活質を確保していくというアセット・マネジメ

ントが求められ、特に既存の社会基盤(以下おインフラという)の活用が中心的話題となろ

フ。

このように我々は都市計画思想のパラダイムシフトが求められている時代にいると言えよ

つ。

実のところ、都市の低密度拡散は我が国だけでなく欧米でもみられる現象であるが、欧米

諸国では、どう対応しようとしているのだ、ろちか。

米国の成長管理 (Growth Management) では、生活質や長期的な経済効率の点から従来

の「大きければ大きいほどよしリから適度な規模(総量)と開発速度等を管理していくこと

が政策の根幹となっている 7) 。また EU の「サスティナプル都市報告書」では「市場の限界J

を前提に、環境容量を限界とする供給制約的な都市計画であるよう求めている@。

それらは旧来の都市計画概念から「持続可能性」をキーワードとした新たな枠組みによる

対処への移行でもあり、持続可能な都市であるために環境容量やストック活用を基底とする

施策といえる。

こうした点をふまえて本研究は、少なくとも"土地の使い捨て(浪費)"はやめるべきであると

考える。

土地の浪費をやめるべき理由は幾っか考えられるが、第一に「土地は、その所在する地域

の自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件に応じて適正に利用されるもの(土地基本法第

三条) J と規定されるように、土地は個人の消費財ではなく社会的資産であるからである。

また現状の低密度に拡散し続ける都市構造は、インフラ整備の投資効率が悪く、土地の浪

費はコストの点からも容認しにくいことになる。

このように今後の都市計画思想には環境制約・ストック活用が重要であるといえるが、例

えば環境制約下での都市の空間イメージ、インフラ・ストック活用と計画人口とのバランス

の取り方、現行制度へのピ、ルトインの仕方等、実際の都市計画技法への展開については議論

が緒についたところで確かな知見は少ない。

このため、例えば郊外の市街化抑制と中心市街地の活性化が都市形態の目標像としている"

コンパクトシティ"でも議論の混乱が伺える。昨今のいわゆる「まちづくり三法 u大規模小

売居舗立地法J r都市計画法J r中心市街地活性化法J)J もコンパクトシティ化を意識した改

正で、あったとできるが、コンパクトシティを単に高密度居住と単純化したり、郊外からの撤

退を行うことに焦点をあてる等、具体像になると各々のイメージが異なってくる。

以上から本研究における課題は以下の 3 点とした。

第 1 に、低密度拡散型都市で低・未利用地を多く発生させてきた構造を解明することであ

る。それには我が国の都市計画制度や税制、また開発に関わるステークホルダーの意識等に、
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その要因を求めておく必要がある。

低密度拡散型都市における課題の解決には 市街化区域のコンパクト化、市街地部での密

度の適正利用、山地・田園部での農地・林地保全、これ以上の"焼畑的"開発の防止が求めら

れ、いずれにしても、低・未利用地や空き家等を含む利用放棄地の適正利用を取り組む「土

地利用マネジメント」が必要である。

第 2 に、低密度拡散型都市に対する欧米の都市政策が示唆するように、環境容量やストッ

ク活用を制約条件とする都市の総量管理の目標値について、その導出方法を明らかにするこ

とである。

第 3 に、土地の浪費に対する都市計画における制度イメージを検討することである。

本研究では、人口縮小時代における望ましい地域像を如何に構築するべきかという問題意

識の下で、低・未利用地や空き家等を含む利用放棄地の適正利用を中心とする「土地利用マ

ネジメント」について、今後の政策課題と方向性について傭敵していくことにしたい。

そして本研究では、これまでの定量都市計画において個別計画の媒介要素として密度が導

入されてきたことに着目し、環境制約・ストック活用を前提とした土地利用比と密度の関係

性を明らかにする検討を通じて、今後の都市計画施策が取り組むべき方向や手法、土地利用

マネジメントの手法確立に貢献する知見を得ることを研究目的とする。

ここでの密度は、我が国の都市計画制度では容積率が相当する。我が国の容積率制度はイ

ンフラと建築物との一体な制御を通じて都市全体のバランスを図ることが意図されており 9) 、

本研究では、敷地と都市全体を量的に結びつけようとする容積率の役割を再発見することで

もある。

なお、土地利用マネジメントには現状の修復、空き屋等からの転換など幾つもの側面が要

求されるが、本研究では現時点を起点とする予防的なマネジメントの構築を中心に考えてい

く。
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第 1章序論

1-2 研究の構成

本研究は図 1-2 に示すように、 7章から構成されている。

まず第 2 章では、我が国の地方都市を事例に、土地の浪費が行われている実態を明らかに

する。まず大都市近郊にありながら長期にわたって人口が減少している岐車県の美濃市を対

象に低密度に拡散していく都市形態の変容を実証的に明らかにする。また地場産業の空洞化

が著しい岐阜県瑞浪市を対象に、工場跡地の実態を明らかにし、自然環境を開発する一方で、

低・未利用地が拡がるといった非効率な土地利用の実態を明らかにしてし、く。

第 3 章では、低密度拡散型の都市形態を招いた要因について現行の土地利用関連法や税制

を中心に概観する。次に都市密度に関する我が国の法制度やその理論的背景についての理解

を深め、また都市計画研究における容積率を中心にレビューし、都市密度に対する理解を深

めておく。

第 4 章では、低密度拡散型で低・未利用地が増加していく状況に歯止めがかからない構造

に対する新しい都市計画思想として総量管理政策に注目し、そこで環境容量制約やストック

活用による持続可能な都市計画の必要性を示す。

第 5 章では、容量制約下にある都市形態のアウトラインを土地利用比の形で、得るモデ、ルを

構築する o

具体には容積率を変数とする静学的な都市モデ、ルで、理想的な土地利用比率が導出される。

このモデ、ル式の有用性と実務における適用可能性および適用限界について考察する。

次にモデルのスタディとしてストック活用と環境容量制約をとりあげる。まずストック活

用として、大阪市のメッシュデータを用いた検討と公園面積標準を題材にしたオープンスペ

ースについて検討する。次に環境制約について、人間活動の環境負荷を面積で表した指標と

して活用されているエコロジカル・フットプリントをモデル式に取り込みながら検討を進め

ていく。

第 6 章では、これまでの検討結果をうけて今後の土地利用マネジメント施策の方向性等に

ついて考察を行う。

まず低・未利用地のデータベース構築の必要性と共に、これを発展させた低・未利用地パ

ンクの可能性と、その機構について考える。

次に今後の土地利用の方向性としてコンパクトシティが志向されている中で、都市のコン

パクト化というマネジメントの方向と地主意向とが社会的なジレンマ関係にあることを指摘

する。そして、このジレンマ関係に対して都市計画制度とりわけ容積率の明示による市場ノレ

ーノレの確立が果たす役割について論じ、さらに開発抑制の経済的インセンティブとして開発

負担金制度を考察していく。

またモデ、ルのスタディ結果が現実と帯離しており、その理解としてサービスレベルの概念

を導入し、その汎用的指標として「地域価値J への展開を示す。

第 7 章では、以上を総括するとともに、今後の研究上の可能性と課題について考察する。
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第 1章序論

【補注】

(1)我が国の人口集中地区 (DID) の経年変化をみると、 DID 地区の人口と面積は増加しているもののDID 内人口密

度は低下傾向にあり、低密度に拡散している状況の傍証とできる。

(2) 本研究では「低・未利用地」を適正な利用が図られるべき土地であるにもかかわらず、長期間に渡り利用され

ていない「未利用地J と、周辺地域の利用状況に比べて利用の程度(利用頻度、整備水準、管理状況など)が

低い「低利用地j の総称とする。

(3) 工業統計調査によると従業者数30 人以上の工業用地も 1996 年(平成 8年)の約 1，480knf をピークに2004 年(平成 16

年)には約 1，397 knf へと減少している。

(4) インセンティブ(incentiv 巴)は住宅の供給などを評価して床等を引き換えるというボーナスとしての意味合いが

強い。対してイニシアテイブ、(i nitiative) 制度は、特定の人へ社会経済的な便宜を供与する行為であり、社会的公

平という点で問題になりやすい。

【参考文献1
1) 三宅偉久・中出文平:地方都市周辺部の緩規制地域の開発実態と課題に関する研究、日本都市計画学会学術研

究論文集、 NO.28、 pp.841~846、 1993.
2) 例えば、国土交通省土地・水資源局:第 10 回国土審議会土地政策分科会・議事録、 p.15 、2006.

3) 片山直紀・海道清信・村上心・前田幸栄:空き地・空き家実態からみた郊外住宅団地の持続可能性について

の考察一名古屋都市圏・可児市と多治見市における事例調査より、都市住宅学会研究発表論文集、 NO.14 、pp.

70~75、 2006.

4) 柳川豪・加我宏之・下村泰彦・増田昇:堺市を事例とした大都市における市街化調整区域内の農地転用に関係

する立地要因に関する研究、環境情報科学論文集、 NO.20、 pp.117~122、 2006.

5) 平修久・桑野斉:自治体の将来人口と人口減少に対する意識、日本都市計画学会都市計画報告集、 No.1 、pp.

28~31 、 2003.

6) 蓑原敬:成熟のための都市再生~人口減少時代の街づくり~、 p.87 、学芸出版社、 2003.

7) 矢作弘・大野輝之:日本の都市は救えるか~アメリカの「成長管理 J 政策に学ぶ~、 p.200 、開文社出版、 19

90. 

8)阿部明子:サステイナブルシティ ~EUの地域・環境戦略~、 pp.1 31~133、学芸出版社、 2003.
9)深海隆恒:容積率に関する基礎的研究、日本都市計画学会学術研究論文集、 NO.6、 pp.27~32、 197 1.
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

2-1 概説

本章では、近年の我が国の主に地方における土地利用実態の把握を行う。

土地利用形態には農用地、森林、原野、水面、道路、宅地などがあるが、ここでは宅地の

うち、住宅、工業用地、商業地をとりあげる。また低密度に拡散し、低・未利用地の顕在化

が予見される地方都市を中心に取り上げ、比較として県や全国レベルの傾向を明らかにして

し、く。

まず低・未利用地の実態については幾つもの既往研究があるが、郊外を含めた都市の経年

変化及び将来予測については実証データに基づく議論が少ない。そこで大都市近郊にありな

がら長期にわたって人口が減少している岐阜県美濃市を対象に低密度に拡散していく都市形

態の変容を実証的に明らかにし、特に住宅と商業の将来予測を行った。

次に工業用地の低・未利用地実態の研究蓄積も少ないため、まず既往統計より近年の工業

用地の利用実態を把握し、地場産業の空洞化が著しい岐阜県瑞浪市を対象に、工場跡地の実態

を明らかにする。

また補足的に地方部である岐阜県の商業実態を把握し、特に近年になって都市部へ偏在し

ている状況や市町村によっては商業の空洞化が起こっていることを明らかにする。また岐阜

県の空き屋の実態を示していく。
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2-2 人口減少自治体における土地利用の推移

2- ，2 ー 1 はじめに

我が国の人口が減少へと転じたこともあり、都市計画分野では、例えば国土審議会でも

「低・未利用地対策検討小委員会J が設けられるなど低・未利用地への関心が高くなってい

る。低・未利用地の影響は、犯罪増といった社会不安の拡がり、医療・福祉などの公共サー

ビスの提供方法など多岐に及ぶが、都市計画分野では低・未利用地問題を都市形態の問題と

してとらえ、例えばクルマ依存型の交通行動1) 等の環境への視点、から、低密度拡散型都市の限

界を指摘する研究が多い。また近年の低・未利用地の実態に関する研究は、例えば住宅分野

では郊外団地の実態調査2) 、放棄住宅地の土地所有者の研究3) 、商業分野では中心市街地の商

業・業務の空き床に関する研究4) 、大型j苫撤退に関する研究明)などがあるが、中心市街地等個々

の地区での動向を取り上げた研究が多く、郊外と中心市街地とを並列に論じながら将来予測

を含めてマクロ的に実態を把握していく必要があるにもかかわらず、そうした実証的研究例

はない。

また人口減少社会においても生活質の確保が必要であることから、社会資本(以下、イン

フラ)のアセット・マネジメントに基づくインフラ収支の検討が必要と考える。このうち、

支出にあたるコストの試算例7) はあるものの、収入にあたる税についてはインフラ整備率等と

の相関性への言及8) が見られる程度で、都市形態や土地利用と関連づけた税収に関する研究は

十分でない。

こうした背景から、本節では人口が長期にわたって減少してきた地方都市を事例的にとり

あげ、統計データを用いながら、人口減少期に生じる土地利用と固定資産税の実態、土地利

用変化をマクロ的に予測することを通じて、将来の土地利用マネジメントの検討に資する手

がかりを得ることを目的とする。こうした統計データ等を用いた分析手法は実用的であり、

今後の地域分析において有用と考える。

2-2 ー 2 研究の方法

( 1 )分析対象地域

本節では分析対象として岐阜県美濃市をとりあげる。美濃市は地方中心都市である岐阜市

の北東にあり、中京都市圏の外縁に位置する。人口は約 24 ，000 人で、居住者の自市内通勤率

は 64.3% (平成 12 年国勢調査)と比較的独立した交流圏を形成している。岡市は昭和 29 年

の市政施行以来、世帯数は増加しているが、人口はほぼ一貫して減少している(1) 。また「美

濃和紙J で知られるように紙業が盛んな地域で、あったが、昭和 30 年代からの紙業の経済的停

滞が人口の市外流出をもたらし、平成 4 年以降は自然動態も減少しはじめている。このよう

に大都市圏に位置しながらも人口が減少し、ほぼ独立した生活圏である美濃市を選定するこ

とにした。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

(2) 研究の方法

地方都市において低・未利用地をマクロに分析するための統計データの整備は必ずしも十

分でない。そこで本節では、土地利用密度を間接的に示すデータとして世帯密度と人口密度、

人口集中地区を用いて密度変化の動向を分析する。また生活環境質を表す指標として地価と

主要な土地利用である住宅・商業・農地の動向を分析して、これまでの美濃市の土地利用動

向を明らかにする。

次に今後も人口減少が予測されていることから主な土地需要である住宅と商業を対象に、

世帯数などを変数とする簡易なモデ、ルを構築し、その推計結果を用いて今後の土地利用動向

について考察していく。

また人口減少下でのインフラ収支への関心から、本節では土地資産の応益性を有する固定

資産税に着目して、同税のマクロ的な推計を試みる。インフラ収支を考える場合、支出にあ

たるインフラ整備の投資額も分析対象にすべきだが、例えば道路は園、県、市に管理者がま

たがる上に、同じ市でも農村道と一般市道とで事業主体が異なる等、各地域に対する総投資

額の推計には限度がある。また総収入の推計もデータ制約があるので、ここでは固定資産税

のみを対象に分析することにした。

(3 )使用データ

住宅に関しては「住宅・土地統計調査(平成 5 年以前は住宅統計調査) J 、地価は固定資

産税の課税額算定の基礎となる「都道府県地価調査」を、将来人口と世帯人員数は国立社会

保障・人口問題研究所の推計値をそれぞれ用いる。なお年次の違いがあるなどして調整の必

要がある場合にはトレンド推計によって行うが、詳細は各項で記述する。

これ以外に特に断りがない限り、使用データは「美濃市統計書J r美濃市総合計画J によ

る。なお固定資産税の一部は「市税概要(美濃市) J を用いた。

2-2-3 土地利用の状況

(1)美濃市の概要

美濃市は区域区分によらない用途地域制、いわゆる非線引きであり、指定範囲等は図 2-1

関市

関市

図 2-1 美濃市の地区・用途地域指定の状況
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のとおりである。美濃市は人口集中地区(以下、 DID 地区)を含む「美濃」地区、その南の

平野部に位置する「中有知J r藍見J 地区、その西に美濃テクノパーク等の工業団地がある

「大矢田」地区、山間部の「洲原J r上牧J r下牧J の計 7 地区からなる。なお本節の分析

では中有知と藍見を「郊外」、山間部の 3 地区を一つの地区「山間部J として扱うことにし

た。美濃市全域の世帯数と各地区の人口の推移を図 2-2 にしめす。これより世帯数は増加傾

向にあり、各地区の人口のうち山間部と美濃地区の減少と郊外が増加傾向にあることがわか

る。

35 ，000 

30.000 

25 ，000 

人口 20.000 

15 ，000 

10 ，000 

5.000 

8.000 

7.000 

5.000 

世情数
4.000 

3.000 

2.000 

1.000 

昭和 30 年 35 年 40 年 45 年 50 年 55 年 60 年平成2年 7年 12 年

図 2-2 地区別人口と全世帯数の推移

国勢調査(平成 12 年)の通勤・通学での利用交通手段は、自動車が 73.8% 、徒歩: 8.2% 、自

転車: 8.5% である。また自動車保有率も一貫して増加しており、平成 18 年で 2.62( 台/世帯)

となっていることから、自動車の依存が高い都市であることがわかる。

美濃市の土地利用の地目をみると、農用地の減少と宅地の増加が一貫して続いており、例

えば昭和 40 年で農用地が 1，270ha 、宅地が 259ha であったが、平成 15 年では農用地が 466ha 、
ノ

宅地が 576ha 等となっている(補節を参照)。

(2) 密度の変化

昭和 29 年から平成 18 年までの住民基本台帳ベースでの地区別の人口密度と世帯密度の推

移を図 2-3 に示す。

(人 /100 ni) 

美濃

a トー.......------ 大矢田
g g g I I ~ I I 0 0 

宮古宮古性雪世宮皆吉官官古 t 宮聖哲空
語 草 草 鼻 革高義喜義暴自暴世世世逗丞 世
陸 陸 盟 陸 i i 匡国国 m ~曙時時時時時時

人口密度

(世帯 /100 ni) 

郊外

大矢田

0.4 ~時背竺きき?廿九

I 山間部

社 崎 宮 古 聖 堂 世 社 叶 砂 暗 暗 時 官 官 世 t 世

i i s E E i B i i i i i SE E E F E 
世帯密度

図 2-3 人口密度と世帯密度の推移

人口密度は中心市街地を含む美濃地区と郊外地区との中間値へと収束しつつあるとできる。

世帯密度は郊外地区が増加し、美濃地区はほぼ横ばいで、全体に上方へと等質化している。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

美濃地区が人口密度と世帯密度とで異なる時系列変化を示しているのは独居化など世帯あた

りの構成人員の減少によるものと考えられる。なお美濃市全域の高齢化率(国勢調査)は昭和

55 年までは 12.9% であったが、平成 12 年には 23.2% へと上昇している。

国勢調査による美濃市の DID 地区の推移を表 2-1 に示す。

表 2-1 DID 地区の推移

人口(人) 面積 (ha) 人口密度(人 /ha)

昭和 40 年 (1965) 7，132 110 65 
昭和 45 年 (1970) 7，249 110 66 
昭和 50 年 (1975) 9，077 180 50 
昭和 55 年 (1980) 8，106 150 54 
昭和 60 年 (1985) 7，734 170 45 
平成 2 年 (1990) 7，093 160 44 
平成 7 年 (1995) 6，484 140 46 
平成 12 年 (2000) 6.097 138 44 

DID 地区は昭和 50 年をピークに面積が縮小し、 DID 内人口密度も昭和 45 年より減少して

いることから、中心市街地が縮小していることがわかる。

次に用途地域内の土地利用を表 2-2 に示す。用途地域の指定範囲は昭和 49 年の制定以来こ

れまでに 4 回の改訂を経ており、いずれも縮小している (2) 。これは当初指定が山林を多く含

んでおり、ゴルフ場開発とあわせて山林を指定解除していることによる。また国道等のバイ

パス整備に伴い住宅系用途を近隣商業地域、工業団地開発による工業地域へ指定替えしてい

る。公共施設や道路などの「その他J を除けば、用途地域内では田畑や林地が 4 割近く占め

ていることになり、用途地域内が必ずしも住宅等の開発で満たされていないとできる。

109 

16.1% 

なお容積率は、工業地域と美濃市中心部の商業地域で 400% である以外は 200% となってい

る。用途地域として指定されている面積は 675.9ha であり、各容積率との積から単純に最大

L
I ---一ロ

676 

可能床面積はグロス値で 1577.56ha となる。

(3) 地価

昭和 58 年から平成 18 年までの地価の推移を図 2-4 に示す。美濃地区の「俵町」が平成 2

円/rri
130 凹0

110000 

90000 

0000 r 睡 眠u 量直、 生櫛東河原(郊外) 、

削恥卜一一三苧乙吋…山岬一J闇問割J 藍島酌馴J l H川1I
卜 一円内-…"町.， 極楽寺{大矢回)

蕨生{山間部 G 宅
10 凹O

自由 g (õ国 EENm 守町~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
ω 

図2-4 地価の推移
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年頃に大きく凸となり、その後は下落傾向にある。同地区の「殿町J r古市場」は「俵町」

ほどの変動幅ではないが、緩やかな上昇を経て下落している。全国平均の地価も平成 3 年を

ピークに下落傾向にあるが、美濃市の場合は全国平均と下落時期にズレがあり、また他の地

点が平成 13 年頃から下落傾向にあるものの、その下落幅が小さいことに注意したい。また郊

外や山間部などは「古市場」とほぼ同様の傾向にあり、結果として地価は市域全体で低位で

の等質化の方向にあるとできる。

(4 )住宅

美濃市が住宅統計調査の対象となった昭和 58 年以降、住宅総数は増加していたが、平成

15 年に減少に転じている。また「空き屋J は昭和 58 年では 7.3%で、あったものが平成 15 年

で 12.7% になっている。次に住宅・土地統計調査の平成 15 年値を用いて現況を把握する。表

2-3 より「居住あり」において一戸建てが 88% を占めており、中高層住宅が少ない。またデ

ータの詳細は省略するが、敷地面積が 500 rrl 未満の住宅が全体の 6割未満を占めていた。

表 2-3 住宅の概況(平成 15 年) 単位:戸

計

賃貸等

8，180 I 7，020 I 6，180 I 80 I 740 I 720 I 30 I 1，040 I 290 
※共同住宅の内訳は階数

また「空き家J から「賃貸J r売却J の中古住宅を除いた「空き家(その他) J が 750 と

市全体の 9% を占めていた。同調査の岐阜県平均では「空き屋」の占める率が全体に対して

13.2% 、 「空き家(その他) J のそれは約 4% となっていて、美濃市の「空き家(その他) J 

が多く、住宅需要に対して供給がやや過剰であるとも解釈できる (3) 。

(5 )商業立地

美濃市の商業立地動向は、庖舗数が昭和 41 年の 470 をピークに平成 14 年には 296 まで減

少する一方で、売場面積は平成 14 年に 26 ，211 rrl と一貫して増加している(4) 。また年間小売販

売額は平成 6年をピークに下落傾向にあり、平成 14 年は約 160 億円となっている。

人口(人).小売販売額(億円).庖舗数

30 .5 03 人

間 7 S~拘 841 S4~ S411 S47 54 !l S51 Sfi4 S57 SRO SA3 H3 HR H9 H11 H14 

図 2-5 美濃市の短期ベースでの推移(庖舗数・販売額)

この様子を図 2-6 に示すように商業統計の実施年間での小売販売額(万円/人)の増減と商居

数(1 千人)の増減を散布図に描くことで捉え直してみよう。昭和 40 年頃までは庇舗数と売上げ
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が共に増加する「商業拡大期J であったが、その後は販売額は増えても居舗数は減少する「庖

舗淘汰期」を経て、近年は販売額と庖舗数がともに減少する「衰退期J に入っているとでき

る。こうした経緯から商業床が供給過多に陥り始めていると推察できる (5) 。

-/¥-丞

対前年増減商庖数(/千人)

図 2-6 商業立地の変化

また美濃市の購買依存率に関する直近の調査(平成 8 年)では、総合で 54.6% 、最寄り品で

65.7% の第一次商圏を構成しており、比較的、独立した商圏を構成していることがわかるへ

商業拡大期

S39 →S41 

1. 0 2.0 3目。

(6 )農用地

図 2-7 に示した農用地の利用状況からは、農用地そのものは転用などで減少し、同時に経

営耕地以外の耕作放棄(6) 等の占める割合が増加傾向にあることがわかる。

---
-
-
-
-
-
-

M
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4

2 
'

1 

1

1 L..: 耕作放棄等

園経営耕地

1.000 

一一圃
一

一
一
一

400 

200 

昭和 40 年昭和 45 年昭和田年昭和 55 年昭和田年平成2年平成7年平成 12 年

図 2-7 農用地(地目)と経営耕地の推移

(7) 考察

美濃市では人口増加という開発圧力がない中でも農用地から宅地などへの転用が進み、各

地区の人口密度や世帯密度、地価が等質化していたことが確認できた。ここに国勢調査の常

住地人口のうち自市外での従業・通勤者の率をみると昭和 40 年で 8.4%だ、ったものが、平成

12 年では 22 .2%へと増加していたこととあわせて考えると、都市としての中心性・独立性の

喪失、市全域の名古屋や岐阜都市圏の郊外化によって地価等が等質化してきたとも解釈でき

ょう。この等質化の程度が低密度であったことは、空き屋率の高さ、 DID 地区の縮小や用途

地域内の農地等利用が 20% を超えていた等の状況から類推できる。
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また人口減少下で、あっても、世帯数の増加にあわせて住宅数と同面積は増加していたが、

空き屋率の高さから供給過剰傾向にあるといえる。こうした低密度に等質化してきた様子を

空間的に捉え直せば、いわば従前は中心市街地にあった密度の"山"が、やがて崩れて拡散し

ていったと描写できると考える。

2-2-4 土地利用の今後と税収の推計

(1)住宅用宅地面積の将来推計

今後、人口減少に加え世帯数も減少していくことが予測されているが、単純に考えれば世

帯数が減少すれば、その分だけが空き家となる。ただ世帯当たりの住宅用宅地面積は近年、

その伸びが鈍化しているものの基本的に拡大傾向にある。そこで住宅敷地面積の拡大傾向を

考慮、して、美濃市の今後の世帯減少による空き屋発生量を推計してみる。

類似の研究例に大阪府下の市町村毎に空き家等を推計した研究10) がある。

今、将来時点の人口規模に応じた必要となる住宅用宅地面積と現在との差を「調整住宅面

積」と定義する。また一旦、住宅用地となったものは、その後に他用途へ転用されないもの

と仮定する。そのため「調整住宅面積」が負の時は「空き屋」となる。

N r  = P ， / Ph ， 

A ，H A r  X Nt
h 

A iJva=AP-A JH 

Nr: t期の世帯数、 P ，: t期の人口、

(1) 

(2) 

(3) 

Ph ， : t期の世帯人員、 A ，H: t期の住宅敷地面積、 Ar: t期の 1世帯当たりの

住宅敷地面積、 Aqva: 期間自での調整住宅面積

ここでは宅地面積の精微な予測よりも人口減少下での土地利用推移のスケッチすることを

優先させるため、次の強い仮定を設ける。まず実際には 2 地域居住等があるため、世帯数と

住宅数とは一致しないが、ここでは世帯数と住宅数を同ーとみなすことにしたの。また集合

住宅と一戸建てでは世帯数と住宅棟数とが一致しないため異なる扱いが必要だが、美濃市は

大半が一戸建てであるので区別しないことにした。次に推定に用いるデータだが、住宅用宅

地面積については統計データの整備が十分でない 11) 。住宅・土地統計調査での 1 住宅当たり

の敷地面積には共同住宅などを含んでおらず刷、また国勢調査の世帯当たりの住宅面積は住

居部分のみを対象としている。そこで毎年の値がある美濃市統計書の「地目」のうち「住宅

地」を当該年の世帯数で除した値を r1世帯当たりの名目住宅用宅地面積」とし、これを用

いることにする。

1965( 昭和 40) 年から 2000( 平成 12) 年までの実数値より、年次 tを変数とする「世帯あたり

住宅敷地面積(A th)J を単純回帰より求めた。なお 1980( 昭和 55) 年の値は異常値として、こ

れを外した(9) 。式は

Ar= 1. 3763 t - 2317 .2 (決定係数 R 2 =0.577)

となった。この式より 2030( 平成 42) 年までの予測値を求め、他の指標とまとめて表 2-4 に示

す(10) 。
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このことから 2030 年には 2000 年と比べて人口が 71. 4% に、世帯数は 80.9% に減少してい

る。世帯当たりの住宅用宅地面積は拡大傾向にあるものの、住宅用宅地面積は 2000 年の 316ha

から 2030 年の 253ha へと減少してし、く。推定に強い仮定を用いたが、空き屋や放棄地の増加

が危倶されることは間違いないだろう。

世帯数

8，000 

7，000 

6，000 

5，000 

4，000 

3，000 

2，000 

1，000 

1960 1970 

年

昭和 40 年 (1965)

昭和 45 年 (1970)

昭和 50 年 (1975)

実 昭和 55 年 (1980)

昭和 60 年 (1985)

数 平成 2 年 (1990)

平成 7 年 (1995)

平成 12 年 (2000)

平成 17 年 (2005)

4量 平成 22 年 (2010)

計 平成 27 年 (2015)

値 平成 32 年 (2020)

平成 37 年 (2025)

平成 42 年 (2030)

(2 )売場面積の将来推計

住宅地面積(ha) ，

世帯当たり住宅敷地面積(rrV 世帯)

1980 1990 2000 2010 2020 

図 2-8 世帯数，住宅地面積の推移と予測

表 2-4 住宅地面積の予測

人口 世帯数 世帯人員
住宅地面積

(ha) 

26 ，846 5，878 4.6 214 

26 ，421 6，113 4.3 245 

26 ，791 6，498 4.1 278 

26 ，825 6，712 4.0 (304) 

26 ，935 6，704 4.0 277 

26 ，022 6，762 3.8 287 

25 ，969 7，219 3.6 301 

24 ，662 7，251 3.4 316 

23 ，529 6，971 3.38 308 

22 ，395 6，671 3.36 300 

21 ，262 6，360 3.34 290 

20 ，047 6，021 3.33 279 

18 ，831 5，677 3.32 267 

17 ，616 5，314 3.31 253 

600 

500 

400 
5，314 

300 

200 

100 

2030 年

世帯あたり住宅敷地面積

(ni/ 世帯)

364.07 

400.79 

427.82 

(452.92) 

413.19 

424 .4 3 

416.96 

435.80 

442.3 

449.2 

456.0 

462.9 

469.8 

476.7 

空き庖舗も住宅と同様にストック量の差に注目して推計を行う。しかし住宅と異なり、既

往データから人口と売場面積との関係をトレンド推計することは容易でない。

そこで人口規模と売場面積との聞にいわゆるオーバーストアが存在すると仮定する。今、

ある施設に純便益を最大化する最適規模が存在するとすれば、この純便益は規模拡大によっ
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て逓増していき、やがて一定値を超えると逓減していく。このことが小売販売額と売場面積

との間でも成立するとした時、オーバーストアとは小売販売額を最適にする売場面積(以下、

最適売場面積)を実際の売場面積が超過している状況を指すと定義できる。市場は最適面積

を目指して増床・新規出j苫を行うが、オーバーストアとなれば、逆に市場は最適均衡点を目

指して閉居など売場面積の削減を行うものとする。

本節で、は小売販売額と売場面積それぞれを人口で除した値において最適売場面積の存在を

仮定し、現在と将来時点との差を空き庖舗と定義する。なおオーバーストアをとらえる方法

として、景気等の変動を含めないために一時点における複数地点を標本としてオーバースト

アとなる面積を求める方法が考えられる。この方法では商圏などの地域特性を考慮すること

ができない。対して属地性を優先させて、一地点において時点値を標本とする方法が考えら

れる。ここでは属地性を優先させ、以下の式を考える。

A/
XC 

A
C安一

- A/ (4) 

A 峠 = f (A cp ， M cp ) (5) 
At 悶: t期の空き居舗の売場面積、 A C* :最適売場面積、 A/ : t期の売場面積、 Aψ:

人口あたりの売場面積、 Mψ: 人口あたりの小売販売額

この時、増床や新規出居を行わなくても人口が減少した場合にもオーバーストアが生じる

ことに注意したい。

美濃市の売場面積について昭和 49 年から平成 14 年までの「人口あたりの小売販売額(A

cp)J と「人口あたりの売場面積(M cp)J の散布図を描き、以下の 2 次回帰式を得た(決定係数

R 2 =0.898 1)。なお小売販売額は平成 17 年基準・消費者物価接続指数(総務省統計局)によ

って時点調整を行っている。

Mcp = -263.8Acp2+492.63Acp-16 1. 28 

この状況から売場面積が一定規模を超えると販売額が減少するとし、う規模に対する便益逓

減効果が読みとれ、オーバーストア現象を仮定できる。この時、

dM cp / dA ψ o ・. Acp =0.93 (nr/ 人)

となり、オーバーストアは人口当たり lnr 弱となる。

Acp: 小売販売額(万円)/人
80 

70 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

。

• • 

0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1. 0 1.1 

売場面積(m 2)/ 人口

図 2-9 美濃市の人口あたり売場面積と小売販売額との関係

2030( 平成 42) 年人口は表 2-4 から 17 ，616 人であるので、単純に 0.93 を乗ずると 2030 年の

最適売場面積は 16 ，383 m 2 となる。これと 2002( 平成 14) 年の 26 ，211m 2 と比べると 9，828 m 2 が

余剰面積となると解釈できる。
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(3 )固定資産税収の推計

固定資産税は土地資産の応益性に注目した税であり、家屋と土地に課税されるため生活環

境質との関連性が高い税である。家屋については構造や築年数などによって課税額が決まり、

土地については地価公示価格の 7 割程度の評価額に税率を乗じて算定され、また幾つもの負

担軽減措置(J 1) がある等、単純ではない。

ここでは固定資産税収の精微な再現でなく、入手可能なデータで簡便に再現・予測するこ

とを目的とする。そこで本節では土地のみに着目し、また軽減措置は考慮せず、次式で定義

した名目上の固定資産税収の推計を行う。また納税義務者を同様の理由から世帯と事業所で

代表させることにする。

T/ αs (H/+ WO /) XLP / (6) 
T，: t期の名目税収、 H ，:t 期の世帯数、 WO ，: t期の事業所数、 LP ，: t期の地価、 α: 税
率、。:ダミーパラメーター

なお美濃市の現在の固定資産税率は1. 4% である。同税は全予算のうち約 17% 、市税収入

の約 46% にあたる(平成 19 年度)。

まず美濃市全体の実際の納税義務者数と実際の世帯数と事業所数との合計を表 2-5 に示す。

事業所数は統計値のある年以外は、均等に割りつけることで各年値を得た。納税義務者の

方が 1，000 人ほど多いが増減傾向は、ほぼ同じとみなせる。表中の固定資産税は納税実績額

であり、滞納等は含んでいない。

表 2-5 納税義務者数等の推移

年 固定資産税(千円) 納税義務者数 合計
世帯数 事業所数

平成 2 年 (1 990) 889 ，156 10 ，331 8，788 6，822 1，966 

3 年 (1991 ) 953 ，004 9，413 8，829 6，875 1，954 

4 年 (1992) 1，027 ，079 9，583 8，915 6，981 1，934 

5 年 (1993) 1，068 ，361 9，695 8，959 7，044 1，915 

6 年 (1994) 1，163 ，330 9，848 8，972 7，077 1，895 

7 年 (1995) 1，299 ，800 9，983 9，030 7，154 1，876 

8 年 (1996) 1，290 ，365 10 ，094 9，018 7，162 1，856 

9 年 (1997) 1，345 ，277 10 ，282 9，065 7，228 1，837 

10 年 (1998) 1，454 ，340 10 ，461 9，120 7，303 1，817 

11 年 (1999) 1，526 ，515 10 ，545 9，164 7，366 1，798 

12 年 (2000) 1，478 ，571 10 ，602 9，162 7，384 1，778 

13 年 (2001) 1，534 ，031 10 ，689 9，177 7，418 1，759 

14 年 (2002) 1，582 ，315 、10 ，736 9，182 7，442 1，740 

15 年 (2003) 1，498 ，576 10 ，746 9，183 7，463 1，720 

16 年 (2004) 1，510 ，829 10 ，835 9，196 7，495 1，701 

17 年 (2005) 1，504 ，555 10 ，846 9，198 7，517 1，681 

18 年 (2006) 1，425 ，000 10 ，871 9，079 7，554 1，525 

※斜文字は推定値

次に「美濃J r郊外J r大矢田J r山間部」の 4 地区毎に名目固定資産税収を求め、これ

を合算した(1 2) 。これと実際の美濃市の固定資産税収と比較を行う。昭和 60 年から平成 18 年
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までの実際の固定資産税額と名目税収を図 2-10 に示す。また各地区の固定資産税の名目税収

の内訳と推移を図 2-11 に示す。

その結果、名目税収は平成元年までは上昇し、平成 12 年まで横ばいで、あったが、それ以降

は下落している。また地区別で見ると、相対的に人口の多い美濃地区が同様の傾向を示して

おり、また郊外地区での税収が若干、増加傾向にある。一方、実際の固定資産税収は平成 12

年まで上昇し、その後、ほぼ横ばいで平成 18 年に下落しはじめている。

ここで名目税収よりも実際の固定資産税のピークが 5 年ほど遅れていることに気づく。固

定資産税は 3 年ごとに評価替えされるが、評価替え時の基準地価は前年度のものであり、都

道府県地価調査をベースにした場合では調査月日がさらに前年となる場合もあり、最大で 5

年前の地価を基準に算定されるケースもありうる。こう考えると、この名目税収が実際の固

定資産税の先行指標と捉えることもできょう。その場合、近年の名目税収の下降から、今後

の美濃市での固定資産税の税収減が予想される。

千円
1.700.000 

1.600.000 

1，500 ，000 

1.400.000 

1，300.000 

1.200.000 

1.100.000 

1.000.000 

800 ，000 。_ N 円 _ N ~ぜu) CO .... a;I m 0 .... N 的守凶凶~ = 

------.，...，.ーーω 

因子10 固定資産税の実税収と名目税収

(4) 考察

千円

1.600.000 

1.4 00.000 

1.200.000 

1.000.000 

800.000 

600.000 t. 

400.000 

蚕ト@ー・ー・ A _ _ _ ^ _  A A 山間部
200.000 ト1t:T.，...........~・・............トーか・・一・..・ "0......

大矢田 ---." 

g ;; ~ :z - ~ < ? 守的 @官、回 @ E = E E Z E E Z E  
m 

因 子11 固定資産税の名目税収(地区別)

先に人口減少下であっても美濃市では低密度に等質化してきたことを明らかにしたが、こ

こでは将来において住宅と商業の需要減少が予測されることを示し、その結果、空き屋や空

き居舗の増加が懸念される。

また名目固定資産税の下落要因は、世帯数が増加している郊外よりも中心市街地の影響が

強く、それは図 2-4 に示した地価の低位での等質化が固定資産税に影響を及ぼしたものと解

釈できる。そのため何らかの方法で地価が上昇に転じない限り、固定資産税収増は期待しに

くいといえる。

なお現行制度下では、空き地や空き屋になっても固定資産税の課税対象となり続けるので、

空き屋等の増加は固定資産税の減少を直接的には意味しない。

しかし空き家等の土地所有者がとる行動として税の減額申請、土地の寄贈申出等が考えら

れ、これらは自治体にとって実質的な固定資産税の税収減を意味する。また仮に自治体が寄

贈された土地を取得しても、今後、土地需要の減退が予想される中では、その利用や処分が

課題となることは確実である。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

2-2 ー 5 小括

本節では大都市圏の外縁に位置しながら長期にわたって人口減少していた岐阜県美濃市を

事例としてとりあげ、人口減少期に生じる土地利用動向を分析した。

その結果、美濃市では人口密度・世帯密度・地価が等質化し、その等質は DID 地区の縮小、

空き屋や耕作放棄地の増加などから低・未利用地を含んだ、低密度で、あったことを実証的に示

せた。また農地や住宅、商業の各分野での土地利用需要に衰えが見え、将来的に住宅と商業

の余剰地が増す推計結果が得られた。

こうしたことから美濃市を見る限り、将来の土地利用マネジメントを考える上で、人口減

少が中心市街地への集積を促す外的条件となり、低密度拡散の傾向に歯止めがかかることは

期待できそうにないといえる。

また公示地価と世帯数等より導出した名目固定資産税と実際値とを比較した結果、土地の

応益性を持つ固定資産税が中心市街地の地価下落の影響を受けて減少する可能性があること

が得られた。このことは人口減少下で低密度に拡散した都市形態の税収に及ぼす影響を示唆

していると考える。

今後、こうした議論を進めていく前に低密度拡散型という都市形態の是非を改めて考えて

おかねばなるまい。放置された土地が増える一方で農地や山林等を転用・造成している状況

は、少なくとも社会全体にとって土地資産が非効率に運用されていると考えている。そして

都市形態と土地資産評価、公共サービスレベル等との関連性を明らかにしておく必要がある

と考えているが、これらは今後の課題にしておきたい。

本節ではインフラ整備の収支については固定資産税のみを対象にしていたが、近年、自治

体で、は財政ノ〈ランスシ}トの導入が進められており、これらを活用した分析を進めていきた

いと考えている。また本節では人口密度などは地区単位での分析にとどまっていたが、今後

は美濃市の町丁目別データを用いて詳細に分析したいと考えている。更に美濃市以外の人口

減少を経験している自治体を対象として、人口減少下の土地利用動向の研究を進めていく必

要があると考えている。

なお本節は統計データを元に分析を進めたが、例えば商業統計には空き居舗の項目がなく、

年次においてデータの定義が異なる等、分析に限界がある等の課題がある。今後、低・未利

用地に関する統計データの体系的な整備の必要性があることを指摘しておきたい。

また本節の将来推計はオーバーストアの存在や各指標をトレンド推計から求めるなど強い

仮定を設けている。例えば商業環境ではインターネット販売など無入居舗による取引等の業

態変化が近年、激しくなってきており、 トレンド推計は、こうした環境変化を含むことはで

きない。これらの検証も今後の課題にしておきたい。

【補注】
(1)国勢調査で、は美濃市の昭和 30 年の人口は31 ，178 人、世帯数は5，828 、平成12 年で24 ，662 人、 7，251 世帯である。

(2)美濃市の用途地域は、導入~1980年が 1 ，036.6ha、以降、 1984年までが969.3ha、 1990年までが703.0ha、 1995年
まで、が703.0ha 、1996 年以降が675.9ha となっている(し、ずれも岐阜県とりまとめ)。

(3) 住宅・土地統計調査では平成15 年調査より、 「空き屋J の細目が「二次的住宅J r賃貸用の住宅J r売却用の

住宅J rその他の住宅j に区分されており、このうち賃貸用と売却用が中台市場を表し、 「その他」が放棄

された住宅と解釈できる。また同調査の平成10 年と同 15 年値での変化をみると対象市町20 のうち(平成 15 年

の岐阜県内の市町村数は95) 、住宅総数を減らし、かつ中古住宅等を含めた空き屋が増加している市は美濃
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市だけで、あった。住宅総数の減少は住宅の滅失、他の地目への変更、改築による戸数の減少等が考えられ、

また同調査が抽出調査によるための誤差とも解釈できる。

(4) 平成19 年6月末現在までの美濃市の大規模小売庖舗法・大規模小売庖舗立地法の届出庖舗は4庖舗(1 4，735rrf)

で、このうち届出後未開業又は廃業の庖舗は 2庖舗 (3 ，575 rrf) となっている(岐阜県商業流通課資料)

(5) 登録商庖街に限られるが岐阜県の平成18 年6月末現在の市町村毎の空き庖舗率は5.6% であるが、美濃市は最大

の23.8% となっている。

(6) 耕作放棄地とは、所有している耕地のうち、過去 1 年以上作付けせず、しかもこの数年の聞に再び作付けする

考えのない耕地をいう。転作のため休耕している耕地で、今後作付けする考えのある耕地は含まない。

(7)岐阜県の平成 15 年値では 1 世帯当たりの住宅数は1.1 4となっている

(8) 1住宅当たりの敷地面積は全国平均: 272rrf および岐阜県平均: 297rrf (平成 15 年値)

(9) この 1975 年からの住宅面積の増減理由の詳細は不明だが、この時期の他の地自の増減から、農地から住宅へと

転用され、その後に商業や事業所用に再転用されたために住宅面積が減少したと推察される。

(1 0) 実数値のうち人口、世帯数は国勢調査値である。推計値のうち人口は社会保障・人口問題研究所が公表して

いる2015 年と 2030 年値を各年に割り当てた。世帯人員の将来値は同研究所が公表している岐阜県の2005 から2

025 年にかけての5年毎の値の減少率を、美濃市の2000 年値に適用して求めた。これより世帯数を求め、また

回帰式より求めた世帯当たり住宅面積から市全体の住宅面積を得た。

(11) 例えば200rrf 以下の住宅では基準額が116 に減免される

(1 2) 各地区別の事業所数は毎年値がないのでトレンド推計によって得た。各地区を代表させる地価について、美

濃地区は殿町・俵町・古市場、郊外は藍) 11 ・生櫛東河原、山間部は蕨生・長瀬の平均値、大矢田は調査地点

がないので近隣の極楽寺の値を用いた。値のない期間はパブ、ル期の影響の少ない殿町・古市場の平均を変動

係数にして算出した。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

補節:美濃市の地目別の増減

美濃市においては、住宅や商業などが増加する一方で農用地が減少傾向にあることを確認

した。ここでは、対前年の地目毎の面積増減と美濃市におけるトピックを表にした。

表 2-6 からは、住宅や道路等の用地は、一貫して農地から供給され、昭和 50 年以降は森林

も加わっていたことがわかる。また平成 3 年や平成 14 年等では事務所・庖舗等と工業用地に

おいて大きな増減が認められる。

表 2-6 美濃市における土地利用の増減(対前年)単位 :ha
年 農地 森林 河川等 道路 住宅地 工業用地 事務所・庖舗等 その他 記事

昭和 40 年 国道 156 号完成

昭和 41 年 -10 9 2 美濃北中設立

昭和 42 年 -40 9 5 24 松森市営住宅完成

昭和 43 年 -40 9 4 2 24 市公民館完成

昭和 44 年 一150 37 4 3 105 
美濃病院雇用促進住宅

完成 l 

昭和 45 年 -81 15 9 12 43 県林業センター開設

昭和 46 年 一12 7 2 11 -9 
片知 BP 等完成県林業短

大開設

昭和 47 年 一12 4 12 11 ー16
市体育館，総合運動場完

成

昭和 48 年 一50 6 2 12 11 2 17 市庁舎，衛生処理場完成

昭和 49 年 -49 4 2 41 
都市計画用途地域

農業振興地域

昭和 50 年 -22 4 5 12 

昭和 51 年 -10 2 2 5 

昭和 52 年 一16 47 -34 

昭和 53 年 一7 3 4 -3 藍川団地造成

昭和 54 年 -4 -9 2 14 2 -4 

昭和 55 年 一16 14 3 5 -7 

昭和 56 年 -24 2 -3 2 6 16 

昭和 57 年 -33 43 -18 15 -8 

昭和 58 年 -42 -31 12 -9 18 22 30 美濃 IC 着手

昭和 59 年 -23 -19 4 2 33 

昭和 60 年 一12 一8 6 30 -8 一13 4 

昭和 61 年 一17 24 一10 2 3 48 -49 美濃~各務原開通

昭和 62 年 13 8 2 5 -28 

昭和田年 一13 -26 2 一10 22 -24 48 

平成元年 -20 6 2 自 4 B 22 全域面積 14ha 増

平成 2 年 一18 -25 47 3 14 一14 一7

平成 3 年 一13 -5 3 3 -26 26 12 

平成 4 年 一12 -6 3 5 10 美濃テクノ 1 期完成

平成 5 年 -9 -2 4 4 2 

平成 6 年 一15 9 3 -7 25 一14 美濃~美並開通

平成 7 年 -29 -2 3 12 一15 32 

平成 8 年 一7 -4 4 一3 4 6 浄化センター完成

平成 9 年 -11 2 8 4 4 -8 

平成 10 年 -3 3 2 14 ー12 -4 

平成 11 年 一18 -27 -8 16 。 38 

平成 12 年 一日 -38 2 -5 12 38 

平成 13 年 日 7 -38 7 6 -8 12 28 

平成 14 年 一13 -2 2 -4 13 -13 16 

平成 15 年 一12 4 3 4 

-804 -54 -24 163 107 104 106 350 
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2-3 地場産業集積地域での工場跡地の実態

2-3-1 はじめに

「工業統計調査(以下、工業統計) J によれば我が国の従業者数 30 人以上の工業用地は

1996( 平成 8) 年の約 1，480k rrf をピークに 2004( 平成 16) 年には約 1，397 k rrf へと減少し、特に「窯

業・土石J r繊維J といった地場産業での減少量が大きくなっている(1) 。また工場三法(工

場等制限法、工業再配置促進法、工場立地法)の改正等の規制緩和 (2) もあって、工場立地を

とりまく状況が急速に変化しており、我が国全体の工場立地動向を傭轍しておく必要がある。

近年、工場跡地問題は PRTR 法(特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善

の促進に関する法律)や土壌汚染対策法の施行もあって、土壌汚染と関連づけて議論される

こと 12) が増えたが、工場跡地には低・未利用としての側面もあり、産業構造の変換を経験し

ている先進国では工場跡地を地域の荒廃を招く都市問題として認識されるに至っており、我

が国でも今後とも工場跡地問題の重要性は増すものと考えられる。

我が国の低・未利用問題に関する実証的研究は、例えば郊外団地の実態調査13) や中心市街

地の商業・業務の空き床に関する研究14) 、旧国鉄跡地の利用状況をまとめた研究15) などの研

究があるが、工場跡地の実態については、おしなべて研究蓄積は十分でなく、京浜工業地域

の工場跡地の利用転換16) といった大都市近郊の工場跡地実態についての研究が見られる程度

である。また工業用地の減少が著しい地場産業が集積している地域では工場跡地による環境

の大きな変化が予想されるが、それらの実態を取り上げた研究例はない。

こうした背景から、ここで地場産業の集積地域における工場跡地の現状と課題を指摘する

ことを目的とする。まず既往統計を用いて全国の工場立地と跡地利用の状況を明らかにし、

次に窯業の事業所数が多い岐阜県のうち (3) 、特に倒産等が相次いでいる岐阜県瑞浪市陶(す

え)町をスタディとして、工場跡地の実態及び跡地の周辺環境への影響等の課題を明らかに

していく。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

2-3-2 研究の方法

( 1 )分析上の留意点

工場跡地の実態を考えていく前に工場跡地の分類を行っておこう。まず単純に考えると工

業用地も人口動態の社会増減と自然増減と同じように事業所の「転出入」と「起業(新設)

廃業(倒産等) J によって増減する。仮に工業用地の総枠が固定された単純な土地市場であ

れば、転出・廃業した跡に、転入・起業が入るというドミノ的な市場が形成される。しかし

人口と異なり転出・廃業した跡を工場として再利用もしくは他用途へ転用する利用形態があ

り、工業用地の減少分と工場跡地の発生量とが同ーとならない点に注意がいる(図 2-12) 。

本節では、土壌汚染除去のコスト・パフォーマンスやインフラ整備の再投資への必要性、

地域社会とのリスクコミュニケーションの構築等の点から工場跡地を工業用地として再利用

することが適当と考え、以下では、工場としての再利用を中心に議論を進めていく。

(2) 研究の方法

i期 i+l 期

※ヱ業用地の減少は

他転用・未利用>新規操業

の時に生じる

図 2-12 工場跡地の分類

本節は、まず「工場立地動向調査(以下、動向調査) J での立地先の都市計画区域区分、

用途地域指定、工場跡地の処分形態、移転先の地目等から近年の工場立地動向の特徴を明ら

かにする。特に移転先地目に占める工場跡地の割合や工場跡地処分形態に注目して工業用地

の再利用状況を把握する。さらに工場立地先の選定理由から、近年の立地企業が要求する工

業用地の規模、取得単価といった項目について分析を行う。

こうして得られた全国的な傾向を、窯業を地場産業としてきた瑞浪市陶町を対象に明らか

にする。まず地区の状況を概観した上で、工場跡地が特に集中している猿爪(ましづめ)地

区の空き工場状況をとりまとめる。さらに既に得た工場立地選定理由と照らしながら、今後

の猿爪地区の工場跡地利用の可能性について考察してし、く。

(3 )データ

本節で主に用いる動向調査は経済産業省が実施している工場立地に関する調査であり、 1

年間の工場建設を目的に 1，000 rrl 以上の用地取得した事業所を対象にした調査である。また

対象業種も製造業、電気業、ガス業、熱供給業及び研究所となっている。動向調査のデータ

は個別の質問毎で公表されており、各年の回答総数は必ずしも一致しない。本節では工業用

地の減少が確認された 1997( 平成 9) 年から 2005 (平成 17) 年を用いることにした。

瑞浪市のデータは「瑞1良市統計書J 及び瑞浪市資料による。また空き工場の分布は平成 18

- 25 -



年の住宅地図を基準に、対象地区の世帯数がピークで、あった平成 8 年の用途との比較、

現地踏査による確認によって作成した。空き工場の面積はプラニメーターにより得ている。

2-3-3 結果と考察

たま

( 1 )新規工場立地のマクロ的な特徴

動向調査の新規立地先の区域区分をみると「市街化区域J が 3-----4 割を占め、次いで「非線

引き都市計画区域」が多かった。また用途地域指定は毎年「無指定(いわゆる都市計画白地) J 

が多く、次いで. r工業専用地域J ["工業地域 J ["準工業地域」となっている(図 2-13) 。

H9 

Hl0 

1 1 
U
H 

H12 

H13 

H14 

H15 

H16 

H17 

図 2-13 立地先の用途地域 (面積ベース)

H9 

Hl0 

Hll 

H12 

H13 

H14 

H15 

H16 

H17 

図 2-15 工場移転先の地目

0.000 (干 m)
(面積ベース)

宇

、ーー

(干 m)

未定

1 1 
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¥ ¥ ¥ ¥  

1. 000 

図 2-14

1.800 半官)

工場跡地の処分形態(面積ベース)

1.200 1.400 1.600 
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

うしたことから近年の工場立地は工業系用途地域と無指定地域に二極化する傾向が続いてお

り、必ずしも工業系用途地域だけに立地できていない。

次に工場跡地の処分形態をみておく(図 2-14) 。なお元データでは「事務所J r緑地J r研
究所J rレク施設」の区分されていたが、それぞれ 1% 前後しかなく、ここでは「その他J

に含めた。これより移転時点で「未定J が 35"-'60% 程度と各年で最も多いことから、跡地利

用が決まらないまま移転している企業が多く、また少なくとも 1年間は土地利用を限定せず

に売却先を探している等、処分先を留保している土地が多いことがわかる。なお、この「未

定」の年次を超えた処分動向は統計データからは把握できていない。図は省略するが、対象

期間で累計した都道府県別データからは、 「未定」が多い自治体は青森(80%) 、奈良(77%) 、

長崎(70%) といった地方部が上位を占め、全国平均は 52% であった。なお工場跡地の「商業

施設J は 7"-'9% と少なくなく、 「一戸建て」や「集合住宅J の住宅への転用も 4"-'5% 程度で

推移している。ただし平成 14 年は「集合住宅」の占める率が高くなっている。 r工場」利用

は 10"-'20% 程度を推移し、平成 17 年には 3 割近くとなっている。

一方、図 2-15 に示す工場移転先の地目では、 「工場跡地J はおおむね 5"-'20% を推移して

いた。なお他の地目は「宅地J が 3"-'4 割と最も高く、 「田J r畑J の占める割合は減少傾向

にあり、 「山林」は平成 15 年を底に減少から増加傾向に転じている。

このように 1990 年代後半以降、工業用地全体は減少したが、その内訳は工場跡地が発生す

る一方で工業用地の新規造成は行われており、また相対的に工場跡地の工場としての再利用

率は概ね低かったとできょう。

(2) 工業用地の取得理由

次に動向調査での工業用地の取得理由をみてみる。なお回答の選択肢が年度によって異な

っていたため、同一であった平成 9 年から同 15 年を集計した。

立地先の選定理由では「用地面積の確保」が一番多く、次に「地価(安価であること) J 

が多い(図 2-16) 。また「市場への近接性J r関連企業への近接性」などの利便性の高さや

「労働力の確保」が上位となっている。

原材料等の入手の便

市場への近綾性

関連企業への近接性

労働力の確保

人材の確保(大学等への近様性)園 127

本社への近接性

国の助成・協力陣111179

県・市・町・村の助成・協力

経営者等との個人的つながり

他企業との共同立地

工業用水の確保

サービス業・流通業への近接性

学術研究機関の充実匝 52

用地面積の確保が容易

地価

良好な住環境(教育.商業など)周 115

その他

1，389 

1，301 

1，909 

2，746 

(件)

図 2-16 立地先の選定理由(全国;平成 9-15 年合計)

この取得理由のうち「面積J r地価J r利便性J を詳しくみてみる。

まず平成 9"-' 17 年にかけての累計立地件数を工場立地 1件当たりの平均規模別でみると、

12 千rr f!件が最も多く、最低値が 4.85 千rr f!件、平均で約 12.3 千rrf./件、標準偏差が約 5 千rrf./
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件で、あった(図 2-1 7)。つまり近年の企業が要求する工場取得面積は最低で約 5千rrU 件、お

およそ 7 千'"'-'1 万 7 千rrU 件程度とできる。一方、移転元の工場敷地面積の平均は 3.78 千ぱ/

件であった。このことから工場跡地と企業が求める新規立地の面積とに差があるといえる。

25 ∞{牛

2000 

1500 

1000 

500 

。
千rri/ 件

図2-17 1 件あたりの規模別立地件数

次に新規立地のうち、各年の工場跡地への立地面積と単価、全体での平均単価の経年変化

をみる(図 2-18) 。なお、ここでの面積は各年の平均面積に件数を乗じて得た。これより近

年の工場跡地単価の相対的な下落に追随する形で、工場跡地への立地が増加していることから、

工場跡地の再利用率が取得単価の影響を受けていることが分かる。

単価干円/rrl 千rrl
80 4000 

70 3500 

60 3000 

50 2500 

40 2000 

30 1500 

20 1000 

10 500 

H9 H10 Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 

図2-18 単価(全平均と工場跡地)と工場跡地への立地面積の推移

次に敷地面積と取得単価の散布図を作成した(図 2-19) 。ここでは地目別平均単価と敷地

面積を用いるが、元データは地価と敷地面積とで回答数が異なるため、ここでの敷地面積は

地目別に件数で除して各年の平均値とした。なお地目は田、畑、宅地、山林、原野、埋立地、

工場跡地、その他の 8 区分である。なお図中の一点破線は取得地価の平均(約 25 ，700 円/rrf)

と平均敷地面積を示しており、この 2 線が交差する「宅地」は既に図 2-15 でみたように件数

が最も多い。

図右上はプロットが少ないが、これは高地価かっ広面積を求めて立地した企業がないこと

を示している。図右下は立地企業にとって地価の点では利点がないのだが、これらは単価や

面積以外の例えば「利便性」等を理由に立地した企業群であると考えられる。またコスト抑

制と大規模面積が要求される場合には図左上の「山林J 、面積は中小規模で、あってもコスト

抑制が要求される場合には結果的に「田J r畑J となっているとみることができる。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

利便性については適当なデータがないため、以下は推論となるが、先の青森県等のように

都市圏との近接性に劣る地域では地価が低くても、跡地処分で「未定J が多かったことから

も工場立地において「利便性」が重要な要素であることが伺える。

敷地面積(千 rr1 1件)

3 M  l 

×回

×向11

25.0 十 O ---一一ー-.-ー 一、、 -山林

-宅地

四 S 十 ・Il-I件' A 組立地

0 原野

圃工場跡地
15.0 

7い27-λ55夕({~y~日1-71 今手-糊l- 「ぞ〈F 10.0 O 

5.0 

。。
o 10ρoc 20 ，000 30 .0 00 40 .0 00 50 .0 00 60.000 70 .0 00 80 .0 00 

領盤台 用地取得時の単価(円 /rri)

図 2-19 新規立地の敷地面積と地価との関係性(地目別)

このように近年の工場立地は約 5 千ぱ以上といった大規模化の傾向にあり、取得単価の影

響も受けることがわかった。また単価が高くても利便性などに優れていれば、工場としての

再利用の可能性がありそうである。そうすると政策的に工場跡地を工業用地として再利用し

たい場合には、取得価格を下げる助成金制度や小規模跡地を集約化する等の施策が必要とで

きょう。

(3 )対象地区の概況

ここでは工業用地の減少の著しい窯業を地場産業としてきた岐阜県瑞浪市をスタディに、

前項で得られた工場立地傾向についてみていく。瑞浪市は岐阜県東部、名古屋市の東 40km

圏に位置し、人口は 42 ，298 人(平成 12 年)であり、国立社会保障・人口問題研究所による 2030( 平

成 42) 年の将来人口は 34 ，464 人と減少が予測されている地域である。同市は美濃焼の産地で

古くから陶業が盛んであり、平成 17 年の工業統計によると瑞浪市の製造業従業者数は 3，051

人であるが、そのうち約半数にあたる 1，561 人が「窯業・土石製品」に従事している。しか

し近年の陶業は、例えば平成 8年から平成 16 年の間で、販売額を 366 億円から 175 億円、事

-.‘ ‘ 

-

H

F

，，‘
 県知愛

， 

図 2-20 瑞浪市陶町の位置図
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業所数は 341 から 96 と、減少・衰退傾向にある。

こうした中で工業団地(瑞浪クリエイションパーク:以下、瑞浪 Cp) が分譲される等の産

業振興が進められている (4) 。また動向調査によれば瑞浪市を含む岐車県全体では平成 8 年か

ら同 16 年までは平均 188 件の新規工場立地で、あったものが平成 17 年では 646 件と急増して

し、る。

次に岡市陶町は瑞浪市南部に位置し、中央道瑞浪 IC からは約 12km の位置にある。同町は

人口約 4，300 人、約 1，500 世帯で猿爪(ましづめ)・大川・水上の 3 地区からなり、中心部の

猿爪地区は平成 19 年 4 月現在で 808 世帯 2，138 人である。瑞浪市の都市計画区域は非線引

きであり、陶町は用途地域が指定されていない。同町は古くから陶磁器、特に洋食器の生産

地である。陶町のみを対象とした窯業・土石製品のデータはないが、陶町の製造業全体で平

成 7 年から平成 16 年にかけて、製造品出荷額等は 131 億円から 71 億円、従業者数は 1，206

人から 527 人、事業所数は 117 から 30 に減少しており、特に平成 15 年の 74 から平成 16 年

にかけての減少が著しい。

(4 )対象地区中心部の工場跡地の状況

猿爪地区の主な空き工場の状況を図 2-21 に示す。表 2-7 に主要 5社の緒元を示す。図中の

記号は表中の略社名と同じで、すべて窯業で、あった。

表 2-7 猿爪地区の主要空き工場

社名 資本金 従業者数 のベ敷地面積 倒産時期 1
A 製陶所 1，200 万円 180 人 6.000 rrf 平成 4年

B 製陶所 200 万円 50 人 2，400 rrf 平成 8年

C 製陶所 125 万円 50 人 3，200 rrf 平成 10 年

D 陶業 5，000 万円 350 人 24 ，000 rrf 平成 15 年

E 製陶所 3，500 万円 350 人 16 ，000 rrf 平成 17 年 |

瑞浪商工名鑑などを元に作成

図より各敷地が分散して分布しており、敷地形状が不整形であることがわかる。同図は縦

400 m 、横 1，200 m で、あるが、空き工場は合計で約 5 万nf であり、この範囲に限れば 1割に及

ぶ。

図 2-21 空き工場の分布(瑞浪市陶町猿爪)
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第 2 章 主に地方における土地刷用の現状と際組

写真ー1 工場跡地の僚子 (撮影 2007 年 5月)

この工場跡地群の利用可能性を先の全国傾向と照らしてみる。 図 2-22 は各区画及び敷地の

面積をプロットしたもので、網掛け部分が立地件数の多かった範囲である。比較として瑞浪

C P を用いるが、瑞浪 C P の×印は未契約分の 2 区画を示す。猿爪地区の工場跡地のうち、 2

-3-3 (2) で得られた近年の企業が要求する工場取得面積の 5 千ぱ超を満たす用地は数

カ所しかなく、工場としての再利用に不利な敷地が大半であることがわかる。
面積 干而

• 
事い

-区画，敷地面積

陶町ー主要工場跡地 瑞浪 CP

図 2-2 2 区画別・ 敷地別の面積分布状況(陶町の工場跡地と工業団地)

工場跡地の問題は雇用などの経済的側面、景観や社会不安などがあるが、まず単純にみれ

ば表 2-7 より最低でも 900 人あまりの雇用が失われたことになる。また既に空き工場となっ

て 10 年以上を経過しているものもあるが、図中の 0 'の用地が物流倉庫に転用された以外は

他用途への転用はなく、また所有権利関係が複雑なこともあって、建物の撤去措置が行えな

いまま長期間に般歯されている。空き工場は平屋の鉄骨造または木造で、長期間の放置によ

って一部では屋根や壁などが崩落するといった影響が出ている。例えば市議会での代表質問

や瑞I良市長宛の地元住民による署名要望書に地域住民のそうした不安をみることができる向。

2- 3 - 3 (1 ) でみたように我が国では新たに工業用地を造成する一方で工場跡地の再

利用が進まないという状況であったが、 この地区の実態のみで判断するのは早計といえるも

のの、工場跡地の方が敷地規模等の物理的状況や権利関係の清算のしにくさ等の点で不利と

いえよう@

また他用途への転用可能性を考えると、岐阜県内では紡績工場跡をショッピングセンター

として利用されるケースが培えているが、いずれも 6 万~ 12 万rriと大型化しており刷、猿爪

地区の工場閥、地はいずれも満たさない。
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また猿爪地区内にある、完成から 30 年以上がたつ住宅団地(細久手団地)では総区画数

87 に対してお区画が未契約のままであり、地域の住宅需要は低調とでき、将来人口の減少

予測もあって、住宅用途への転用可能性は低いとできる。

2-3-4 まとめ

本節ではまず 1990 年代後半以降の我が国の工場立地動向として 1) 新たに工業用地を造成

する一方で工場跡地利用の未定が 5 割近くあり、特に地方での未定率が高い、 2) このうち工

業用地の再利用率は低かった、 3) 工場取得理由は「面積J r利便性J r地価」であることを

得た。

こうした動向について工業用地の減少が著しい地場産業の集積地域でのスタディとして、

窯業を地場産業としてきた瑞浪市陶町猿爪地区をとりあげた。その結果、対象地区では廃業

等による空き工場が大量に発生し、全体で 5 万ぱにのぼっていた。これらは分散して分布し

ており、小規模かつ不整形な敷地が多く、放置状態が長期に及んでいた。特に面積は近年の

企業が要求する工場取得面積を満足しておらず、今後においても工場としての再利用に不利

であるとした。また、こうした物理的状況以外に債務者等の所有関係の複雑さ、他用途の需

要が之しいことも工場跡地利用を阻害している要因の一つであると考えた。

また空き工場の長期放置によって家屋の壁の崩落等が進んでおり、こうした危険性の増加

による周辺環境への影響は無視できない状況となっていた。

今後の研究課題として、他の工場跡地を有する地域での実証的研究の蓄積が必要と考える。

また工場跡地を活用した地域再生事業の検討、そうした事業の資金調達などが考えられる。

とりわけ 1980 年代以降の欧州諸都市での工場や倉庫跡地を活用した地域再生事例的や米国

のスーパーファンドなどが参考になると考えられ、我が国の実態と照らし合わせた検討が必

要である。

また本節では工場取得理由を工場跡地の再利用を判定する目安として活用できることを示

したが、これ以外にも例えば工業系地域の住宅利用での近隣関係や土壌汚染コスト等といっ

た要素を取り込んでいく必要がある。

本節でも統計データを用いたが、我が国の工業に関する統計データが工場跡地の利用実態

における今日的課題に適応していなしミ点を指摘しておきたい。例えば動向調査は 1，000 m'以

上を対象にしていることから中小・零細企業の動向が把握にしにくく、動向調査と工業統計

では調査対象の定義すら異なっている (7) 。今後は統計データ項目の見直しゃ総合的な工場跡

地に関するデータベース整備に期待したい。

【補注】

(1)1996 年と2004 年とでは窯業・土石製品製造業が約2，276 万ぱ、次いで繊維工業が約1，198 万ぱ、鉄鋼業の1，076 万
rri の減少となっている。

(2) 工業再配置促進法は既成市街地からの移転促進を目的にした法で昭和47 年に施行、平成18 年に廃止された。昭

和39 年施行の工場等制限法は平成14 年に廃止、工場立地法は生産施設面積率などの緩和など平成16 年に改正

されている。

(3) 窯業・土石製品製造業の事業所数の多い都道府県は1996 年で岐車: 1，966 、愛知: 1，800 、茨城: 842 、2001 年

で岐阜: 1，573 、愛知: 1，471 、北海道: 691 となっている。
(4) 瑞浪CP は全19 区画、総面積が26 .5 ha (賃貸及び、分譲対象用地15.3ha) 。なお分譲価格帯は20，540~30，657円/ぱ

となっている。
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(5) 瑞浪市議会では平成14 年 12 月、平成15 年6月で質問されている。また平成18 年5月に瑞浪市長宛の要望書 IA 社

跡地危険物撤去について(お願し、) J が2，388 人の署名をもって提出されている。

(6) 岐阜県の主なものでマーサ21 (岐阜市・カワボウ(株)正木工場: 67 ，000rri) 、ロックシティ大垣(大垣市・

帝国繊維大垣工場: 64 ，161 rri) 、カラフルタウン(岐阜市・豊田紡織岐阜工場: 134 ，000rri) 等がある。

(7) 工業統計の対象は、従業者数 4 人以上が毎年、全事業所は西暦末尾が0，3，5，8の年に実施している。ただ地目は

従業員数が30 人以上に限られているため、例えば岐阜県の平成16 年の工業統計における工場面積は2，911ha だ、

が、土地利用調査(地目)の「工場用地 j は3，889ha で978ha の差があり、規模・零細の分と考えられる。また

同統計は新規立地の内訳(工業用地の再利用・農用地等の他用途からの転用等)や起業・廃業の別、跡地利

用の項目はなく、製造業以外の倉庫などの物流、廃棄物処分場などは含まれていない。
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2-4 岐阜県の商業立地環境の変化

( 1 ) 概説

我が国の商業環境は 1990 年代に流通資本のグローパル化や大府法などの規制緩和により

「第二次流通革命」と呼ばれるほど大きく変化した。この商業環境の変化が都市に与えた影

響は大きく、咋今のまちづくり三法をめぐる議論では、既存商庄街の衰退と大規模庖舗の郊

外立地との関係が中心的話題の一つで、あった。そこでは郊外唐は既存商眉の顧客を奪うため、

結果的に中心部の表退を招く元凶として問題視されていたが、自由競争社会において豊富で

魅力的な庖舗が集客していくのは当然とする見方もある。従前の大規模庖舗法は結果的に行

政が出底調整を行い、そうした自由競争を阻害しているとみなされて、廃止となった。

しかし、自由競争のもとでの出庖や増床が続いた場合、いわゆるオーバーストア状態を経

て"焼き畑商業"を引き起こすことへの危倶がある。また中心市街地で起きた大型庖の撤退が

今後、郊外へと広がっていく懸念が生じるのはむりからぬ事であろう。

本節では前節までで取り上げた美濃市、瑞浪市が属する岐阜県の 1990 年代以降の商業環境

を、商業統計を用いてみておく (1) 。まず商眉数などの基礎的指標を用いて概観し、人口と商

品販売額でのローレンツ曲線を算出することで、商業施設の都市部への偏在状況を明らかに

する。また今後のオーバーストアの可能性についても分析を行う。

(2 )岐阜県の商業立地環境の変化

1 )岐阜県の小売業の状況

岐阜県の商業に関する基礎的指標として小売業の商居数、従業員数、販売額の経年変化を

みておく。商庖数は一貫して減少し、従業員数と庖舗面積は逆に増加傾向にあることから、

居舗の集約化と大型化が起きていることが推察される。また販売額は 1997( 平成 9) 年をピー

クに減少しており、家計指標のある岐阜市における世帯あたりの可処分所得は 1998( 平成 10)

年の 540 ，548 円をピークに減少している。なお消費者物価指数も 1998( 平成 10) 、1999( 平成 11)

年をピークにした凸型となっている。

庖舗数、人、円

134.118 人
2兆 3697 億円

1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 2002 年初04 年

図 2-23 小売業の主要指標の経年変化(岐阜県)

現在の消費行動のワンストップ化や車社会の進展のように消費者にとっても大規模庖舗は

効率的であるとされる。庖舗の大規模化を唐舗経営からみると、固定経費の上昇から相対的
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に損益分岐点が高くなるわけで、そのためには商圏内人口が一定以上であることが不可欠な

条件となる。そして商圏内人口を多くするには①商圏内に人口集積が大きい地域が含まれる、

②時間距離に基づく商圏が容易に拡大できればよい。その意味で近年のショッピングセンタ

ーが郊外の幹線道路沿いに立地しているのは理にかなった行動なのである。

2) 既存資料による全国の庖舗立地の傾向

例えば平成 13'"'-'17 年では地方圏での居舗立地先は非線引き白地が 14% 、工業地域で 11% 、

準工業地域で 17% (3 つで計 42%) 、商業地域で 27% 、近隣商業で 11% と「商業地域」への

立地が減少傾向にある。また地方圏での大規模商業施設の立地場所のうち、非線引き白地や

市街化調整区域などが約 2 割となっており、既存商業居舗の利用や工場等の宅地化された土

地の転用以外の利用が多いことが伺える。三大都市圏も同様の傾向にあり、我が国では「商

業地域」で居舗が立地しておらず、用途指定が機能していない状況にあるといえる。

三大都市圏 開庖時期「 …ザ叩 ザ つー ザヂーザ -r . ..，. '" .'1 山市 (件数)

地方圏

s55以前 l鰍盤14%1 麟襲前日鋭機運覇1. 園田園田園圃圃圃園田園圃園田哩酔園田園田園 _1 醐 300

1弛

S56 .... S印|滋羽繍 1，錦、|目滋磁織

2.~. '1 
561- 出 li 磁器|綿|書鴎機繍絞臓機懇童書

1目 i
問吋-17陶磁 1 8拡 H謹綴豊富期綴滋滋

H8 叶 i12 属議下面]爾|属議爾扇爾議

l1 百 1百
H13-H17 U 胃|副綴翻刻纏瀦

1%~ 
1首 90

副 1% 107 

璽璽困 149 

画握嵐山
際錨頭副B暁議議題量瞳l11 量 141

日時 1印 20 晶 ま班 40lI 50 出 町疏 7011 叡脇 氏鴻 1α 粥

開庖時期
555 闘百

556-8 鈎

S6 1-H 2 

H3 吋 i7

H8 -H 12 

H13- 十117

郡
(件数)

事邸 i 首 348

見 142

133 

l二二三三二議五二ご.ご 11- 函三ヨ医溜図・9lI 1 244 

灘、協 議選終翻窃縫盟理 自書議事 1211 4切

1首

3国 9lI 瀦翻3磁露臨 14% 1切

。軸 1日21);見 草踊 40 暗 証liI 6011 701! OC/，I 抑 100II
※三大都市閣は、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県。地方聞は三大都市関以外の地域。
※建築基準法上の延ベ面積10 ，OOOrrl 以上の物晶販売業を富む庖舗について集計。
※平成16 年末現在。

図 2-24 大規模商業施設の開庖時期別立地状況

国住居専用地域・
第1種住居地塚

口第Z積住居地場

回準住居地域

図近隣商業地域

園商業地域

困準工業地域

図工業地域

園工業専用地域

回市街化調整区書

ロ非品事引き白地

園都市計画区域。

出典:産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会経営支援分科会商業部会合同会議中間報告(平成 17 年 12 月)

また大規模庖舗の撤退傾向は、郊外よりも中心市街地で多くなっている。

表 2-8 大型庖の撤退屈舗数

平成 14 年の盾舗数| うち平成 16 年に存在しない(閉鎖)庖舗数

三大都市圏 5，720 574 

地方圏 9，994 987 
出典:産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会経営支援分科会商業部会合同会議中間報告(平成 17 年 12 月)

表 2-9 撤退した大型庖の場所

中心市街地 | 周辺地域 | 郊外

6 9 | 1  3 6 
出典:日本商工会議所「平成 1 6年度まちづくり問題に関するアンケート調査j

なお大規模底の撤退については、中心市街地における大型庖撤退に関する研究18)19) 、再開

発地区での撤退後についての研究20) などがある。
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3) 小売業立地の都市への偏在

例えばイオングループの前身で、ある岡田屋の家司iIの「大黒柱に車をつけよ」が示すように

小売業にとって立地は重要である。この家訓は立地環境が変化した場合、自らが立地環境の

維持を行わずに庖舗を移動させることでリスク回避を行うよう求めている。こうした傾向は

今日の大規模ショッピングセンター (SC) も同様となる。百貨居等と違って sc は!古舗の所

有と経営が分離されており、 sc は施設全体の管理に専念するといった(小売業でなく)不動

産業なのである。

さて近年の研究では居舗集約や大型化の影響は中心市街地と郊外との対比の中で語られる

ことが多い。ここでは岐車県というマクロレベルで、の商業立地の偏在が 1990 年代に進んだこ

とを確かめておく。類似に北海道を対象とした研究21) がある

ここでは立地が分散している状況を確かめる手法として知られるローレンツ曲線を用いる。

市町村毎の商品販売額と人口とでローレンツ曲線をつくれば、人口と商品販売額とが完全均

等に分布している時、ローレンツ曲線の特質から原点からの対角線を描くことになる。人口

と商品販売額との関係が不均等に分布しているのであれば、対角線から外れた曲線を描くこ

とになる(図 2-25 左)。

累積販車 累積販売額

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

凡例

×平成 3 年

O 平成 11 年

圃平成 18 年

O 

開。

累積人口 岐車県内・市町村(平成工 11 ，16 年)の変化

図 2-25 岐阜県内・市町村単位によるローレンツ曲線(人口と商品販売額)

累積人口

この定義に従って、岐阜県を対象に平成 3 年(対象数: 83 市町村)、同 11 年(同: 86) 、

同 16 年(同: 80) の3 時点での商品販売額と人口についてローレンツ曲線を求めた。市町村

数が年次で、異なっているのは、商業統計上の秘匿値の除外や合併による市町村数の減少によ

る。

岐阜県における市町村毎の商品販売額と人口のローレンツ曲線を図 2-25 右に示す。

平成 3 年では市町村の人口規模に関わらず商品販売額はほぼ均等に分布しているが、平成

11 年では不均等になり、平成 16 年も同様の傾向のままである(ジニ係数は平成 3年で-0.017 、

平成 11 年で 0.075 、平成 16 年で 0.069) 。これは岐阜市や大垣市という人口集積地帯への偏

在を意味しており、一種の商業利用格差が生じていることになる。平成 16 年が若干、改善さ

れているのは市町村合併の影響と考えられる。

なお所得水準の都市への偏在をみると、対象市町村の賃金/就業人口の標準偏差は 48.5 万

円/人(平成 3 年)から 58.9 万円(平成 11 年;物価調整済)と市町村で、の賃金格差は広がっ

ている。ただ高賃金と低賃金の両極に位置する町村は共に郡部で、あったため、ここでの現象
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とは一致しておらず、所得水準の偏在は要因として考えにくい。

4) 小売業における淘汰と衰退

今、商品販売額増減と庖舗数増減から類推できる状況には 4 通りの組合せがあり、それぞ

れの意味する内容は図 2-26 (左)のようにまとめることができる。

販売額の増減

底舗数の増減

-1.00 

人口あたりの小売販売額(万円/千人/年)

12000 

7000 

× 
ι 

× 

0.20 

• 

• 
0.60 1.00 

X 人口あたりの商庖数(!百人)

岐車県 77 市町村(平成 3 年→1J年)の変化 ?土 13323
図 2-26 人口あたりの販売額と庖舗数の増減(岐阜県内・市町村単位)

市町村をサンプρルとして人口あたりの居舗数、商品販売額の 2 指標をもとに店舗の大型化

や淘汰の地域差について分析する。この商品販売額増減と庖舗数増減を用いて散布図を描け

ば、座標中心は商業活動が安定しているが、庖舗と商品販売額が共に増加している「拡大」

傾向地域、居舗が減少する一方で商品販売額が増加する「淘汰J 傾向地域、商品販売額と庖

舗が共に減少する「衰退」傾向地域、唐舗数は増えているが商品販売額は減少する「オーバ

ーストア」地域に市町村を分類することができる。

ここで 1991( 平成 3)'" 1999( 平成 11) 年の商業統計を用いて散布図を求める。なおデータは

平準化するために居舗数、販売額共に人口あたりの値にしている。また 99 市町村のうちデー

タ欠損を除く 77 市町村を対象にし、このうち期間中に人口が増加した地域(41 市町)と減少し

た地域(36 市町村)に区分した。

その結果、庖舗が減少する一方で商品販売額が増加するとしづ盾舗の「淘汰」が起きてい

る地域が 34(44 .2%)、居舗と商品販売額が増加している「拡大 J傾向にある地域が 11 (1 4.2%)、

商品販売額と庖舗が共に減少する「衰退J 傾向の地域が 31(40 .3%)、居舗数が増えているが商

品販売額が減少した「オーバーストア」地域が 1 (1. 3%) であった(図 2-26) 。

人口増加地域(令点)と人口減少地域 (x 点)の分布状況をみると、増加地域では拡大か

ら淘汰、減少地域では淘汰から衰退に分布していることがわかり、人口増減と庖舗数、商品

販売額とに相関性があることがわかる。

人口当たりの商庖数

人臼当たりの小売販売額

表 2-10 平均値

人口増加地域

ー0.09

1327.96 
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(3 )人口集積と庖舗の適正規模に関する分析

いわゆるオーバーストアについては営業利益の点から地域人口当たり lrrr とする説もある

が、導出過程については明らかでない。

人口あたりの販売額(円/人)

図 2-27

H、
X 1 X 事 X 2

人口あたりの売場面積

(ni/ 人)

想定するオーバーストアの概念

ある施設がもたらす純便益は、規模拡大によって逓増していくが、一定値を超えるとやが

て逓減していく、上に凸な逆U 字型の関数型を示すことが知られているが、このことが人口

あたりの売場面積と小売販売額で、も成立すると、

y= αX 2+ sX+ γ 

y: 人口あたりの小売販売額、 X: 人口あたりの庖舗面積、 α、日、 γ : パラメーター

となり、小売販売額を最適にする売場面積(以下、最適売場面積)が存在することにしよう。

図 2-27 で、人口当たりの売り場面積が X 1であれば、市場は最適な X* を目指して増床、新

規出唐を行い、人口当たりの売場面積が X 2 となれば、市場は最適均衡点を目指して売場面積

の削減を行うものとする。この X 2状態は、 X * 状態から増床や新規出庖を行わなくても、人

口が減少した場合にも生じることに注意しよう。

今、最適売場面積を超えた土地を「調整必要商業面積」と定義し、更に現時点から増床な

どがなく売場面積計が不変とすれば、調整必要商業面積は次式より求められる。なお現時点

を 2002( 平成 14) 年、将来時点を 2030( 平成 42) 年とした。

Sj A j2002_X ネ・ P12030

Sj: 自治体iの調整必要商業面積、 A 22002: 自治体 iの2002 年の売場面積、 X* :最

適売場面積(rr f!人)、 P12030: 自治体 iの2030 年の労働力人口

ここでは対象市町村を 3 つに区分して行った。 1群は大規模居舗が多く、人口に対して小

売庖舗数が多い地域であり、商圏が自治体範囲より広いような地域である。ここには主に岐

車市その周辺町が含まれていた。 E 群は小売庖舗の絶対数は多くないが大規模庖が多い地域

であり、平野部を中心とする市町村が含まれていた。 E 群は小規模庖舗が多い地域であり、

中山間部の町村が含まれていた。

2002( 平成 14) 年時点の岐阜県内市町村における居舗面積と商品販売額との関係について 2

次回帰を求めた(表 2-11) 。

表 2-11 対象市町村の区分と推計式

従業員 10 人以下の割合 事業所数/百人 サンプル数 回帰式 決定係数

I群 90% 未満 1.3以上 17 y = -64.032 X + 557.68X -393.04 0.3944 

E 群 1.3未満 21 Y = -62.242 X + 197 .81X -12 .4 28 0.3128 

E 群 90% 以上 61 y= 一20.4 27 X + 143.67 X- 18.137 0.4 995 
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労働力人口あたりの商品販売額(万円/人)

1700 
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労働力人口あたりの売場面積(凶/人)

図 2-28 労働力人口あたりの売場面積と商品販売額(岐阜県内・市町村)

回帰式より I群では人口当たりの売り場面積が約 0.77 nfl 人以下となれば、販売額は負とな

っていることから、 E 、E 群より厳しい商業経営条件となっていることがわかる。

次に得られた回帰式を用いて調整必要商業面積を求めた。

この結果、平均庄舗面積が調整必要商業面積を上回る市町村は 2002 年時では 3 市町だが、

2030 年では 30 と 10 倍になる。また 2030 年における岐阜県内の調整必要商業面積は 237 ，864

d となった (2002 年の岐阜県の全居舗面積 2，738 ，813 nf の約 8.7% にあたる)。

表 2-12 対象市町村区分別・余剰商業床面積の予測値

オーバーストアとなる オーバーストアと オーバーストアと 2030 年に
庖舗面積 なる市町村数(2002 年) なる市町村数(2030 年) 余剰となる面積

I群 17 4.35 rrf/ 人 3 26 ，847 rrf 
E 群 21 1.5 9 rrf/ 人 2 15 184 ，940 rrf 
E 群 61 3.51 rrf/ 人 O 7 26 ，077 rrf 

計 237 ，864 rrf 

(4 )小括

岐阜県では商品販売額と庖舗数の増減から 1990 年代に眉舗の集約化が起きていたが、県内

市町村データを用いたローレンツ曲線より、この時期、商業地が都市部へとシフトしている

ことが明らかとなった。さらに市町村毎でみると居舗の集約化という「淘汰j 以外に、人口

減少地域では唐舗の淘汰を経て商品販売額と庖舗数が同時に減少する「衰退J 状況へと進ん

でいることがわかった。こうした府舗が消滅過程に入った地域では、域内での小売供給が完

結できないために消費者は都市部へと流出しており、いわば地域聞に"商業利用格差"が生じ

ている。人口減少と居舗消滅とが負のスパイラルを発生させているとも解釈できる。

次に商品販売額を最大にする最適庖舗面積の存在を前提に、 2030 年時点の「調整必要商業

面積」を求めた。その結果、岐阜県内では約 3 割の自治体で商業面積が余剰となり、約 24
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万rrf に及ぶことがわかった。例えば鉄骨造の建物の解体費を約 4 万円/3 .3 rrf とする (2) と、 24

万rrf を更地にするには、単純に 29 億円の費用が必要となる。ここでの問題はこれだけの費用

を負担した上で他用途に転用する動機が今後も保つことが出来るか否かである。

現状の空き庖舗について正確な統計はないのだが、経済産業省中小企業庁実施の「商唐街

実態調査J では平成 7 年から 15 年にかけて空き庖舗率が 7% 前後で推移しているという結果

を得ている。同調査がアンケート調査であるため商庖街への未加入居舗やアンケートへの未

回答商唐の存在を考えると傾向把握にとどまる。全国的な調査の「商業統計」では空き庖舗

が独立した調査項目となっていないため、正確な空き庖舗数の把握が難しいが、同統計では

平成 16 年から「開設時期別」事業所数の項目があり、これと直前の平成 14 年調査を比較す

ると、約 130 万社あった小売事業所のうち、統廃合や廃業による消失が 12.7 万社(約 10%)

と推定できる。いずれの調査でも「開居休業J という潜在的な空き庖舗の存在まで把握でき

ず、また府舗数で、あって面積の把握はできない。

【補注】

(1)商業統計を扱う場合に注意する点として、売場面積の定義が 1976( 昭和51) 年以前は階段や食堂、便所などが含

まれており、 1979 年調査以降は「売場、売場感の通路、ショーウインド、ショールーム等、サービス施設、

承り所、物品加工修理場」のみとなっている。また 1999 年調査は簡易調査となるので、時系列調査には向い

ておらず、 1968 年と 1970 年では従業者の定義が異なる点等がある。

(2) 解体業者見積もりによる http://www.kaitai-ueno.coml 

- 40 -



第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

2-5 岐阜県の空き屋の状況

住宅・土地統計調査では平成 15 年調査より、 「空き屋」の細目が「二次的住宅J r賃貸用

の住宅J r売却用の住宅J rその他の住宅J に区分されるようになった。このうち賃貸用と

売却用が中古市場の量を表し、 「その他」が放棄された住宅と解釈できる。岐阜県では「空

き屋」が 13.2% 、 「その他J は約 4% となっていた。

次に同調査の平成 10 年と同 15 年値を用いて岐車県における住宅総数と空き屋の変化をみ

てみる。縦軸に平成 10 年を 1 とした場合の住宅総数の増減率、横軸には平成 10 年を 0 とし

た場合の空き屋の増減率をとる。なお平成 10 年では空き屋が前述のような仔細に区分されて

いないので、ここでは中古住宅を含めた総数となる。また対象市町数は 20 であった。
住宅総数の増減率

空き屋を上回

る住宅需要

-

T
|
|
T榊
1
i
T
4

・

1.20 

需給のミスマッチ
1.1 5 

• .・• 
1.1 0 

• .. • • • 1.05 

• (+) 
1.00 

-0.10 -0.05 • O.~O • 0.05 0.10 

空き屋の増減率 0.95

0.90 

図 2-29 住宅総数と空き屋の増減関係(岐阜県 20 市町:平成 10 年→15 年)

この結果、住宅総数が増加する一方で空き家が解消しない(第一象限)、いわば需給のミ

スマッチがおこっている市町が 8 、空き屋を解消しながら住宅総数を伸ばしている(第二象

限)市町が 10 で、あった。残りは住宅総数を減らしている市町であるが、この現象には住宅が

廃棄されること以外にも、社宅等の廃止や公営住宅の入居停止、住宅地が商業など地目変更、

1DK が 3LDK などに改築された場合(名目上の戸数は減少する)が含まれると考えられる。

空き屋を解消させながら住宅総数自体を減少させていく縮小整理段階(第四象限)の市が 1 ，

空き屋が住宅総数の減少を上回るほど増加している状態(第三象限)に含まれる町が 1 つあ

った。この時期、人口が減少している市町は 8 あり、第二象限に 6 、第三、第四に各 1 市町

がある。なお住宅・土地統計調査は抽出調査のため誤差を含んでいることに留意がし、る。

こうした大量の余剰住宅地の利活用として既に郊外での農地付き住宅、 2 地域居住という

新しい住まい方の提案がされているが、こうした利用が余剰となる住宅をすべて吸収するこ

とは考えにくい。例えば空き屋・空き地となっている売り地を隣接地が買い取り、農地にす

るにしても需要と供給が一致しないといけないからである。

なお住宅・土地統計調査は全数調査ではないため、空き屋数の把握が正確にできない。現

実の空き屋調査として、例えば岐阜県八幡町(現在の郡上市)が平成 13 年に実施した空き屋

調査では①自治会を通じて空き屋情報を収集、②踏査による現況確認、③所持者判明分につ

いてアンケート調査を実施という方法をとっている。ここで問題なのは比較的、地域コミュ

ニティが機能している地域であるにもかかわらず、自治会が空き屋と誤認した家屋が少なく

なく、アンケート調査も設問によっては有効回答率が 30% 程度でしかない等から、空き屋の

所持者や空き屋となった期間の把握が十分でない点である。
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2-6 まとめ

本章では我が国の地方都市における土地利用実態の把握をおごなった。

まず大都市圏の外縁に位置しながら長期にわたって人口が減少していた岐阜県美濃市を事

例に人口減少期に生じる土地利用動向を分析した。その結果、美濃市では中心市街地と郊外

が低密度に等質化していた。この低密度の程度は農村集落と平屋建の集積地との中間的なも

ので、指定容積率 (200%) より低いと推察できる。これらは農用地の減少と宅地の増加によ

って生じており、こうしたことから人口減少が土地の集積を促す外的条件となっていなかっ

たといえる。

-1980 年代 現在 2030 年頃

図 2-30 低密度帯での推移(概念図)

この要因としてクルマ社会の進展、道路網の発達等による地理的立地特性の等質化が生じ、

土地の期待収益差が縮小したことが考えられる。こうした拡散型都市を回避するには、何ら

かの手法で土地の価値を意図的につけていくことが必要と考えられる。

また低密度拡散の経済的な影響が固定資産税収の減少にあらわれていることを推定した。

また簡易な推計式から今後も空き屋や空き居舗の発生が予測されることが示せた。

次に 1990 年代後半以降の我が国の工場立地動向の特徴として 1) 新たに工業用地を造成す

る一方で、工場跡地利用の未定が 5割近くあり、特に地方での未定率が高い、 2) このうち工

業用地の再利用は低調で、あった、 3) 工場取得理由は「面積J r利便性J r地価」であること

を得た上で、地場産業である窯業の廃業等による空き工場が大量に発生している瑞浪市陶町

猿爪地区における工場跡地の実態を明らかにした。こでは空き工場が 5 万rrf~このぼり、分散

して分布し、小規模かっ不整形な敷地が多く、放置状態が長期に及んでいた。空き工場の長

期放置によって家屋の壁等の崩落が進んでおり、こうした危険性の増加による周辺環境への

影響は無視できない状況となっていた。敷地規模や債務者等の所有関係の複雑さ、他用途の

需要が乏しいことからも、今後において工場としての再利用に期待できなかった。

また岐阜県の商業実態では、近年に商業地が都市部へ偏在し、人口減少地での商業の空洞

化が起きていることが伺えた。なお空き屋は今のところ、全体として深刻な状況にないよう

である。

こうしたことから、今後の地方部において大量の空き屋や空き地などの低・未利用地の発

生が予想され、それら低・未利用地の転用利用の展望が描きにくいことが明らかとなった。

このことは低・未利用地等の発生による生活環境質の低下を意味し、例えば税収減などの経

済的損失を招くおそれがあると考えることができる(九

- 42 -



第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題

なお本章では、岐阜県及び県内の都市を対象としたが、例えば過疎地域等を除いて三大都

市圏近郊で戦後から長期にわたって人口が減少している自治体の分布状況や瑞浪市のような

中小の工場跡地を抱える自治体等の状況については数的に把握できていない。これは今後の

研究課題にしておきたい。

【補注】
(1)低密度拡散型都市のような無秩序開発がもたらす不利益は、例えば米国では、地域遺産(資源)の損失、コミュ

ニティ・キャラクターの損失(集落の消滅を逸失利益とみなす)、交通量の増加、環境破壊、公共サービス

費用の増加、オープンスペースの損失、生活質の低下があがっている。
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第 3 章 我が国の土地利用マネジメントの概要

3-1 概説

第2 章では我が国の地方を中心に土地余り、低密度に拡散している現状を明らかにした。

本章では、低密度拡散型の都市形態を招いた要因について土地利用関連法や税制を中心に

概観した。

まず法制度として、土地利用に関係する国土利用計画や都市計画法、区域区分制度や開発

許可制度、農地法等について制度概要と問題点をとりまとめる。

次に我が国の経済的インセンティブ制度として土地課税、減税措置などをとりあげる。

そうした中で、都市と敷地の二層の都市空間量を技法的につなぐ密度指標である容積率に

注目して、その制度概要と課題をとりまとめてし、く。
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土地利用に関する法制度の概要

国土利用計画法

我が国の土地利用は、国土利用計画法を上位法に、都市計画法、農地法・農業振興地域の

整備に関する法律、森林法、自然公園法などの個別法によって構成されている。

国土利用計画は 1974( 昭和 49) 年に制定され「総合的かっ計画的な国土の利用を図るために、

国土利用ないし土地利用について総合的な長期計画を定め、必要な規制と誘導を行う必要あ

る」としづ考えに基づいており、都市計画など個別計画の上位かっ基本計画として将来にお

いて実現されるべき望ましい土地利用状況を示すものとされている。

3-2 

3-2-1 

。国土利用計画法

市街化区域

市街化調整区域

(非線引き)

都市計画区域

都市計画法
都
市
地
域

農用地区域

(その他)

保有林・その他

農業振興地域の整備に関する法律

国有林

農業振興地域

森林法

農
業
地
域

森
林
地
域

土
地
利
用
基
本
計
画
(
都
道
府
県
)

地域森林計画対象民有林

自然公園法

国立公園

国定公園

自
然
公
園
地
域

地方自治法

|市町村基本構想叶市区町村計画 | 都道府県立自然公園

自然環境保全法

原生自然環境保全地域

自然環境保全地域

都道府県自然環境保全地域

自
然
保
全
地
域

土地取引の規制

国土利用計画法の体系と区分

また国・都道府県・市町村が全く同じ計画項目(地目など)について計画策定し、相互関

係をもつのは国土利用計画のみとされる。しかし、数値目標を上・下位計画の間でフイ}ド

ノ〈ックする関係性は破綻し、目標設定が形式化しているとし功、1) 、実態としては上位計画とし

ての指導性が発揮されていないとされる。実態としては市町村が「保全J よりも開発指向と

なりがちであるところを都道府県が行きすぎ、をチェックするような関係であると言われる。
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また国土利用計画法に基づく土地利用計画は土地分級図や防災・保全等現況図を元に作成

されているが、例えばそこで示される都市地域と都市計画法の対象となる都市計画区域とは

互いに独立した概念であると説明され、都市マスタープラン等との関連性も明確でない。

国土計画に関して、地域開発を含まない「国土利用計画J と土地利用規制とリンクしてい

ない「国土総合開発計画(現在の国土形成計画) J とが並列して存在し、体系的な棲み分け

が不十分であることは法成立当初から指摘されている。また都市計画法に加え、建築基準法

や市街地再開発法、都市公園法などの多数の法律が関係し、それらが必ずしも体系的ではな

いため、きわめて複雑でわかりにくくなっている。
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3-2-2 都市計画法 ~主に区域区分と開発許可制度を中心に~

( 1 )全体的な課題

今日の都市計画の主軸となる区域区分制度や開発許可制度は 1968 年改正で制定された。

制定当時は、急速な都市化に対応して最低限の都市施設を整備しながら、市街化の計画的

コントロールと農業環境の保全との調和が至上命題であり、そうした状況への対応として「ス

プロール対策J r用途の純化J が求められていたのである 2) 。そうした増加人口を如何に収

容していくかが都市計画の主要テーマであり、人口増加による高密度居住やスプロール化等

の都市化拡大への対応を示した技術論でもあった。例えばグリーンベルト構想、や田園都市論

等はその初期のものであり、全国総合開発計画などが示してきた多極分散型国土形成等もこ

の系譜に属するものと言える。

しかし現在では、高齢化や世帯構造の変化、生活の質の変化、地球環境への関心、地方分

権の進展、経済成長の鈍化等のように 68 年法当時とは大きく社会構造が変化しており、これ

までの法体系が機能するニとへの疑問がある。

なお都市計画法は地価高騰などの時には一時的に規制が強化されるが、基本的に経済成長

志向にあわせて個々の制度を追加する緩和の歴史であったといえる。

(2) 都市計画マスタープラン

我が国では、上位計画の「都市計画マスタープランJ と下位計画にあたる「用途地域制J

の二層からなり、建築基準法の「集団規定」と都市計画法とがリンクすることで全体の土地

利用規制体系を整えている。

マスタープランには、広域的な観点、から都市計画区域の土地利用の方向性を示す「整備、

開発又は保全の方針(いわゆる整開保) J (法第 7条第 4 項)と「市町村の都市計画に関す

る基本的な方針(都市マスタープラン;以下、都市計画 MP) J がある。

都市計画 MP (法第 18 条の 2) は 1992 年改正で創設され、都市計画に関する基本的な方

針を地方自治法にもとづく「総合計画・基本構想」と「都市計画区域の整備、開発又は整備

の方針J に即して定めるものとされ、都市づくりの目標、都市空間の将来像並びに取り組み

の基本方針を定めており、法的な拘束力はない。

また都道府県が定める「整開保の方針J とは別に都市計画 MP を定めることになった。そ

のため、都道府県と市区町村とで r2 層 2 段」と称させる土地利用体系となっている。

マスタープラン

都道府県レベル H 整備、開発文は保全の方針
(都市計画区域) ド

市町村レベル 凶市町村の都市計画に関する基本的な方針

(市町村都市計画マスタープラン)

拘束的計画

開発許可制度(主に市街化調整区域)

用途地域

地区計画等

図 3-2 ニ層二段の土地利用計画体系
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(3) 区域区分(線引き)制度

区域区分(いわゆる線引き)の導入は、社会基盤(インフラ)などが面的に整備された土

地にだけ建築行為を認めればインフラ等の合理的投資を行うことができる、という考えでも

ある。

制度的には市街化区域は高い人口密度での狭いエリアを指定し、そこに計画的・集中的に

公共投資を行うことで質の高い市街地形成を目指しており、更に開発許可制度とあわせて地

域全体の土地利用の適切なコントロールが意図されている。逆に非線引き都市では計画的な

公共投資を前提とすることができず、無秩序な開発行為への対抗策を持ち合わせていない。

制度的にも非線引き都市では、マスタープランとしての「整備、開発文は保全の方針」が策

定できず、開発許可制度も不十分なままどなる。

線引きは当初、下表の宅地審議会答申にあるような 4 区分が意図されていた。しかし様々

な理由から実際には現行の 2 区分(市街化区域と市街化調整区域)となった。

表 3-1 宅地審議会第 6 次答申と都市計画法区域区分との比較

宅地審議会 6次答申 地域の概念 都市計画法 ニ区域統合の理由

既成市街地 既成市街地及びこれに接して市街 市街化区域 市街化しつつある地域と市街化を

化しつつあり 10 年以内に同様にな 図るべき地域とが区分しにくい

る見込みのある地域

市街化地域 将来一定期間に市街化の可能性の 開発規模の規制よりも事業の積極

ある地域 的導入による計画的開発を達成す

一定期間内に計画的に市街化主三 ベき

き地域 農地転用許可の扱いの差を設ける

ことがしにくい

市街化調整地域 将来一定期間に市街化の可能性の 市街化 保存地域の土地買い取り等の財政

ある地域 調整区域 措置が困難

当面市街化を担えるべき地域

保存地域 歴史、文化、風致、農林地等の保 積極的な保存は農地法、河川法等

存のため市街化すべきでない地域 の運用で対処

文献3を元に作成

その結果、市街化区域は過大に設定される傾向にあり、また市街化調整区域には市街化予

備軍的地域と保全区域が混合することになり、区域の性格が暖昧になってしまった(1)。また

市街化予備軍的な地域の取り扱いが結果的に放棄された状況となった。

なお埼玉県では「暫定逆線引き」を導入するなど、自治体によっては当初の 4 区分に近い

線引きも行われていた。

また「大都市及びその周辺都市J r首都圏整備法など政策的に開発を進めようとする地域J

「人口 10 万人以上の市」では線引きが義務化されていたこともあって、それ以外では積極的

に線引きを導入する地域は少ない。これは制定当時、地方都市の開発圧力は軽微に過ぎない

との判断によるもので、緩やかな規制が存置することになった。こうしたことから現行の都

市計画制度が線引きを前提に組み立てられているにもかかわらず、線引き導入済みの都市計

画区域は全体の 3 割未満にとどまっている。

非線引き区域では目標とする空間イメージがない中で、低密度な市街地が緩やかに遷移し

ていて、市街地の境界線が引きにくいのが実態であり、その意味で線引き都市と物理的な市

街化実態との帯離は少ないと言える。

なお制度の硬直的運用などの問題から 2000( 平成 12) 年の都市計画法改正から区域区分制度
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は選択制となり、それまでの「未線引き」から「非線引き J へと呼称を変えている。線引き

を平成 16 年に廃止した香川県では、用途指定といわゆる白地に加えて、白地内の幹線道路沿

いに特定用途制限地域を指定して、開発が多くなされる幹線道路沿いをコントロールしよう

とする体系にしているの。一方、平成 16 年に線引きを行った鶴岡市では、その意図として「農

業を地域の文化として捉え、農業がうまくいけば市街地の無秩序な拡大も抑えることが出来

る」としている 5) 。

(4 )開発許可制度とその限界

開発許可制度は区域区分を担保するために 1968 年都市計画法改正時に創設された(2) 。その

目的は「都市周辺部における無秩序な市街化を防止するために開発行為を許可制にする J r公
共施設整備を伴っていない宅地造成が少ないため開発許可制により必要施設の整備を義務づ

けるj とされる。

開発許可制度は、土地の区画形質を変更して、その土地に建物を建てようとする場合のみ

を対象にしていて、建築物を建てない場合(駐車場や資材置き場など)は対象外となる。ま

た小規模な個別開発についてはチェックする機能がない。

開発許可は市街化調整区域を特に厳しく制限するため、市街化調整区域では他の地域でも

適用される「技術基準(道路や下水道などの宅地として備えるべき要件;法 33 条)J に加えて

「立地基準(法 34 条) J にも適合しないといけない。なお市街化調整区域以外の地域(市街

化区域、非線引き区域など)は技術基準のみでよい。

このように開発許可は区域によって許可基準が異なるのだが、これを詳じく見ておこう。

まず区域によって許可が必要となる開発規模が異なる。また下表を逆に捉えると例えば市街

化区域で 1，000 rrf 未満であれば開発許可申請は不要となる。

表 3-2 開発行為の許可が必要となる規模(都市計画法第 29 条第 1項 1号・同法施行令第 19 条)

区 分 規模

都市計画区域 区域区分 市街化区域 1，000 rrf 以上

(3 大都市圏では 500 rrf 以上)

市街化調整区域原員IJ として全て

区域区分されてない(非線引き) 3，000 rrf 以上

準都市計画域 3，000 rrf 以上

都市計画区域外・ 準都市計画域外 1ha (10 ，000 rrf) 以上

また市街化調整区域内で、あっても、学校教育施設や国等が行う公共事業など都市計画法第

29 条第 1項 2"'12 項に相当する開発では許可が不要で、建築許可も不要となっていた(この

除外規定の一部は 2007 年改正により廃止となった)。こうした公共施設や道路整備が郊外の

宅地化を促進させたという批判がある 6) 。

また非線引き区域・準都市計画区域内、都市計画区域外で開発行為を伴わないものは建築

確認申請のみで建築行為が可能となる。そこにはインフラ整備状況をはじめとする面的な規

定要因は見あたらない。

また資材置き場など建築行為を伴わないものは、開発許可の対象になっておらず、結果と

して農地法(4 ，5 条)のみが制限法となる。
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こうした規定に従えば建築確認だけが効力を発し、接道条件など一定の条件を満たせば建

設でき、結果として小規模かっ分散した「パラ建ちJ を誘発させたともいえよう 7) 。

次に市街化調整区域であっても許可されることのある開発行為を見ておこう。

表 3-3 市街化調整区域における開発許可されることのある行為

法 | 対象となる行為

1 1 1号 |周辺住民の日常生活のため必要な物品販売、加工、修理等の業務を営む庖舗・事業場他

212 号 |市街化調整区域内に存する鉱物資源・観光資源その他の資源の有効な利用上必要なもの

313 号 |温湿度等の条件によって市街化区域内で建築・建設が困難なもの

414 号 |市街化調整区域内において生産される農林水産物の処理、貯蔵・加工に必要なもの

514 の 2 号 1 i特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律j に規定

する農林業等活性化基盤施設
一-BET-3-IZ---1 蔀蓬高東京菌支jま福豆存証主天市不Z益菜孟語蚕福議議玉二存E五三モ萌扇子石市万;ZE3 主著一

の事業の共同化等に供するもの

716 号 |市街化調整区域内で現存する工場施設と密接な関連を有する事業

817 号 |危険物の貯蔵又は処理に供する建築物文は第一種特定工作物で、市街化区域内において建築

し、文は建設することが不適当なもの

918 号 |市街化区域内において建築し、文は建設することが困難又は不適当なもの

10 1 8 の 2 号|地区計画文は集落地区計画の区域内で、当該計画に定められた内容に適合するもの

11 1 8 の 3 号|市街化区域に隣接・近接し、市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる

地域(おおむね 50 以上の建築物が連たんしている)のうち、用途が条例に違反しないもの
----i 2: Ts- o) --4- 亨ーT百福花を花逗子五五ぞh 京t.t 1，-' t:認ð<? b玩"一市福1~1区議丙izi--L1T存す三ーt: ;Ò~菌議一;ー末遍富一

と認められる開発行為として、条例で区域・目的・用途を制限して認めるもの
----i3T9-%---------rß:蔵1R)j-お~it--(支i示変更j一五l扉百百石雇荏ー;ー葉蕩肩1;: 王遍，:â-PJi'宥亡ぞI，- 'k著=t::---j干面涙一

定・変更日から六月以内に都道府県知事に届出、権利行使として行うもの
---i4-riu-%--------r- 蘭嘉挙室蚕古語:a-雇ー定 tる一一一一一一一一一一

イ)開発区域の面積が政令で定める面積を下らない開発行為で、計画的な市街化を図る上に

支障がないと認められるもの

ロ)開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かっ市街化区域内

において行うことが困難又は著しく不適当と認められるもの

15 1 一 |第二種特定工作物(ゴルフコースなど)

161 令 22 条 |軽易な行為(庖舗等で延べ床面積が 50 rrf 以内など)

(都市計画法第 34 条・施行令第 22 条第 6 号 なお法での文面を適宜略しである)

このうち特に法 34 条 10 号ロは拡大解釈が可能なものとして批判されることが多い8) 。やや

古いデータではあるが、開発許可の内訳がある。これより 10 号ロによる許可件数が全体の 8

割超、面積でも半数近くを占めていることがわかる。

表 3-4 法 34 条の許可内訳 9)

件数 面積 (ha) 

l号 827 (9_6%) 45.83 (3.1 %) 
2号 24 (0 .3%) 16.66 (1.1%) 
3号 3 (0_0%) 0.13 (0.0%) 
4 号 107 (1. 2%) 47.93 (3.2%) 
5号 6 (0.1%) 12.63 (0.8%) 
6号 42 (0.5%) 13.71 (0.9%) 
7号 (0.0%) 0.26 (0.0%) 
8号 278 (3 .2%) 62.20 (4.2%) 

9号 31 (0 .4%) 2.4 1 (0.2%) 
10 号イ 31 (0 .4%) 588.66 (39.5%) 
10 号ロ 7，266 (84 .3%) 700.18 (47.0%) 
合計 8，616 (1 00.0%) 1，490.60 (1 00.0%) 

平成 11 年度開発許可制度施行状況、 2001 年 3月、国土交通省宅地課
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また 10 号イは大規模住宅開発を想定したもので、 「政令で定める面積」は同法施行令第

31 条での 20ha (条例で 5ha まで指定可能)を指していた。なお 2007( 平成 19) 年の法改正で

10 号イの規定は廃止され、大規模住宅開発については地区計画等に統一されることとなった。

なお改正後も規制対象となる開発行為は 20ha 以上である。

(5 )小括

都市計画法では市街化区域の拡大と大規模開発を厳しく制限し、市街化調整区域内では「開

発行為はないもの」という原則を掲げながらも、様々な例外規定によって機能不全に陥って

いた。例えば改正前の既存宅地確認制度(法 43 条 1 項 6 号; 2000 年改正で廃止。現行の法

34 条 8 号の 3 に一部移行)の連担条件等によって、市街化区域に接する市街化調整区域で、パ

ラ建ちが徐々に増えて実質的にスプロールしていたとされる。

また結果的に市街化調整区域や白地といっtた都市縁辺部で、は、面的な目標がない中で除外

規定が行使されることで、小規模開発がランダムに行われる無秩序な土地利用となっていた。

こうした例外規定が設けられた背景として、設定された市街化区域の面積が中小都市では

相対的に小さく、土地経営としての収益を受ける地権者も相対的に少ない状況で、開発制限

を受ける地権者が「権利制限の平等性j を唱えて市街化調整区域での例外規定を要求したの

は想像しやすい。

今後の都市縁辺部の無秩序な土地利用に対して、先の香川県の事例もそうであるが、兵庫

県の「緑豊かな地域環境の形成に関する条例(通称:みどり条例) J のように住民参加を前

提に、白地内を含めた土地利用の将来像を決めていく動きに注目したい。

なお 2007 年に大規模集客施設の取り扱いを中心に法改正が行われていた。

【補注】
(1)市街化区域は過大に設定されがちだ、ったため、その後の市街化区域の拡大は一般に少ないとされる。

(2) 開発行為とは、主に建築物の建築または特定工作物の建設を目的に行う土地の区画形質の変更をいう。造成工

事を伴わず、かっ道路等の公共施設の整備の必要がない場合や建築物の建築を目的としない造成(農地やス

キー場など)は開発行為に該当しない。
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3-2-3 商業立地に関する法 ~大規模小売庖舗立地法を中心 lこ~

( 1 )大規模小売庖舗立地法

商業立地の規制については、消費者保護や商業者保護を規制目的とした百貨唐法及び「大

規模小売庖舗における小売業の事業活動の調整に関する法律(大庄法) J が長く効力を発揮

していた(共に廃止)。大庖法はスーパーマーケット等を百貨居法より対象を拡大するかた

ちで施行され、出居規模や営業時間・日数等を審査する等の出居調整が行われていた。

しかし出居調整が国内外からの批判の対象となり、規制目的を「大規模小売庖舗の立地に

関し、その周辺の地域の生活環境の保持のため・・ (中略) ・・小売業の健全な発達を図る

(法第一条) J とする「大規模小売庖舗立地法(大庖立地法) J が現在、商業立地に関する

主な法となっている。

表 3-5 百貨庖法から大届立地法の変遷

施行年 法律略名 審査・規制対象・目的など
1937 年 (第一次)百貨庖法 • 1，500 rrf~3 ，000 rrf 以上が対象

(昭和 12 年) . GHQ 指導により独占禁止法による一元的規制によるため、廃止
1956 年 (第一次)百貨庖法 -新規出庖・増床・経営統合など

(昭和 31 年) -中小商業者の保護
1973 年 大庖法 -出庖規模や営業時間・日数等について審査

(昭和 48 年) -消費者の利益保護と中イ叶、売庖舗の事業機会の確保により、小売業を
発展させていくこと

1997 年 大庖立地法 -大型店と地域社会との融和の促進
(平成 9 年) -周辺の地域の生活環境の保持

-車両交通量などをはじめとした周辺環境の変動を想定したもの

これらの法律は経済産業省(旧通商産業省)所管であり、その意味で都市計画行政が直接

に商業活動をコントロールで、きないという批判がある。

規制対象となる面積は、大庖法で庖舗面積 3，000 rrf 以上(第一種大規模小売庖、指定都市

等では 6，000 rrf 以上) ""'500 rrf 以上(第二種大規模小売庄)と規定されていた。これが大居立

地法では 1，000 rrf 以上に統一された。この値が選ばれたのは、車による来客数、物販に係る

物流量や頻度、廃棄物の量等の大型庖立地による生活環境への影響が大きく異なる関値とい

う認識による 10) 。

また大庖立地法は周辺市街地への騒音等の予防的費用を開発者に負担させることとなった

が、現実には中心市街地と比べて郊外は地価が安価であるため、大規模駐車場の設置が容易

となり、騒音等の保障対象家屋も限られているため、結果的に中心部より郊外の方が開発コ

ストは安価となる。その点では郊外立地を抑制する効果が発揮されにくいといえる。

(2 )都市計画法での制約

特定大規模建築物(大規模集客施設)について、 2007( 平成 19) 年 9 月の都市計画法改正に

より、立地制限が強化されることになった。

その主な内容は、規制対象を従来の物販唐から映画館、アミューズメント施設、展示場等に

拡大し、 10 ，000 rrf 超の庖舗が立地可能な用途地域を 6 地域から 3地域(商業地域、近隣商業地

域、準工業地域)に限定している。また白地地域や市街化調整区域での計画的大規模開発が従

来の許可から原則禁止とされた。
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全体に用途地域制度が純化されると共に、例外規定の扱いが地区計画を担保とする考えに

統一される流れにあるとできる。

表 3-6 大規模集客施設の立地可能な用途地域等の見直し

用途地域 | 現行 | 改正後

第一種低層住居専用地域 50 rd 超不可 50 rd 超不可

第二種低層住居専用地域 150 rd 超不可 150 rd 超不可

第一種中高層住居専用地域 500 rd 超不可 500 rd 超不可

第二種中高層住居専用地域 1，500 rd 超不可 1，500 rd 超不可

第一種住居地域 3，000 rd 超不可 3，000 rd 超不可

第二種住居地域 | 制限なし
t---------------------------;::---------------------------1 大規模集客施設は用途地域の変更"

準住居地域 lRl 
十 1用途緩和の地区計画決定による

工業地域 | 同 l 

近隣商業地域 | 同 | 制限なし

ー----------------------------------------------------------- 一一一一一一一一ー
商業地域 | 同 | 同

一竺さ竺型空---一--------一一----一一一-一一-一-一一……"よ
工業専用地域

市街化調整区域

非線引き都市計画区域

準都市計画区域の白地

用途地域の変更 |用途地域の変更

-地区計画決定が必要 |・地区計画決定が必要

原則不可 |大規模開発を含め原則禁止

ただし計画的大規模開発は許可 I (地区計画を定めた場合、適合するも

のは許可)

制限なし |用途地域の指定・用途を緩和する地区

計画による

なお l 万rrl 以下では、これらの規制は適用されないため小中規模庖舗の今後の動向に注意

したい。
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3-2-4 農用地 いわゆる農振法を中心lこ

現在、農地である土地に対しては農地法(昭和 27 年施行)が制限根拠となる。一方、将来

的な農地利用については「農業振興地域の整備に関する法律(以下、農振法) J となる。農

地法は筆単位であるが、農振法はゾーンで考えられる。

農振法は「・・総合的に農業の振興を図ることが必要であると認められる地域について、

その地域の整備に関し必要な施策を計画的に推進するための措置を講ずることにより、農業

の健全な発展を図るとともに、国土資源の合理的な利用に寄与すること」を目的に都市計画

法の区域区分制度導入にあわせて 1969( 昭和 44) 年に制定された。

農振法に基づいて「農業振興地域整備計画」を市町村は定める必要があり、同計画では「農

用地利用計画J r農業振興のマスタープラン」を定めることになっている。この農用地利用

計画で農用地区域(以下、農振農用地;いわゆる青地)が設定される(農振農用地以外は、

いわゆる農振白地)。農振農用地には 10 年以上の農業利用の確保、面積規模 (20ha 以上)

が求められている。

農振地域に指定されると各種補助金対象や相続税評価の点で農家に有利になるが、転用が

厳しく制限されることが原則となっている。

( 1 )農地転用

農地転用には大きく所有権移転と用途変更がある。

表 3-7 農地の変更種別

種類 内容

権利移動(農地法第 3 条) 農地のまま、本人以外の者に売却・譲渡

転用 (農地法第 4 条) 自分の農地を宅地や他の用途に変更

知事(規模によって農林水産大臣)の許可が必要

転用目的権利移動 農地を他用途に変更し、本人以外の者にその権利を移転する

(農地法第 5 条) 知事(規模によって農林水産大臣)の許可が必要
※ 4 ・5 条の場合、市街化区域内農地なら農業委員会への届出のみ

農地転用には農地法による許可が必要となる。なお農地転用規制の対象は耕作農地に限ら

ず、休耕地等も含まれる。

許可申請の際に農地が甲種農地、第 1'"'-'3 種農地に区分され、この区分によって転用の是

非が判断される(申請まで所有者がし、ずれの区分になるかは知ることはできなし、)。

王用許可済農地

L転用未許可農地--，-一都市計画区域---r-市街化区域 一一一届出制(転用許可不要)

市街化調整区域におけるi 農地転用許可基準
転用許可基準 i による区分

L 市街化調整区域斗一一ト乙種農地一一ート一一第1-3 種農地
" 

iι ー甲種農地 ! 

都市計画区域以外 第1-3 種農地

・農業振興地域の整備に関する法律に定める農用地区域

図 3-3 農地の区分
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また農用地区域内において開発行為(宅地の造成、土石の採取、その他の土地の形質の変

更又は建築物その他の工作物の新築、改築若しくは増築をいう)は、あらかじめ都道府県知

事の許可が必要になる(農振法 15 条の 15 第 l項)。ただし国又は地方公共団体が行う行為

などは許可が不要となっている。

近年の農地転用は年々減少傾向にあり、 2 万 ha を下回っているが、これは転用適地が減少

してきたためで、もあり、営農意欲め低下は一貫していると言える。また内訳は法 5 条の他用

途への転用と他者への譲渡が多い。平成 17 年の転用先の用途は、住宅用地が最も多く、次い

でその他(工業・商業・公的施設を除く)業務用地とで約 6 割を占めている。

ha 
60 ，000 

50 ，000 

40 ，000 

30.000 

20 ，000 

10 ，000 

。
昭和45 年 50 55 60 平成2 7 12 17 

図 3-4 農地転用面積の推移
データ:平成 17 年土地管理情報収集分析調査(農林水産省)

(2) 農振地域の指定除外

農振地域で農地転用を行うには、農振農用地区域を除外することが必要となる。農振除外

には以下の 4 条件を全て満たす必要がある(法 7 条、 10 条、同法施行令 8 条など)。

1.農用地区域外の土地をもって代えることができないこと。

2. 農用地の集団化、農作業の効率化、その他土地の農業上の効率的・総合的な利用に玄堕主

及ぼすおそれのないこと。(農用地区域の外周部に接していること。)

3. 農用地区域内の保全施設等が有する機能に支障を及ぼすおそれがないこと。

4. 土地改良事業等の受益地である場合は、その事業実施後互主を経過していること。

このうち 2. 、3. は消極的理由であり、1.は恋意的に処理できる。また 4. は8 年経てば開発可

能であるとしづ解釈も可能であり、農振農用地区域指定の除外や農地転用許可は裁量的な部

分が多く、実態としての転用基準は緩やかであるとできる。

例えば様々な農村活性化事業が農振除外を容易なものにし、除外手法が先行した理念なき

運用となっている 11) し、農振地域の営農向けの基盤整備が大規模庖舗の進出を招いている 12)

との事例分析結果もある。
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3-3 土地利用に関する経済的インセンティブ

( 1 )概説

経済的インセンティブには課税、融資、インセンティブ・ゾーニング(我が国では容積率

緩和制度)などの方法がある。ここでは税と融資制度を中心に、その概要をみていく。

現在の我が国の土地関連の税は以下のように土地を保有している段階での課税と土地の売

買等の権利移動における課税が中心である。

(""固定資産税
| ・都市計画税

土地の保有時に関係する税| 町

| ・特別土地保有税※
| ・地価税※

r " 不動産取得税・譲渡所得税
| ・消費税

土地の取得時に関係する税| ・登録免許税・印紙税

l.."相続税ー贈与税

「・宅地開発税※
開発に関係する税|・事業所税

| ・水利地益税
に(都市計画税) ※は現在、休止中の税

図 3-5 土地に関係する税目

課税原理は、土地がもたらす利益は不労所得でもあり、それを社会全体への再配分する考

えと、開発費用を直接、利益者から徴収する目的税に大別できる。

税負担においては公平性の担保が重要とされ、近代財政学では①各入の支払い能力に応じ

て課税を行う「応能主義J と②サービスを受ける各人の便益の大きさに応じて行う「応益主

義」によって説明される。例えば所得の再配分を目的にしている所得税は応能主義であり、

行政サービス負担を課税目的にしている住民税は応益主義が根拠とされている。

応益主義による徴税行為は、インフラ整備によって希少性が高まった場所では納税者は高

い収益を得ていることから正当化されるという(1)。例えば図書館などの公共施設から近いこ

とで利益を得ていれば、その利潤が"地価"に表れているので、それを基に課税すればよいこ

とになる。
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( 2) 土地保有関連税 ~固定資産税など~

.固定資産税

我が国の固定資産税は、課税評価額に税率を乗じたものから得られ、標準税率は1. 4% であ

る。なお、現在は限度税率は設定されていない。しばしば税率が話題になるが、判例をみる

限りでは都市計画税と固定資産税を含むキャピタルゲ、イン課税の上限は 5% 以下と考えるの

が適当のようである(2) 。

固定資産税の課税評価額は、総務省が定めている「固定資産評価基準」に基づき評価され、

次に売買実例価額を参考にして市町村長が価格を決定し、固定資産課税台帳に登録される。

なお土地・家屋の価格は 3 年ごとに見直しがされている。

この基準は他の土地関連税の算定の際にも用いられることが多い0

.都市計画税

都市計画事業文は土地区画整理事業に要する費用に充てるための税。目的税であるため特

別会計となる。

課税対象資産は課税区域に所在する土地及び家屋で、標準課税は固定資産税評価額を用い

られることが多い。限度税率の 0.3%のみが定められている。なお小規模用地に対する課税標

準を減ずる特例措置がある。

課税客体からすると都市計画税と固定資産税とが二重課税とする批判があるが、税目的が

異なる点に注意がいる。

(3 )土地の売買・譲渡に関する税

.不動産取得税

不動産を取得した不動産の取得者に対して、その不動産の所在する都道府県が課す税。

課税対象は①埋め立て等の新たに不動産を設ける原始取得と②土地・家屋の購入等の承継

取得、の 2 つに区分される。

課税標準は固定資産税の評価額を用いることが多く、標準税率は 4% である。なお国・地

方公共団体などは非課税団体となり、形式的取得(相続・遺贈・会社分割・共有物分割など)

も非課税となる。また取得額が低額の場合(土地であれば 10 万円)も非課税となっている 0

.譲渡所得税

売り手側の譲渡益への課税で、給与所得など他の所得と区分する分離課税である。

税率は、所有期間 5 年を境に長期と短期に区分され、長期が 20% 、短期が 39% となってい

る。なお居住用不動産では譲渡所得による税率の軽減(低率分離課税の特例)、 3，000 万円以

下の特別控除などがある。

-相続税

相続税は、資産の世代間移転に関する公平の実現を根拠に課される税である。なお贈与税

は相続税の補完税的な位置づけとされる。

土地の場合、路線価と評価倍率により課税標準が定まり、税率は課税標準によって異なり、

1，000 万円以下の 10% から 3 億円超の 50% となっている。ただ小規模宅地への減額特例措置

などが準備されている。
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-免許登録税

所有権の登記時に必要な税で、登記の種類によって税率が決まっている。

所有権保存登記(新築住宅の購買時など)、所有権移転登記(土地等の購買時)、抵当権設

定登記(住宅ローンを借りた時)などがある。

なお不動産契約書作成には印紙税が必要になる。

(4 )開発に関連する税

開発関連の税として宅地開発税と事業所税がある。また水利地益税も地方自治体が水利事

業や林道事業等の費用充当を目的とした開発関連税であるが課税実施団体は少ない。

-宅地開発税

宅地整備費用への充当を目的に、所有権・地上権・賃借権等の権原に基づき宅地開発を行

う者へ課税される。課税標準は宅地開発に係る宅地面積単位で、税率は市町村条例による。

また市街化区域が対象で、市街化調整区域や非線引白地地域には適用されない。

なお宅地開発税を賦課している自治体はない。

-事業所税

都市の行政サービスと所在する事業所等との受益関係に着目して、都市環境の整備事業の

費用を目的にした税である。事業所等に対して課し、法人事業税とは異なり特別会計となる

実施は人口 30 万人以上の自治体に限られ、平成 19 年 4 月 1 日で 70 市が課税を実施してい

る。

税率は事業所床面積の 600 円/rd および従業者給与総額の 0.2 5% で、床面積 1，000 rd 未満、

100 人以下は非課税となっている。 このため倉庫や地方部の工場などは実質的に非課税とな

る。

(5 )休止中の税

・特別土地保有税

土地の有効利用促進や投機的取引抑制を目的とした税で、平成 15 年度以降は課税が実施さ

れていない。課税対象となる面積は下表のとおりで、実質的に小規模開発には課税されない。

課税は保有と取得時の 2 種類があるが、保有は固定資産税とほぼ同額になるので、実態と

して非課税となる地域が多い。

表 3-8 特別土地保有税の課税対象面積(地区別)

地区 面積

東京都 23 区内 2，000 m" 

都市計画区域を有する市町村 5，000 m" 

その他の市町村 10 ，000 m" 

※税額算定

取得:取得額 X3% (税率)一不動産取得税相当額

保有:課税標準額 X 1. 4% (税率)一固定資産税相当額

.地価税
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保有している土地への課税で 1998 年の税制改正以降は課税が実施されていない。

税額は、相続税評価額 XO.3% (税率)であるが、個人の場合の基礎控除が 15 億円で、あっ

たり、 3 万円/rrf 以下の土地は非課税であるなど、地方都市の個人取引では、ほとんど課税さ

れないことになる。

(6 )土地課税の問題

1 )時間遅れ

開発行為を投資行為とみなせば回収期間は長期に及ぶ。課税を公共側の回収行為とみなし

て、ここで農地を転用して商業地に開発したような想定事例を通じて税の問題をみておこう。

まず新規に宅地化されて、土地が譲渡されると地主には譲渡所得税が、取得した開発者側

には不動産取得税が課税される。ただ従前の地価は低いため相対的に課税額も低い(図 A 点)。

課税評価額 退・空き地化

A B 

図 3-6 開発取得~撤退までの課税評価額の変化(概念)

営業開始後は固定資産税や都市計画税が課税され、この税を通じて開発に要したインフラ

整備費や渋滞などの外部不経済などが回収される。その後、土地への課税評価額は上昇し、

キャピタノレゲイン課税となるが、評価替えなどの関係から時間遅れが発生する。

しかし仮に閉底などで庖舗が撤退し、空き屋や空き地化すれば地価は通常、下落する(図

B 点)。この場合でも固定資産税などの土地保有税が課せられるが、地価下落に伴って課税

評価額も下落するので税額も減少する。

このように進出企業の撤退が、地価上昇によるキャピタルゲ、インを回収する前に地価が失

速すれば予想通りの回収はできず、開発に伴う雇用なども失われ、インフラ投資は未回収と

いう一種のデフォルト状態となる。この負債は最終的に取り残された地域住民に帰着するこ

l とになるだろう。

こうした"土地の使い捨て(浪費) "によって低・未利用地が生じた場合、現行制度では外

部不経済を回収する方法が準備されていないことになる。

2) 環境質へのただ乗り

例えば住宅環境問題のトピックとして歴史的地域での高層マンション建設問題が取り上げ

られることが多い。このマンション問題では、先住者が作り上げた環境質を後から来た者が"

ただ乗り"しているという見方がある。例えば転売によって小規模敷地となって敷地内緑地が

減少したり、高層マンションによって日照等の環境質の低下が起きるにも関わらず、当該住

宅の販売利点として住環境の良さを PR する例が多い。こうした行為への経済的インセンテ

イブによる対抗手段は用意されていない。

また現行の我が国の税制では地区協定のように行政以外の住民相互の努力によって地域の
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環境質が向上・維持されている場合、そのキャピタルゲ、インを地域協定締結者に直接、帰着

させる方法がない。税理論では固定資産税等のキャピタルゲイン課税はインフラの維持や整

備を行う主体としての行政へ帰着する以外に準備されていないためである。更に住民の努力

によって環境質が維持されても、環境質が高いということだけで住民には高額のキャピタル

ゲイン税が課せられ、土地資産等の売却時以外に住民には直接的な"うまみ"がないことにな

る。

こうした点で住民相互の地域環境維持に経済的インセンティブが欠けており、モチベーシ

ョンが働きにくい構造とできる。

(7 )その他の経済的インセンティブ ~減税、融資など~

課税以外の経済的インセンティブには、無利子や低利融資、補助金や助成金、固定資産税

の 3 年程度の課税免除や非課税などがある。

現在の自治体の融資制度は①住宅設備に関するもの(バリアフリー化、地場産材の活用、

合併浄化槽や太陽光発電などの設置)、②住宅取得に関するもの(住宅金融公庫融資など)、

③住宅等の建設資金(特定優良賃貸住宅など)、④定住促進、が多い。

住宅金融公庫が我が国の住宅環境に与えた影響は大きいとされる 13) が、中でも新築・持ち

家を優遇する姿勢は、中古住宅市場の流動性を滞らせ、間接的に新規造成を促していったと

いえよう(住宅金融公庫は平成 19 年に住宅金融支援機構へと再編された)。

また産業振興や工場誘致として「立地促進奨励金」や「雇用促進奨励金」などの名称での

融資制度がある。これは①地方自治体独自の優遇措置と②開発関係法(頭脳立地やテクノポ

リスなど)の指定地域での助成措置、とがある。

工場用地は他の土地市場と異なり、行政(企業庁など)など公的機関が供給するケースが

多く、 「供給の公的独占J となっている特異な市場である。需要側の立地企業が市場原理で

動いているのに対して、自治体は企業誘致が地域経済の発展に不可欠であるとする考えから

供給を続けている。本来なら市場原理が働いて供給調整が行われるはずだが、現状において

工業団地では供給過剰となっている 14) 。

優遇制度が立地促進を促しているとする見方15) もあるが、マクロ的には総需要量が不明な

中で個別敷地毎で判断し、自治体間で一種のチキンレースに似た誘致競争に陥っているに過

ぎないとする見方もある。

(8 )小括

ここでは我が国の土地利用に関する経済的インセンティブをみた。

土地関連の税については、地価高騰や下落時に多く議論されてきたこともあって、土地課

税のもつ地価調整機能に注目して、これまでは大都市圏での地価抑制が目的とされていた。

また地価と連動してキャピタルゲインを吸収する制度設計がされているが、一定税率であ

るため地価の乱高下の影響を受けやすいという問題がある。これについては、地価に応じて

課税額を決める「従価制J から面積あたり一定の固定額を徴収する「従量制」への提案16) や

所得税と同様に累進税率を導入することでの地価下落時の減税効果への期待もある。
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また、さまざまな軽減措置(小住宅で、は課税標準額の 116 とするなど)が盛り込まれるな

どして制度が複雑で、わかり難くなっている。

融資等については立地促進や住宅設備を対象としたものが多く、一定の場所における開発

抑制を意図したものはなかった。

また都市計画制度と土地税制とが連携しておらず、例えば違反建築に対する税制上の取り

扱いがない等の問題がある。また狭小敷地に古い家屋が密集するような都市計画事業を必要

とするような地域においては都市計画税の税負担が小さくなる税構造となっているため、本

来の税目的との矛盾がある。

また個人への重課を避けるために設けられた小規模宅地等への減税措置などが結果的に郊

外のミニ開発を誘発している可能性がある。

また経済的インセンティプの問題として、課税の遅れなどによつて、"土地の使い捨て(浪

費)

ゲゲ、イン課税でで、は、住民相互の努力による地域環境維持活動への経済的インセンティブが欠け

ており、モチベーションが働きにくい構造となっている。

こうしたことから、我が国の経済的インセンティブは景気対策や地価調整がほとんどで、

今日の低・未利用地問題を想定していなかったとできょう。特に本研究の関心である地方部

における低・未利用地の解消及びその発生の抑止について、経済的インセンティプは機能し

ていないとできる。

【補注】
(1)ドイツの土地区画整理では「使うことに利益を得ている J のなら、その公共施設に関しては無償減歩でょいと

される(文献 17) 。

(2) 税率が比較される米国では、例えばニューヨーク州では約 9% で実効税率は 3 階以下の住宅で1. 09% 、その他

の住宅で4.4 7% 、事務所・商業施設で5.1 1% となっている。我が国では、固定資産税評価額の上限は民事法定

率により収益還元価格の5% とする判例がある(東京高等裁判所平成 14 年10 月29 日判決・判例時報1744 号69 頁)。

また賃料が都市計画税と固定資産税の税額の2.4倍とする約定が合理性を失わないとされる判例(東京高等裁

判所平成 9年 6 月 5 13 判決・判例タイムズ940 号280 頁)がある。なお民事法定利率は 5%( 民法第404 条)、商

事法定利率は6%( 商法第514 条)である。
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3-4 容積率制度の概要

ここでは密度指標である容積率に注目して、その制度概要と課題をとりまとめてし、く。

( 1 )容積率の定義

容積率 (Floor Area Ratio ;延べ床面積率)とは「建築物の延べ面積の敷地面積に対する割

合(建築基準法第 52 条) J と定義され、立方体としての容量 (Bulk) を簡略化した指標であ

る。

なお、容積率は母数の取り方によって「グロス容積率=建物の延べ床面積/地区面積」と

「ネット容積率=建物の延べ床面積/宅地面積 J となる点に留意が必要である。

(2) 容積率制度の導入経緯

我が国における本格的な密度制御は、都市計画法(1 968 年改正)と建築基準法(1 970 年改正)

での容積率の採用からで、絶対高さ制限の撤廃と同時に導入された。

これ以前は「建築物の絶対高さ」を中心にした空間規制で、あったが、階高を低くした不良建

築の増加、道路境界まで建物を建てるなどの問題が生じ、良好な市街地形成のコントロール

が機能不全となっていた。当時は「絶対高さ J 制限に関して、経済界は技術の進歩を理由に

絶対高さ制限の廃止と土地の高度利用の要望を、建築家は高さにとらわれない設計の自由度

を求めていた。また都市計画では、コルピ、ジェ的思想、の影響から敷地空地を多くとる一方で

建築高さを問題視しない考えが強まってきた 18) 。もともと近代都市計画では、都市を物理的

に制御するために「密度」が重視されており 19) 、我が国でも戦後から密度コントロールを都市

計画手法の根幹に据えるべきとの認識が強く、床面積のコントロールによって都市空間のコ

ントロールを図り、同時に人口が間接的に操作されることでインフラ等の都市施設の定量的

計画技術の確立されるとする考えがあった。こうした時代的背景もあって容積率制度が導入

されるに至った。

(3 )容積率設定の根拠と方法

容積率制度によって床面積のコントロールと同時に人口やインフラのバランスが担保され

る。つまり定量的に各インフラ計画を相互に関連づけることができ、都市全体のバランスが

捉えやすくなると考えられた20) 。

容積率は高さ制限などの形態規制と比べて、複雑で理解しにくい指標であるため、容積率

導入当初から①一般社会からのコンセンサスが得にくい、②高さや階数制限の方が規制とし

て簡便である、等として批判があった(1)。そうしたことから導入時点で「高さ制限 J の代替

という形態制限指標としての側面が強調されてしまった。その後の我が国の容積率制度は、

インフラとのバランスよりも形態規制と関連づけた改正が繰り返されてきたといえる。

このように容積率はインフラとのバランスを捉える指標であるので、その設定根拠は社会

基盤とのかねあい、災害時における自治体側の対応能力の限界、通風などの周辺の環境との

バランスによって決定される。例えば日本都市計画学会は容積率制度を導入する際に、容積
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率を定める要因を次のように定義している 21) 。

ここでは、各要因に対応して例えば住宅地人口密度や一人当たりの床面積を推定するなど

している。日照は隣棟間隔・階数・建築型式等から求めている。また交通容量は集中可能な

床面積の限界を求める方法を示し、また最適業種の組合せによって発生交通量を少なくする

こと等も行うべきである、としている。

環境水準
率路道員幅

風

(

通

成

観

、

構

景

照

路

災

市

日

街

防

都

心
，
め
、
吋
の

「ーし
交通施設とのバランス

供給処理施設とのバランス

地価

図 3-7 容積率の決定要因(日本都市計画学会)

次に容積指定の方法の具体について確認しておく。これらの作業は不明な点が多いが、細

部まで公表している例に東京都が昭和 38 年、昭和 43 年に行った容積地区指定がある 22) 23) 。

ここでは、まず都市全体の容積率を指定し、床面積のトレンド推計、鉄道・道路容量等との

バランスチェックを行い、地価と道路率(主に地価)を基に地区への配分を行っていた。ま

た大阪市においても同様で、あった 24) 。

また山崎は東京都における延床面積需要を昼間就業人口と実質都民総支出から推計して、

実務レベルの手法のモデノレ化を試みている25) 。

これらを総括すると実務における容積率の決定は下図に即しているものとでき、法的根拠

に近いもので、はなかった。

-人口の推計(トレンド推計)/経済の推計(税金、投資額)

2、3 次産業、自動車登録台数

(床面積の配分) 地価と道路率から各地区をランクづけ → 容積率を設定

宅地面積×指定容積率=許容延べ床面積

用途混合比から現状の各地区の延床面積の伸びと比較

容積率の配分 i叫交通、鉄道、電力、ガス、上下水道の容量からチェック

図 3-8 従来の容積率決定の流れ
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(4 )容積率適用の範囲

容積率は、我が国の国土全てに対して適用されているわけではない。我が国は国土利用計

画法によって大きく都市、農地、森林などに区分されており(図 3- 1)、このうち都市地域

において容積率が適用されている。

また都市計画法では各用途地域毎に指定可能な数種類の容積率を用意しており、各都市計

画区域では、その実情にあわせて定められた容積率から選択・指定されている。

なお容積率制限は建築基準法の集団規定に含まれており、基本的に都市計画法の地域地区

に限られていたが、都市計画法(2000 年改正)で、非線引き区域(いわゆる白地)でも容積率

を設定するように求められるようになった。
表 3-9 用途地域別の指定容積率(建築基準法第 52 条)

用途地域 | 容積率(略)

第一種低層住居専用地域 I 50 60 80 100 150 200 

第二種低層住居専用地域 | 向 上

第一種中高層住居専用地域 I 100 150 200 300 

第二種中高層住居専用地域 | 向 上

第一種住居地域 1200 300 400 

第二種住居地域 | 向 上

準住居地域 | 向 上

近隣商業地域 | 向 上

商業地域 I 200 300 400 500 600 700 800 900 1，000 
準工業地域 1200 300 400 

工業地域 | 向上

工業専用地域 | 向 上

都市計画区域のうち用途指定のない区域|
I 50 80 100 200 300 400 

(市街化調整区域を含む) 目

都市計画区域外 |条例による(建築基準法 136 条の 2 の6)

なお本来、非線引き区域や市街化調整区域等で面的開発が行われることを想定していない

わけであり、そうした中ではインフラの計画的配置は考えにくい。そのため市街化調整区域

等での容積率指定は、インフラとのバランスによって規定されたとするよりも一般的制限値

として捉えるべきであろう。そうすると郊外の開発規制は容積率よりも、むしろ高さや建ぺ

い率、最小(最大)敷地面積などの形態制限に関する指標の方が理解されやすく、実際上の効

果が得られやすいと考える。

指定容積率は用途制と連動したメニュー形式になっているため、地域実状を考慮した運用

がしにくい。例えば、用途地域は第 1 種住居地域、容積率は 150% が適当な場合であっても、

第 1 種住居地域で指定できる容積率には 150% がないので第 2 種中高層住居専用地域に指定

するなどの対応が求められる。

なお改正により指定メニューは増えたのだが、地方都市における指定容積率の利用実態か

らは、従前の値を使うケースが多いとされる 26) 。

このメニュー形式の設定根拠は、少サンプルの実態調査を元に全国標準値が定められたと

する説もあるが、根拠は明らかでない。ただ主に階数と高さ制限から算出されたと推察され、

例えば建築基準法(昭和 54 年改正)での第一種住居専用地域の容積率メニューは建ぺい率と
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階数の積が参考にされている(図 3-9) 。

絶対高さ制限 31 m 

階高 4m

建坪率 80%

一→約 8 階 7一容積率 1 州

図 3-9 容積率メニューの決め方(例)

いずれにせよ、現行の容積率は従来の関連規制との行政的連続性、容積率の経験的な達成

率等を基に極めて緩く定められているといえる。

(5 )指定容積率と基準容積率

我が国では敷地レベルでの間接的調整として斜線制限や敷地前面の道路幅員によって容積

率を補正する制度になっている。

指定容積率(法定容積率)
都市計画法によって定められた容積率

斜線制限

基準容積率(規制容積率)
建築基準法の各制限等の結果、得られる各敷地に対する容積率

図3-10 指定容積率と基準容積率

実際に都市計画法による指定容積率が、そのまま建築制限となる例は少ない。

a) 斜線制限

斜線制限は容積率制度導入以前の「絶対高さ制限」の規制体系内で位置づけると理解しや

すい。つまり絶対高さだけでは通風等が不十分であるため、補完的に斜線制限が設げられた

と推察できる。さらに各斜線制限は補完関係にあり、道路斜線制限の補完的規制が隣地制限、

さらにその補完的規制が北側斜線制限となる。

なお日陰規制以外は、規制値に理論的な根拠はみあたらず、日照・採光・通風といった衛

生的観点と交通、防災、景観などとの複合指標のようである。

b) 前面道路幅員による容積率制限

前面道路幅員によって容積率が制限される理由は、①沿道の高容積化の排除、②交通混雑

の可能性の防止(発生交通量の抑制)、③地区環境の保全、とされる。

結果的に広幅員の幹線道路に面した敷地と細街路に面した敷地とでは利用容積率が異なり、

幹線道路沿いは高層建築(壁)に固まれ、その内部は低層の家屋が拡がる構図となりやすい。
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第 3 章我が国の土地利用マネジメントの概要

(6 )容積率緩和制度の概要

a) 制度の概要

現在では容積率に関して以下の緩和制度がある。

表 3-10 容積率制限等緩和制度

制度の名称 制度の趣旨・条件等

特定街区 有効空地の確保

局度利用地区 建物敷地等の統合、小規模建築物の抑制、

敷地内の有効空地の確保

用途別容積型地区計画 都心周辺部等の住商併存地域で住宅を設けた場合

街並み誘導型 地区計画(壁面位置、建築物局さを定めた場合)

地区計画

再開発等促進区 地区内の公共施設の整備との併用

(1 日再開発地区計画・住宅地高度利用地区計画の統

合)

両層住居誘導地区 都心地域等での住宅と非住宅の適正配分の実現

一定割合以上住宅を供給する建築物

角度利用型地区計画 適正配置・規模の公共施設を備えた区域

敷地内の有効空地の確保等

総合設計制度 敷地内に一定割合以上の空地を確保する建築

市街地の環境改善に資すると認められる場合

都市再生特別地区制度 都市再生緊急整備地域内

制限緩和の内容

容積率制限

斜線制限等

容積率制限

道路、隣地斜線制限

住宅用途に係る

容積率制限

前面道路幅員による制限

道路，隣地，北側斜線制限

建築物の用途、建ぺい率、

容積率、絶対高さ制限

道路，隣地，北側斜線制限

容積率、斜線制限の緩和等

地区内では日影規制が適

用除外

容積率等を緩和

建ペい率、容積率

絶対高さ制限

道路，隣地，北側斜線制限

既存の用途、容積率等の規

制を適用除外

国土交通省 HP 、文献27) を元に作成

これ以外にも、都市計画法の「都市計画の提案制度J r都市再生特別地区(都市再生緊急

整備地域内) J 、建築基準法に基づくものとして「公益施設を設置した場合の容積算定の特

例J r連坦建築物設計制度(一体とされた隣接敷地との容積移転) J r都市計画道路が敷地

内にある場合の前面道路扱い」などに容積率緩和項目がある。なお、適用には一定の条件が

課せられている。

b) 総合設計制度の目的と背景28)

容積率緩和制度として実績も多く、運用期間も長い総合設計制度について、その制度目的

等についてみておく。

総合設計制度の創出された背景には、零細敷地での建物の中高層化の進行により、いわゆ

るペンシルピルが乱立し、結果として市街地環境が悪化することへの憂慮がある。同制度は、

こうした状況を未然に防ぐために、共同化等によって敷地の大規模化を促すことで「土地の

有効かっ合理的な利用の促進J がされ、一方で敷地内空地によって「環境の改善に資するJ

ようにしている。つまり①敷地の大規模化と②空地供出の誘導を制度目的にしている。

また斜線制限の緩和により、建築の自由度(デザイン性)を上げるという意図も含まれてお

り、これは行政側の同制度を通じた建築美観の間接的コントロールの意図もあるとされる。

こうしたことから敷地統合による利用容積率の上昇、それに伴う開発者への利益と基準容

積の充足による上位計画の目標達成、建築の自由度の増大による余裕のある建築計画の実現、
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さらに良好な市街地が形成されると言う論理に支えられている。

このように総合設計制度における容積率緩和は規定以上の空地確保と、その公共的利用を

都市計画的根拠にしているが、この「容積率緩和J と「公開空地」には 2 通りの解釈が可能

と考えられる。

まず通達(2) をそのまま読めば、事業者が供出する公開空地に対する公共側の補償的な“ボ

ーナス"空間量として容積率が付与されるとできる。さらに「公開空地 J と「付与された容

積率J とが同じ価値とみなせる場合には、空地供出への公共からの補償行為と解せるが、 「付

与された容積率」が「公開空地」よりも価値が高い場合は、空地を供出していても事業者側

には利潤がもたらされるので、補償行為でなく経済的インセンティブの側面が強く働くこと

になる。もう一つは「斜線制限」が緩和されるので、斜線制限が果たしてきた相隣関係にお

ける環境質の低下への代替機能として「公開空地」を位置づける考えである。現状の運用で

は、これらが複合したものとして解釈されているとできる。

なお大阪市における総合設計制度利用の昭和 47 年~平成 2年まで実態をとりまとめたデー

タをみると、割増容積率は 100% に満たない(表 3-11) 。また詳しいデータは省略するが、

斜線制限等の撤廃を約 8 割の物件が受けていることから、容積率の付与よりも基準容積率が

指定容積率に近づいたことの効果の方が大きいといえよう。

表 3-11 大阪市の総合設計制度利用による割増容積率の結果29)

対象床面積 割増面積 割増容積率

住居系 計 2，877 ，825 502 ，683 
ー - .・ーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーー園田ーーーーー

2001 ，牛 平均 14 ，389 2，513 (74.0%) 

商業業務系 計 3，037 ，285 396 ，577 
ーーーーーーー -ーーーーー 園帽ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

140 件 平均 21 ，695 2，833 (49 .3%) 

合計 計 5，915 ，110 899 ，260 
帽ーー - - - ・・ーーーーー ー. _ .・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

340 f牛 平均 17 ，397 2，645 (63.8%) 
単位 :rrf 、昭和 47 年~平成 2 年までの集計
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第 3 章 我が国の土地利用マネジメントの概要

(7 )容積率移転制度 (T D R) の概要

容積率移転とは、ある敷地・街区に用途地域性で定められた指定容積率の未利用部分を、

その近隣の別の敷地に移転するというものである。米国での TDR が先行例として紹介される

ことが多く、 「移転可能な開発権(Tr ansferable Development Right)J r開発権の移転 (Transfer

ofDevelopment Right) J と訳されることが多い。

TDR には①歴史文化的価値を有する建物及び地区の保存を目的とする場合と、②ダウンゾ

ーニングの補償措置を目的とする場合とがある。また開発権移転により、開発保全区域の土

地所有者が開発区域の土地所有者によって補償され、開発利益が公平に分配されるという見

方もある。米国では①の歴史的建造物の保全のための資金捻出方法として誕生した。一方、

我が国では指定容積率を所与の資産とみなし、その未利用容積率の処分は原則自由と解され

る傾向が強く、②を目的とする場合が多い。この点で我が固と米国の容積率移転制度は異な

ったものと言えよう。

いずれにせよ容積率自体を売買対象にする発想であり、ここにおいては、もはや基準容積

率は最大値(限界値)ではなく"平均値"とみなす考え方といえる。

この開発権移転において取引される金額の目安として牛田 30) らは、京都の都心部をスタデ

ィにへドニック・アプローチによって TDR とダウンゾーニングの計測を行っている。平成

13 年の数字として、ダウンゾ}ニングによって平均で地価が 2.5 万円/rd の下落が生じること

をもって、開発権が 45 ，000"'50 ，000 円/rd で取引されるとしている。

我が国では容積率移転は特定街区制度・地区計画制度において、複数の敷地でも一体とみ

なすことで容積率の移転が可能であり、富国生命本社ピル、浜松アクトシティ、東京オペラ

シティなどが実施事例として知られている。その後、道路を超えた容積率移転が可能となり、

さらに「連坦建築物設計制度」等で、既存建物から容積率移転が可能となっている。

表 3-12 容積率移転制度

制度名称 概要

特例容積率適用区域 市街地の防災機能の確保等
延焼防止機能を有する屋敷林や緑地等の未利用容積を移転
適用事例:東京駅周辺(丸の内、大手町、有楽町)

容積適正配分型地区計画 地区内の指定容積の範囲内で容積率を建物に配分

再開発等促進区 地区内の公共施設の整備と併せ、建築物用途、容積率等の制限
を緩和(同一敷地、同時期でなくても可)

特定街区 隣接する複数の街区を一体的に計画する場合には、街区間の容
積率移転が可能。

一団地認定による総合的設計制度 一定の区域内の複数建築物を同一敷地内にあるものとみなす

連坦建築物設計 向上(ただし既存建築物の存在を前提)

我が国の容積率移転制度の研究は 1980 年代から 90 年代前半にかけて米国の事例紹介が多

く取り上げられ、例えば米国の税制上の優遇策を整理した研究31) がある。鈴木・日端32) は、

制度運営上の課題として、移転される容積の経済的な評価の不安定さ、制度の目的の正当性

に疑問を呈している。つまり容積率移転制度の課題は、容積率の移転の法的性質は当事者間

でのみ有効となる債権契約に近いものとなるため、権利関係の公示手段もなく、容積率利用

権の評価鑑定も未確立である点などが指摘されている。

また容積率移転制度はグロスで捉えるため、容積率の偏在を不問となってしまう。しかし
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TDR によって局地的に大きな容積移転がおこった場合には、鉄道と道路といった交通基盤へ

の負荷増から混雑が発生することを試算している研究例33) がある。

(8 )容積率の切り下げ:ダウンゾーニング

指定容積率の適正化という点から容積率の切り下げ(ダウンゾーニング; Down zoning) が

ある。

ダウンゾーニンゲは米国での成長管理政策等で提唱されることが多く、例えばサンフラン

シスコ市は提案(プロポジション )M 等によるオフィス総量規制を行っている 34) 。この背景にオ

フィスの過度の集積が多様な住民構成を阻害し、やがて都市全体の衰退を招くとする考えが

ある。ダウンゾーニングによって①市街地のコンパクト化をはかる、②地価が下がることで

都心立地が促される、といった効果があるとされる。

わが国においては昭和 48 年から平成 5 年までで、人口 10 万人以上の 169 都市の約半数が

逆線引きを実施する中で、容積率の引き下げ(ダウンゾーニング)も約 3 割弱が実施してい

る35) 。

しかしダウンゾーニングは一般に地価などの資産価値に影響が出るとされ36) 、我が国のよ

うに基準容積率が既得権的に捉えられている中で、ダウンゾーニングへの抵抗は大きいとさ

れる。

また制度技術の面では既存不適格建物が問題となる。特に分譲マンションでは建替え時に

5 分の 4 の区分所有者の合意が必要となるので、費用負担等を考えると合意形成に時間を要

する。米野37) は福岡県春日市の事例から、住み続ける所有者分の床面積を認め、数回の建替

えによって徐々に縮小していくまでは例外許可とする方法の必要性を指摘している。

こうした既存不適格建築への対応としては、建替えかっ従前の容積を用いた場合には固定

資産税等を重課税し、建替えないで改修した場合には、ストック活用したことを評価して逆

に減税するなどの対応も考えられる。このように建替えでなく改修(リノベーション)を選

択せざるを得ないインセンティブを生み出す必要があるだろう。

またダウンゾーニングを既得権の収奪とみなす向きには、 TDR と組み合わせることで心理

的抵抗を相殺させることも考えられる。

実際には指定容積率を切り下げることよりも、斜線制限などの技術的項目を強化して、実

質的なダウンゾーニングを行う方が受け入れやすいとも考えられる。

【補注】
(1)容積率の適用について、戦前には①都市構成上共通施設の能力との関係に立脚する容量統制の知きは一般立法

者文は社舎の承認を得難かりしこと、②容量統制には容量認定の規準の研究幼稚にして効果の賞現に謝して

多くの不安あること、③容量等の変則的方法たる高さの制限文は階数の制限は一種の形状制限に類似する形

となり統制の実行上において簡便なること」とし、形態規制については「高さ及び空地割合制限によるしか

ない」という指摘もされていた(文献 38) 。
(2) 例えば「総合設計に係る許可準則についてJ (昭 46 年9月1日付、建設省住街発48 号 建設省住宅局長から各行

政特定庁あて通知)
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第 3 章我が国の土地利用マネジメントの概要

3-5 容積率に関する課題

容積率制度が持つ課題をこれまでの都市計画法改正時の議論39) も参考にしながら整理して

おく。

3-5-1 容積率運用に関する議論

( 1 )容積率への誤解

容積率制度は高さや建ぺい率等と比べると直感的に理解しにくく、容積率制度導入と同時

に「絶対高さ制限」も廃止されたため、高さ制限問題が容積率問題と混同されていた。

本質的に容積率などの密度指標は空間規定の自由度が高いため、例えば密度指標だけでは

都市や地区という空間的な広さを扱えず、高密度(High Density) と過密(OverCrowing) を区別す

ることができない40) 。

例えばマンション訴訟に代表される建築物規制を容積率の規制強化で果たそうとする向き

もあるが、空間形態のコントロールはむしろ高さ制限などの方が効果は高い。こうしたこと

から例えば野津41) は現行規制に加え、北側空地幅などの新たな規制項目の必要性を示してい

る。同様に都市計画法(2000 年改正)での白地地域への容積率規制の拡大は、開発規模への一

般制限値の追加にすぎず、最低(最大)敷地規模や高さ制限等との組合せが不可欠なのである。

このように容積率が果たすべき役割についての理解に混乱があると言って良いだろう。

(2 )未充足(歩留まり)

指定容積率と実際に利用している容積率との「歩留まり(充足率) J は、東京都内や地方

都市の実態調査から、おおよそ 40% 程度となっている。

表 3-13 既往研究成果による容積率充足率の実態

対象年 対象地域 容積率の充足率 文献

昭和 39 年 (1964 年) 東京都 指定容積率 800% 以上の地区:ほぼ 1 42 
昭和 43 年(1 968 年) 指定容積率 400% 以下の地区: 113 程度
昭和 56 年(1 981 年) ネット容積率の充足度は平均で約 50% 43 

東京都心 6 区 第一種住居専用地域で指定容積率 100% : 40"-"50% 44 
11 指定容積率 200%: 40% 未満

1980 年以降 指定容積率 400% : 24% から 36% へ上昇
(1 980"-"1995 年)

平成 10 年(1 998 年) 東京銀座地区 容積率の歩留まりが 8 割以上が 62% 45 
既存不適格建築が 167 軒

平成 13 年 (2001 年) 新潟県長岡市 平均で 40% 程度 46 

容積率の充足率が低いため、例えば横浜市の当時の人口が 230 万人に対して、容積率を最

大限に使用すれば 1，150 万人の収容が可能になるという 47) 。

指定容積率の歩留まりが悪い理由は幾っか考えられるが、まず当初から指定容積率が過大

な点がある。これは最初の容積率指定された当時、既存不適格建築物を発生させないために、

既存建築の容積率の最大値を更に上回る値を指定したことや、指定できる容積率のメニュー

が少なく、実際よりも大きい値しかなかったためである。
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もう一つの理由は斜線制限などの基準容積率の拘束を受けている敷地が多いことによる。

この「歩留まり J は、容積率設定当初はミクロ(敷地)レベルの調整手法として、むしろ肯

定的に捉えられていたが、 1980 年代以降から、むしろ克服すべき障害とみなされるようにな

った制。これは指定容積率を所与の資産とみなし、その未利用容積率の処分は原則自由と解

される傾向にある中では、容積率が「含み資産」として受け止められ、潜在的な開発圧力と

なって地価高騰を引き起こしたと考えられたからである。

首都圏での公示地価を用いた研究では、充足率が低い住宅地では容積率と地価との相関性

が低いが49) 、オフィス賃料や利子率と指定容積率と地価形成には関係性があるとしている 50) 。

また市古ら 51) は 1980""1996 年の東京都の土地利用状況から、指定容積率が高いほど用途混合

が高く、独立住宅と住宅混合との聞に利用容積率に差があることを確認している。

こうした「歩留まり J を埋める具体的な方法として、ダウンゾーニングや容積率緩和制度

等を位置づけられる。つまりダウンゾーニングは指定容積率を切り下げて実態に近づける方

法であり、容積率緩和制度は斜線制限などを撤廃し基準容積率を指定容積率に近づける方法

であり、 TDR 制度は未利用容積を転売し基準容積率に指定容積率に近づける方法なのである。

(3) 基準容積率の存在理由

余剰容積率が"資産"として既得権化している中で、 TDR のような容積率を売買する制度が

生まれ、基準容積率は限界値ではなく、"平均値"とみなされているのである。

また個々の敷地で容積率緩和制度が適用されているため、指定容積率が虫食い的になり、

地区全体での指定容積率の果たす役割が不明瞭になっている。例えば大阪市のー街区では、

ほぼすべての敷地で総合設計制度を採用しており、市は買収せずに歩道空間の連続性が確保

できている。このことは、基準容積率が容積率割増し算定の"基準値"として用いられている

に過ぎないことでもある。
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3-5-2 容積率の根拠に関する議論

インフラと容積率に関する研究蓄積は必ずしも十分でないものの、道路容量や鉄道容量、

ゴミの焼却能力、空地とのバランスをとりあげた研究等がある。

( 1 )容積率根拠に対する批判

容積率制度について、日端は発生交通量の原単位などが社会状況の変化によって明らかに

変化しているにも関わらず、追跡調査が積極的に行われず、規制制度の根拠の説明責任を積

極的に示さず、また規規制だけを固定してしまったために容積率制度への批判が高まったと

している問。

そもそも容積率とし1 う私権制限は、一種の「公共の福祉J によって正当化されると同時に

公共性の具体、例えば開発受益の帰着先を問い続けることを求めていた日。その意味で我が

国においても容積率の制限根拠の明示と市民の理解が不可欠であり、それには容積率の実態

調査や理論的根拠の説明が必要なのである。

(2 )道路量と容積率に関する研究

容積率はインフラとの量的関係を根拠にしていたが、研究レベルでは道路量との関係に関

するものが多い。

都市容量から交通量を求める方法は、 4 段階推定法に代表されるように理論的に確立され

ているが、土地利用モデルと交通モデルとの間で整合がないという 54) 。

容積率から道路量を求めた研究は 1950 年""'60 年代に多くみられ、例えば容積率と街路率的、

都心や駅を中心とした容積率分布56) 、容積率と交通量を都心からの距離で表した研究57) があ

る。地区(商業、住居)によって道路網形態、発生集中量(=密度)が異なる問。

また大阪船場地区の昭和 32 、33 年時(1 957 、1958 年)を対象とした研究明では、指定容

積率が 600% 以上では道路混雑が不可避となり、 300""'400% 程度が適当な容積率としている。

また昭和 32 年(1 957 年)の東京都心部での実態調査 60) を基に建物用途・規模別の発生交通量

を推定し、今日の渋滞発生を予見している。

交通量(道路量)から容積率を配分する研究が 1990 年前後に行われている。例えば東京都心

の交通容量から適正容積率を求めた研究61) 臼)では、新宿など交通結節点が 700% 近くの高容積

率を持つ多極型都市像を明らかにしている。また道路網容量を最大化しながら容積率を配分

するモデルの構築63) や道路網全体が飽和した時の最大 OD からゾーン別許容床面積のモデル

化64) がある。道路容量については交通容量制約以外にも、駐車場容量や公害などもある 65) 。

道路以外のインフラでは、首都圏の鉄道容量を制約とした研究66) 、東京都を対象にゴミの

発生原単位や焼却能力を制約条件とした研究67) がある。また空地率と容積率とを相対的に捉

えた研究68)69) では空地延床比率という建築物とその周辺の空地との相対関係に着目して定式

化している

グロス空地延床比率: GOFR =1aH +b)(am+ αms)-amb 
αmbN 

α: 隣棟係数、。:側棟係数、 a: 間口、 m: 1 フロアー当たりの戸数、 b: 奥行き、

N: 階数
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この GOFR が 0.75 の時、容積率は 135% 以下で、 12 階が限界値になるとしている。

(3 )建築配置等より適正容積率を求める研究

戦前の「市街地建築物法」時代には理論最大容積率を 900% で、あっても通風等の関係から

600% 程度を最大にし、郊外住宅では 20"'70% 程度とするなど、建築物と容積率については早

い時期から研究が進んでいた(1)。

形態制限による基礎的研究に昭和 20 年代の「容積地域に関する研究会J 70) があり、次表の

検討から最適な階数を 5 ， 6 階と結論づけている。

表 3-14 r容積地域に関する研究会」による敷地制限の考え方

条 件 基本となる考え、数値等 備 考
①日照条件 建築物の隣棟間隔: L= E H 日照時聞が 4~6 時間得ら

H: 建物高さ、隣棟係数 れるようにする
②防火条件 輯射熱による延焼防止のために必要距離: 5~10 分間延

焼防止できる限界距離
例) 2階建で 80 rrl で4.2m (5 分)

③通風・採光・宅地内空地の -居住専用で 5m
機能上の条件 -居住併用で 4m
④建築物の規模 -併用盾舗: 60~80~100 rrl 

-併用工場: 60~90~ 120 rrl 

⑤隣棟間隔を必要とする建築 容積率v= 建物延床面積/土地面積 *)各階の面積が変わらな
群の高さの限界 =aN/(a+L) い箱型の建物を考える

a: 基準階の床面積、 N: 階数
@建築形式別に宅地容積を規 イ.前庭・側庭・後庭を定める方法 宅地容積は

定する諸手法 道路または隣地境界線から Sm 離れた所を建築壁面 ①隣棟間隔
線とする考え方 ②宅地内宅地幅

ロ.宅地面積 y と建築面積 x との関係式による基準 によって規定され、①②共
宅地面積: y= (a+I')(b+f) に建物高さで変化すると
建築面積: x=ab している。
a: 間口、 b: 棟幅

ハ.宅地面積 y と建築面積 xの関係の最低限度
包絡線 y= (fx+ .rI' I ) 2 

から一次式を求め、最小限関係を求める
例)最小限空地幅(住居)

S = (1十 0.5N) m 

また街区の短辺長と前面道路幅に着目した研究からは、最大で 4 階建、容積率は 270% 以

下が望ましいとしている 71) 。前面道路幅と斜線規制から簡易に地区における最大容積率を求

めるモデルが構築されている明。

日照を制約とする形態規制に着目した研究として、西川ら 73) は日照時間一定にして建物の

棟高、棟方位、棟の奥行き、隣棟間隔等と日陰の関係を計算している。同様に阿部74) は仮想

的な建物における日陰規制による限界を考え、結果として建物の幅や南面との角度の影響を

受けることを示唆している。また、太陽光発電にとって最適な中高層建築の高さと隣棟間隔

を求めた研究75) があり、緯度によって異なるものの 4 階建てまでが効率的であるとしている。

こうした個別建築物から適正容積率をモデ、ル的に求める研究では、階数は 4"'6 階が限界

であり、容積率は業務系で 450% 程度、住居系では日照確保を前提に約 250% 程度といった限

界値を得ている。
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(4 )弾力性

容積率の設定根拠の技術的課題として、インフラ毎による容積率との関連性が明示しにく

い点とインフラ負荷が弾力性を有する点がある。

まず、どのインフラが指定容積率を支配するかは不明であり、また制約要素が都市圏レベ

ルだ、と環境、敷地レベルだ、と通風や日照のように対象範囲によって異なるか否かについても

定説はない。

次に密度に対する人間の生理・生態・行動について、人間自身に順応性があること 76) (例

えば渋滞など)や住宅やオフィスの 1 人あたりの占有面積は年々増加する傾向にあるといっ

た、いわゆる「原単位の安定性」の問題がある。

また需要が刻々と変動するため、静学的に扱いにくい。さらにd ンフラによっては需要の

発生確率が異なるため「インフラの弾力性」に違いがある。例えば飲料水の需要幅は狭いた

め水道は「弾力性がなしリインフラであり、火災は恒常的に発生するものでないので消防署

は「弾力性がある」となる。

このようにインフラ負荷が変動性を有する以上、容積率が変動するインフラ容量によって

定められるのであれば、変動の枠内で容積率が収まれば良いという見方が生じ、変動性を有

する範囲において容積率緩和制度が容認される理由にもなっている。

また、計画目標をどの時点におくか、どのインフラを中心に考えるか、あるインフラ単独

なのか、あるいはインフラを総合化した指標を設定するか等の問題がある。

【補注】
(1)昭和 15 年頃には防火等の観点から隣棟間隔から算定した理想的な容積率は30% とされていた。
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3-5 ー 3 容積率規制への批判 ~主に経済学的視点による論点整理~

容積率をめぐる経済的関心における議論は、社会基盤施設とのバランスを保つ上で、容積率

規制を必要とする側と容積率規制を経済成長の阻害要因と捉える側との対立と捉えることが

できる。そして容積率緩和制度は、容積率付与を都市再生のカンフル剤とする側と社会公正

の点から容積率付与は容認できない側とに分かれることになる。

容積率不要論では交通混雑などを理由に、容積率規制ではなく市場の需給ノ〈ランスに委ね

るべきであるとするが、 「稀少資源の私有制J r所得分配の公正性の無視」といった前提条

件は現実と大きく帯離している己またバランスを保つべきインフラは道路だけでなく、課金

不可能なインフラもある。

ここでは、新古典主義的経済学からの批判の論旨と、それに対する反論をまとめておく。

( 1 )経済学的視点からの容積率批判

容積率不要論の主旨は、自由市場であれば得られるはずの社会的余剰が容積率規制によっ

て失われており、日照や混雑などの外部不経済は規制ではなくプライシングなどの価格調整

によって行われるべきだとする。

例えば容積率撤廃による経済効果として八回ら 77) は、ヘドニック・アプローチから集積の

経済をモデル化し、例えば東京丸の内地区で労働者数が 50% 増えれば、生産性は 3.4%増加す

るとしている。

(2) 反論 1 前提条件の間違い

経済学は単純な仮定を設けるため現実と遊離しやすいことは度々、指摘されている。特に

新古典主義経済学に見られる次の仮定は容積率規制をとりまく現状と大きく君離しており、

それらを前提とする議論は、既に破綻していると断じて良いだろう。

前提 1 稀少資源の私有制

資本主義は稀少資源を私有化し、市場において資源と所得の配分が決定される制度である

とされ、社会の歴史的条件や文化、自然環境に対して充分な考慮を払ってこなかったという明。

経済学では所有権の唆昧なものを対象から外して考えがちである。例えば河川の汚染とい

う環境問題では、汚染原因者と直接的な被害者のみの関係を対象にし、河川のもつ多面的機

能へのダメージを考慮することができない。このことをケネス・ E ・ボールデ、イングは「カ

ウボーイの経済と宇宙飛行士の経済」と比輪的に表している。カウボーイが住む世界では、

自然資源は誰のものでもなく無限な資源であり、自由に利用できるなど規模は無視する、も

しくは規模を充分に小さいとみなしている。対して宇宙飛行士の世界は、生活空間と消費空

間が同じであり、そのため物質循環を基本にせざるを得ない。新古典主義経済学はカウボー

イの住む世界を対象にしているというのである。

このように経済学では環境を価格に反映されにくくいため、環境要因を軽視しがちになる。

前提 2: すべての生産要素が柔軟である

新古典主義経済学では生産手段が瞬時に、いつでも、自由に、費用をかけずに変化すると

考えられている。しかし建築物が頻繁に取引されることは現実には少なく、需要に応じて瞬
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時に床面積が増減すると考えるのは現実的でない。

例えば東京都内のオフィス過剰供給が f2003 年問題」として話題になっていたが、経済学

の解釈に従えば、こうしたスクラップ・アンド・ピルドは"調整過程"にあたることになる。

この f2003 年問題」は個々人が独自の判断で供給量を決めているために、結果として総供給

量が総需要を上回る結果となるのである。

前提 3: 所得分配の公正性を無視

経済学では「所得分配の公正性」は無視して「資源配分の効率性J のみ取り扱うため、最

適規模が事後的に決定されてしまうが、都市の最適規模は本来、事前的に決められなくては

ならないと考える。なお公正な分配の実現には、積極的な市民参画による社会合意が必須と

なる。

(3 )反論 2: 課金可能なインフラと不可能なインフラ

容積率規制撤廃論では、道路混雑の解消策として容積率でなく、ピークロード・プライシ

ングのような課金方法を支持する主張がある。しかし、インフラは複合的な機能を有してい

るために課金可能性も一様ではなく、どの機能に着目するかによって課金可能性が異なって

しまう。例えば公園の場合、課金を行って需要を平準化できるが、公園の避難場所としての

機能に注目すれば課金による需要調整を行うことは不可能となる。

また容積率の根拠となるインフラとのバランスは道路に限らない(1)。ピークロード・プラ

イシングの支持者の中ですら、公共サービスを大きく 4 つに分類して、①都市美観のコント

ロールに容積率を用いる意味性はない、②ガス・水道などは料金による費用転嫁が望ましい、

③交通混雑は料金で調整するのが望ましい、④学校・公園等への負荷は容積率でしかコント

ロールで、きない、とする見方がある 79) 。

また例えば財政学での非競合性と非排除性による区分では、インフラの多くは価値財とな

る。これらの財は競合性を有しているため混雑現象を生じさせやすい(例えば学校施設と若

年世帯数との関係など)。こうした財は一定の規模に達するまでは収穫逓増性があり、市場

に委ねていては容易に需給均衡状態に達しないため、一定水準に達するまでは政府によって

供給されることが合理的であるとされる。

こうしたことから課金制度は限定的であって、それをもって容積率制限を不要とするのは

問題がある。

(4 )反論 3: 容積率緩和によるインフラ負荷の増加

容積率緩和によって都市施設、特に交通施設への負荷が増大する事への懸念があり、例え

ば東京・丸の内の容積率を 1，000% から 2，000% へ引き上げたとした場合側、鉄道の平均混雑

率は 8 ポイント上昇し、混雑率と通勤時間と家賃を変数とする通勤区間毎の疲労費用は合計

で 430 億円/年に昇るとしている。

また都心の容積率緩和により職住近接を実現させることで通勤混雑が解消できるとする考

えがある。これに関して通勤時間の総和を最小化する職住割当を定式化した研究81) では、い

わゆる Cross Commuting が割当変更による通勤交通は減少と増加の両方の可能性があり、全
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体に占める無駄な交通は 20% 未満であり、平均で 7 分程度のi通勤時間の減少になるとしてい

る。

また同様の視点から業務系地域を商業系に変更することで、朝夕の鉄道混雑が緩和される

可能性を検討した研究明がある。用途による発生交通量の原単位が異なることに着目し、ピ

ーク時間の平準化が図れることに注目したわけだが、鉄道網が発達している都心部のみでし

か適用できない施策であり、結果的に朝の鉄道混雑は緩和されても昼間の自動車利用が増え

る可能性が高いことを得ている。

また容積率緩和に伴う広域避難場所への影響について、例えば東京都の平成元年の用途見

直しによる容積率の割り増しによって、昼間人口が約 42 万人、夜間人口が約 32 万人増加す

ることを予想し、広域避難場所の 1 rr f!人を満たさない広域避難場所が 11 カ所増加するなど

の試算結果がある 83) 。

3-5-4 容積率緩和制度の課題

ここでは容積率緩和の代表的制度である総合設計制度を中心に、土地所有の有無による公

平性の問題、特定行政庁の裁量が大きい等の法的な手続き上の問題、公開空地等の社会貢献

など制度目的を達成するよう制度設計が行われていない等の課題を指摘する。

( 1 )公平性

容積率緩和制度は土地所有の有無によって格差が広がりやすい制度で、元々、大きな画地

を持っている地主には"濡れ手に粟"な制度としづ批判がある。米国でも総合設計制度に近い

Zoning-Bonus に対して開発業者に Wind-Fall (塗れ手に粟)を与えかねないと言う批判が根強

い84) 。例えばシアトルにおけるゾーニングボーナスについてオフィス賃貸事業に対する実際

的分析がある。 30 年間の賃借関係を感度分析した結果、割引率が 3% を下回らない限り、開

発業者に有利な結果であるとしている。同様に仙台市における総合設計制度での開発業者の

利潤最大化問題を扱った研究明でも、地代水準や利子率によっては開発業者に有利である結

果を示している。

(2 )法的な手続き論

容積率緩和制度に対して、都市計画決定によらずに建築制限を排除できる点、特定行政庁

の裁量の余地が広く、行政法規でない通達や行政庁自身の許可基準によって具体的内容が形

成されている点、利害関係人(近隣住民等)の意見徴収が必要とされていない点などの問題が

指摘されている 86) 。

(3 )基準容積率の存在理由

制度上、緩和に伴うインフラ負荷増のチェックがなく、容積率設定における施設容量チェ

ックの必要性が指摘されている 87) 。
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(4 )制度目的の不明確さ

容積率緩和制度では容積率を付与する理由が希薄であると言い、住宅付置などは容積率割

り増しの説明原理がなく、総じて計画論として袋小路にあるとも言う 88) 。

また公開空地が生活環境質の向上に寄与していると言う説明には、その社会貢献の程度に

疑問が呈されている。例えば山下はヘドニック・アプローチによって歴史的建造物や教育施

設とのリンケージ以外の容積率割増には社会的貢献が認めることができなかったという 89) 。

また森田は東京都区部の再開発地区における容積率緩和では、地区施設の見返りとして付与

された容積率が業者にとって経済的に有利になっていることを指摘している 90) 。

(5 )敷地の大規模化

制度本来の目的は「敷地の大規模化(統合化)の誘導」であるが、例えば東京都板橋区や世田

谷区を例にその効果に疑問が示され、また敷地の大規模化を進めること自体への疑問も示さ

れている 91) 。本来、容積率の割増は「敷地の統合化」というプロセスに対する“ほうび"で

あるべきだが、現在の容積率割増を定める算定式には統合化のプロセスを組み込まれておら

ず(係数の割増などの評価がない)、統合化せずとも一定規模以上の敷地であれば、総合設

計制度は利用可能となってしまう。

また 1977 年のデータではあるが、敷地が細分化されるほど容積率が上昇する傾向にあり 92) 、

本質的に、制度目的である敷地の大規模化へのモチベーションが働きにくい傾向にあるとい

える。また都心では元々、容積率が高く、割増される容積率は比較的少なくなるため効果が

低いという指摘もある。

(6 )公開空地を支える思想; Park on Tower への批判

公開空地の利用実態については、公開空地の使われ易さ 93) や利用者の意識94) などで、敷地

外の利用者へオープンな施設としての評価といった研究がある。

また公開空地制度は、広大な空地とスカイスクレーパーを基本とする都市像と理想とする

モダニズムの影響を強く受けている。オープンスペースを広く確保することが正しく、また

ピノレの谷間の空地に価値があるとする“空地神話“への批判がジエイコブズ95) やマンフォー

ドによって行われてきた96) 。

この反省としてアメリカでは、これまでの Park on Tower から Square on Tower へと形態思

想に変化が見られる 97) 。

【補注】
(1)社会資本の分類には①生産基盤(幹線道路、港湾、空港、工業用水など)、②生活基盤(街路、住宅、環境衛

生、厚生福祉、下水道など)、③国土保全(治山治水など)のように機能面から区分する考えもある。
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3-6 まとめ

本章では、低密度拡散型の都市形態を招いた要因について土地利用関連法や税制を中心に

概観した。

表 3-15 我が国の土地利用マネジメントの課題

区分 手法等 目 的 課題
規制 国土利用計画法 国土の総合的・長期的状況を示す 国土形成計画や下位法である都市計画法

上位法 等との関係性が希薄

都市計画 MP 都市計画の基本方針を定める 拘束的計画との関連性が希薄

区域区分制度 市街地拡大の防止 区域の性格が暖昧

非線引き都市の多さ(空間イメージが描き
にくし、)

容積率 インフフと建築とのパフンス 根拠等に関する誤解や理解不足

都市の量的管理の基礎指標 緩和項目によって制度が唆昧

開発許可制度 無秩序開発の抑制 規模制限項目が小規模開発を誘発

緩和項目によって制度目的を阻害

農地転用 農業振興のための農地保全 転用許可基準が緩やかで恋意的

誘導 課税 キャピタルゲインの徴収 景気動向に左右されやすい

都市計画制度との非連携

小規模課税免除が小規模開発を誘発

減税・融資等 経済的有利性の付与 誘致等への効果は明らかでない

法制度をみると、市街化拡大を予防するために区域区分制度が準備されたが、市街化調整

区域に市街化予備軍的地域と保全区域とが混合して、制度の効力が暖味になっていた。また

現行の都市計画制度が区域区分制度を前提に組み立てられているにもかかわらず、主に地方

都市では非線引きが多く、有効に機能していないことが想定される。また様々な緩和条項や

開発許可制度等が結果的に小規模のバラ建ちを促進していた。更に法施行当初は過小に評価

していた駐車場などの建築確認を伴わない開発に都市計画法の規制が及ばない点が課題とな

っていた。

一方の農地転用も転用基準が恋意的なため、極めて緩く運用され、開発行為への抑止効果

が発揮されていなかった。

次に土地利用に関する税をみると、個人保護を目的とした免税措置が、特に地方で、小規模

化を促進しやすい潜在性を有していた。また都市計画制度との連動は希薄で、地価を課税算

定の根拠としているために市場の景気動向に左右されやすい特質を有していた。

全体に我が国の経済的インセンティブは景気対策や地価調整を目的として、地方部におけ

る低・未利用地の解消及びその発生の抑止を想定していなかったとでき、今後は、低・未利

用地問題に対して経済的イシセンティブと都市計画が連動してし、く必要があると考える。

また都市空間の需要量は市場経済に委ねているために需給バランスがマネジメントされて

いないといえる。

このように法制度や経済的インセンティブの現況からは、土地利用は無秩序になりやすく、

低・未利用地が発生しやすくなっている。特に小規模な開発が個別に進むと、それらが一定

以上に集積しないと低密度拡散型都市の問題に気づきにくい。

そのためには総量管理や"面"的管理いう視点が土地利用マネジメントの中で、重要になって

くると考える。
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そこで、都市全体と敷地の二層の都市空間量を技法的につなぐ指標として容積率に注目し、

その制度概要といくつかの課題をまとめた。

容積率については、制度に対する誤解や理解不足による批判が多くなされてきた。特に交

通混雑などを理由に容積率規制を行うよりも市場原理に委ねるべきであるとしづ批判が頻繁

にされていた。これは容積率の理論的根拠が明示される機会が少なく、容積率に関する実態

調査が全体的に低調で、あったことに遠因があると考える。容積率に対して一般の理解と支持

を得ることできず、容積率がインフラ全体でなく交通容量との関係を示す指標として媛小化

されたのである。

もともと私権制限を伴う容積率は一種の「公共の福祉J によって正当化されるのであるか

ら、制限を実施することの正当性と公共性の具体が明示される必要がある。そこで交通に限

らず他の制御要素を組み込める汎用性の高いモデルが構築され、都市域全体から敷地レベル

までを包括的・定量的に示せることが求められる。
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補節 主に密度に関する都市計画論の概説98) 99) 

( 1 )近代都市計画の特徴であるこ層制について 100)

1 )都市計画の変遷

近代都市計画は 1891( 明治 24) 年にドイツ・ブランクフルトでの地域地区制に端を発し

1900( 明治 33) 年のザクセン一般建築法によって最初に体系化され、ついでイギリス (1909 年:

明治 42 年)、アメリカ(1 916 年:大正 5年)、日本では 1919( 大正 8) 年に旧都市計画法と市

街地建築物法によって原型が形作られたとされる。

当時は産業革命に伴って新しく生まれた中流層への良好な環境を備えた住宅地供給の必要

性、工業地と都市中枢機能の適切な配置が社会的課題であり、その解決策として近代都市計

画が誕生した。そのため近代都市計画は①ゾーニング(用途の純化・分離)、②配置(施設

や用途)、③フロー(流動)、④二層制、⑤民間開発への公共による許可制、を特徴として

いる。都市計画では、実現すべき目標が「計画・方針・構想」といったプランで示され、そ

れらを事業と規制によって実現しようとする。これは、インフラのように公共が直接的に提

供しようとする「事業」と、宅地のように市場原理を基本にして「規制J による間接的な誘

導によって実現・コントロールしようとする考えで、我が国では「事業」が重視されている。

我が国では、上位計画の「都市計画マスタープラン」と下位計画にあたる「用途制」の二

層からなり、建築基準法の「集団規定J と都市計画法とがリンクすることで全体の土地利用

規制体系を整えている。この二重構造は 1919 年の都市計画法・市街地建築物法より一貫して

いる。

都市計画法の 1968( 昭和 43) 年と 1992( 平成 4) 年の大幅な改正は地価高騰などの都市問題へ

の対応によるものだが、これ以外は土地所有権と経済成長志向の社会からの要望にあわせて

個々の制度を追加する緩和の歴史であったといえる。また建築基準法と都市計画法に限らず、

市街地再開発法などと複数の法律にまたがることもあって、結果的に必ずしも体系的ではな

く、きわめて複雑でわかりにくくなっている。

これまでの都市計画は増加人口を如何に収容していくかが主要なテーマで、あり、人口増加

による高密度居住やスプロール化等の都市化拡大への対応を示した技術論でもあった。例え

ばグリーンベルト構想や田園都市論等はその初期のものであり、全国総合開発計画などが示

してきた多極分散型国土形成等もこの系譜に属するものと言える。

その意味で人口減少社会の到来は、都市計画体系のパラダイムシフトを求めるエポックと

位置づけることができる。

2) 定量的なニ層制の課題

定量都市計画において、二層制は「合成の誤謬」を理由に上位計画から順次ブレークダウ

ンしていくことが理論的には望ましい101) とされる。特に交通流動を考えると地区が独立して

存在できないため、地区を積みあげる方法には否定的である 102) 。このため、都市全体の枠組

みを需要推定によって求め 地区容量は全体からのブレークダウンによって与えるとする流

れしかなく、現在の容積率設定も都市全体から各地区へ開発上限を与える配分計画になって

し、る。
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このブレークダウンでは、①需要予測が過大になりがち、②対象範囲が広いと平準化され

て地区の環境差が見えにくい という問題がある。また都市全体から地区容量が決定される

ため、地区における人々の公共サービスに対する満足度が捉えにくい。しかし現実にはミク

ロレベルの積み上げを、広域において調整することが本来の都市計画に求められることかも

しれない(1)。

r- ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
都市の計画的なコントロール

マクロ(都市全体) ・上位計画(マスタープラン) 非拘束的土地利用計画

ブレークダウン↓ | ボトムアップ

ミクロ(敷地レベル) ・下位計画(用途制) 拘束的土地利用計画

図 3-11 二層性の概念

我が国の現行法の運用では、建築基準法の建築確認だけが効力を発するため、こうした理

論とは逆にミクロ(敷地)の積み上げによってマクロ(都市全体)が規定されている。

建築基準法の形態規制は敷地条件にあわせた調整でもあるので、結果として敷地毎の数値

の合計である全体値は計画値と事離しやすくなる。

(2) 土地利用において私権制限が許される法的論拠

建築物の過密によって保健・衛生上の問題を生じさせてきた史実から、土地利用規制は建

築物の密集防止を出発点にしている。土地利用規制は著しい私権制限を伴うが、これについ

て法的理解をみておく。

この私権制限の合理性は、大まかに「行政庁の危機管理責任J r規制対象が持つ公共性」

によって説明できる。

まず「行政庁の危機管理責任」を考えてみよう。本来、有限である土地を各自が自由に利

用すれば、公共財の不分配が生じ、結果として人々の福祉と社会の安定性を保てなくなる。

また私企業や個人は、不特定多数が使用して利益を受ける道路や緑地などのインフラを社会

的にみて最適な水準まで整備・供給することはできないとされる。道路などはある規模に達

するまでは収穫逓増性があり、その水準に達するまでは政府によって供給されることが合理

的であるとされる。このため公的主体が計画的・先行的に都市基盤を整備しなくてはならず、

また公的主体のみが社会基盤整備を担当しなければならないため、結果として私権の制限は

許されるとする。

一方の「規制対象が持つ公共性J は、仮に各自が"開発自由"によって自由に土地を利用す

れば、都市環境が悪化し、人々の社会経済的厚生を低下させてしまう。建築物および建築行

為が「社会性Jr公共性Jを有しているのであれば、公的介入が正当化されるとする考えである。

こうした考えが、法的に初めて示されたのはユークリッド判決(アメリカ: 1926 年)にお

ける土地利用の制限に対する見解とされ、今なおアメリカで、の法的根拠になっている。そこ

ではニューサンス(生活妨害)という一種の外部不経済を根拠にしている。

この理解は続けて「周囲の土地利用への影響を及ぼす土地利用とは何かJ r公が定める限

- 83 -



度の決定根拠や手法J を問題にする。同判決では公共に害悪となる土地利用は補償なく私権

を制限できるとしているが、このことは同時に公共にとって害悪とならない制約を課す場合

には土地所有者への補償が必要であることを示している。

さらに私権制限の実施には、制限を課すことの目的、手段の正当性、そして目的と手段と

の間の合理的関連性が必須になる。

そのため、欧米は「建築不自由」であるので開発申請時では開発可能な内容が議論の中心に

なるのに対して、我が国は「建築自由」であるので、開発内容よりも規制目的の正当性と制限

を課す理由がより厳しく問われることになる。

これまで我が国では建築自由を放置して、個々の制度論を議論してきた感がある。その対

策として、我が国も建築不自由とすべきであるとする識者は多いが、そこに至るまでのロー

ドマップは示されていない。

(3 )我が国における私権制限の根拠法

わが国の日本国憲法 29 条 1 は「財産権はこれを侵してはならなしリとする一方で同条 2 は

「財産権の内容は公共の福祉に適合するように法律でこれを定める」として一定の法規制の

必要性を求めている。土地利用規制に関する法はこれを受けた民法 206 条(所有権の内容)、

同 207 条(土地所有権の範囲)があり、特に 207 条の「法令ノ制限」を具体に定めたのが建

築基準法とするのが一般的理解とされる。この建築基準法の基礎となる法として国土利用計

画法、都市計画法等が位置づけられる。

なお民法は明治 31 年施行時においても「土地所有者は土地の上下空間にわたって自由に使

えるが近隣の土地関係において制約がある」としており、わが国でも比較的早い時期から土

地利用に制約があったと言える 103) 。

行政法には行政権より司法権の優位を認める英米法と法律によって拘束された行政による

支配とする〔行政権の優位を認める)大陸法の 2 つの流れがあるとされ104) 、わが国では建築

自由を積極的に守ろうとする姿勢が建築基準法の運用を通じて認められるため、全般的に土

地利用規制についてはユークリッド判決を下した英米法的思想が中心であると言える。その

意味では私権制限を一定限度の中で認める法体系であるが、現状を見る限り、私権保護の優

位性が高くなっている。

【補注】
(1) 近代合理主義は機械論的世界観と要素還元主義によるため、極めて効率的かつ専門主義的となり、有機的な問

題は扱えないとの批判がある 105) 。近代都市計画も合理主義的思想、の影響を強く受けているため、これらの批

判が同様にあてはまり、大量・画一的階層へのコントロール手法となるため、計画がネガティブなりがちで、

地域での多様な機能を組み合わせる都市空間づくりには不向きになる。
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第 4 章 低密度拡散型都市に対する新しい都市計画思想

ここまで、我が国の土地利用が低密度に拡散し、かっ低・未利用地が拡がっている実態を

前に、法や税などの制度が低密度拡散型の土地利用を助長してきたことを確かめた。

現行制度には全体需要・供給量を{府轍する視点がなく、また都市の低密度拡散への抑止効

果が期待できないため、今後も土地の供給過多に陥りやすく、生活環境質の悪化等が深刻化

していくことが予想される。

こうした都市の低密度拡散に対して、米国では成長管理という適正規模(総量)と開発速

度等の管理施策への移行がみられ、 EU では「市場の限界」を前提にした環境容量を限界とす

る供給制約的計画が模索されている。

( 1 )総量管理による成長管理政策

米国の成長管理 (Growth Management) には様々な定義があるが、都市開発に対して適度な

規模(総量)と開発速度等を管理していく政策であり 1) 、下表にその具体例を示す。

表 4-1 成長管理政策の内容

内容 手法等

都市的開発の許可地域を限定 都市成長境界(UGB) ・グリーンベノレトの設定

開発可能量の削減 ダウンゾーニング/計画居住密度の削減/人口成長率の上限設

定/住宅建設許可数の制限/工業・商業床面積の増加制限/高

さ規制の強化/開発総量規制

インフラとの関係を前提にした 適正公共施設条例 (AFO) /交通施設指向型開発 (TOD) /イ

開発許可 ンフラ整備前提の開発許可

経済的インセンティプ 強制的開発者負担 (Exaction) /開発権の取得/税財政手法

リンケージによる緩和 総量規制枠の優先的配分/住宅付置制度

ゾーニング 農業用途のみゾーニング/再ゾーニング(宅地→農業，空地)

開発許可と環境影響とのリンク 環境審査
文献2)3) を参考に作成

成長管理政策の多くは土地利用制限を強化する施策であるが、これは都市計画の目標が財

産権保全から、市場経済システムのメリットを活かしながらも経済成長だけでなく環境保全

と社会的公正をも同時に達成することへ転換していることが背景にあるといえる。

また成長管理の基本はあくまで、都市マスタープランの理念の実現であり、既存の土地利用

規制やインフラ整備などの手法によって総合的に都市成長を制御しようとしている。

これは「成長管理政策」の名称のように「都市の成長の抑制自体に目的があるのではなく、

地域変動に応じたインフラ整備の枠組みを示すこと J で、あって、その実現には「成長に伴う

追加的なインフラ整備コストが、その成長によって利潤を受ける者から正しく賄われるよう

なシステムJ が必要であるという認識も示されている 4) 。
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( 2) 環境容量制約

我が固と同様に人口減少が予想される欧州における都市政策の潮流をみておく。

近年の EU の都市政策の根底には、環境容量に制約される自然環境系のエコシステムに習

い、有限な容量を前提に持続可能性を循環系システムの構築に求める思想がある 5) 。

それは都市と農村を区分して捉えず、都市を後背地の農村も含めた広義でとらえ、都市全

体が自己浄化能力の範囲内という環境容量以下に収まればよいとする考え方である。田園部

などの開発されていない土地を Greenfield とし、これ以上の Greenfield の喪失抑制を目標と

している。これを発展させ、環境配慮、を市街地と緑のバランス問題と考えると、国土を①自

然環境である Greenfield 、②人が開発した土地を Brownfield に二分し、 Greenfield の現状維持

もしくは増加、 Brownfield の減少を土地利用政策の目標とすれば良いことになる。つまり新

たな開発ではなく、既存の都市空間の有効利用や質的向上によって新たな需要に対応するこ

とになる。この考えに従えば

A B/A G →mm 

とできる。

A B; 人が開発した土地(Brownfield) の面積

A G; 自然環境の土地(Greenfield) の面積

mm/h に処理が必要となった雨水

図 4-1 降雨強度の概念

開発行為を Greenfield から Brownfield への変質と捉えた時に、例えば降雨量を単純に考え

ると、田畑の雨水流出率は 0.4 "-'0.7 程度(基準によって異なる)、宅地はおおむね 0.9 であ

るので、その差の雨水が河川に流れることになる。今、仮に既存市街地 (Brownfield) の再開

発等を優先し、 Greenfield を減じないようにすれば雨水排水量は増加せず、それに伴う河川等

の改修費用は不要となる(1)。

我が国の都市形態と環境負荷低減の観点からの研究として、松橋6) は東京都を対象に環境負

荷を小さくする都市は中層建物が比較的高密度に立地し、またオープンスペースを広くする

ことと交通や建物のエネルギー削減とはトレードオフの関係にあるため、主な移動手段が車

であると低環境都市の実現は困難で、あるとしている。また例えばエネルギー効率と都市形態

に着目した研究として、 PT 調査のトリップ数などをもとに高密度(縦型)都市と低密度(横

型)都市との間でエネルギー効率を比較した研究 7) 、地域冷暖房と都市形態の研究めでは容積

率が高いほど投入エネルギーは効率的となるが、容積率が 400% を超えると、その効率性の

幅は小さくなり、またコスト効果 (kca l/円)は容積率増加と共に増加することを示している。

熱供給について秋山らめは採算性から、用途によって必要容積率は異なり、住宅比が高いと

800% 以上が必要であり、宿泊や医療施設が混入した方が容積率も低く、料金メリットも高い

としている。

このように、具体な数値については巾があるものの都市形態に対する環境容量制約の存在
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第 4 章 低密度拡散型都市に対する新しい都市計画思想、

はいえ、都市計画において環境容量制約の取り込みが求められるとできる。

(3) コスト制約

財政力は都市形態の制約要件であり、また公共サービス提供の制約要件でもある 10) 。

我が国の財政事情は悪化しており、様々な行財政改革が進められているが、今後において

も厳しい見通しとなっている。例えば国土交通省の試算では、 2025( 平成 37) 年にはインフラ

の新規投資を行う資金が枯渇し、インフラ維持も困難であるとも予測されている。このため、

社会資本の"ストック活用"としてアセットマネジメントが強く求められている向。

また既存市街地に、これまでに多くの社会資本投資が行われてきていることもあって、経

済的にみてコンパクトな都市の有利さを指摘されることが多い。例えば青森市ではコンパク

トな都市で、あったなら少なくとも 32 1. 5 億円の支出減がはかれたという。また、土屋らは道

路維持費をとりあげ、コンパクトな都市化政策を進めれば、シナリオによっては全国の道路

維持費が最大で 3，400 億円あまり削減できるとしている 11) 。

交通政策においても低密度都市では地ヤ鉄などの公共交通の採算性は厳しいとされる。そ

こでオランダの ABC 政策のように交通結節点と住宅地区の配置とを一体に捉えようとする

考えが都市のコンパクト化の背景の一つでもある。こうした沿線の空間規模と採算性を我が

国の LRT 導入を想定してモデル的に扱った研究12) がある。ただ具体的かっ実証的な研究や調

査の蓄積は全体として少ない。

このように今日の我が国の危機的な行財政状況にあって、既存ストックを活用するアセッ

トマネジメントが必要である。また、インフラ・ベースで開発量が決定されれば、混雑等が

生じることがないので当該地域のインフラの最適利用につながる。

いずれにせよ現状の低密度に拡散し続ける都市構造は、インフラ整備の投資効率が悪く、

コストの点からも容認しにくいとできょう。

(4 )新しい容量制約型土地利用マネジメントの必要性と課題

米国の成長管理政策はいわば総量管理でもあり、開発上限を定めた計画論であるのだが、

都市成長境界 (UGB : Urban Growth Boundary) などは 2 次元的で、 3 次元的な容量制約の導

出方法の詳細は不明である。

また環境容量やインフラコストが都市形態の制約条件となり得ることを確かめた。

しかし、今後の都市計画思想に環境制約・ストック活用が重要であるとしても、例えば環

境制約下での都市の空間イメージ、インフラ・ストック活用と計画人口とのバランスの取り

方、現行制度へのピルトインの仕方等、実際の都市計画技法への展開の具体像は不確かであ

る。
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補節 インフラ利用範囲

以下、簡単にインフラと都市圏の面的な拡がりを模式的に考えてみる。

1 )フロー系インフラ

ここで、道路や上下水道といったフロー系インフラを考えてみる。下図ではいずれも道路延

長は同じである。

2-1/3 
A・=(2+ 1/ 3)2=(2_1/3)2 

=24/9 

I.. 2+ 1/ 3 ~I 

A ・=(1 + 1I3 i = 16/9 
| ←州 1

}+1/ 3 

14 空+1/1

2 

1 1  +1/3 ~I 

図 4-2 コンパクト都市と拡散都市(道路網をモデル的に)

仮にインフラ・コスト(道路建設、維持、上下水道の配管など)が距離に比例するなら、

どの都市形態でもインフラ・コストに差異はない。また道路に接して宅地がとれるとすると

図左の拡散した都市形態の方が効率的となる。

しかし仮に、ゴミ収集や上下水道などのコストが道路延長ではなく道路網の疎密に左右さ

れ、また一定以上の綱密度の方が有利であるなら、範囲の小さい方がインフラ・コストは低

くなる。

なお腰塚によれば、最適な道路網密度は交差点密度に代替されることが知られており、そ

こでの最適網密度は適当な中間値があるとされる 13) 。

2) 施設(病院、学校など)の利用圏域

2 

圏域作
今

Ll -
， ， ， ， 〆

〆
，，
 

，，
 

，，
 

， J 
， ， ，tt
i ~B 

2 施設 施設
コンパクトな方がカバーしやすい

図 4-3 コンパクト都市と拡散都市(道路網と施設利用圏)

もう一つのインフラ・コストを考える視点に利用圏域がある。今、図 4-3 の都市の最遠点

間距離の A-B は A'-B' より長く、また A' 一B' の方が短距離で、カバーで、きるため、結果とし

て環境負荷・エネルギー利用効率が良い都市形態となる。

また救急医療や故障を直すといった公共サービスでの"駆けつけやすさ"もコンパクトな都

市は有利となる。ただし"駆けつけやすさつま物理的距離でなく時間距離が問題となる。
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第 4 章 低密度拡散型都市に対する新しい都市計画思想

【補注】

(1) 大規模宅地造成の場合は調整池の検討義務があるが、ミニ開発で、は個々の開発業者には調整池設置義務が結果

として生じないため、これらが連担すると宅地化による雨水増の対応が造成時の開発負担義務とならない。

(2) インフラのアセットマネジメントでは、社会資本の価値が減少しないように維持費の平準化についての議論が

多い(文献 14) 。しかし例えば架橋後に無人島になれば、その資産価値は減じてしまう。その意味でインフ

ラが存する「地域価値」もアセットマネジメントに含まれると考えるべきであろう。またストック重視の姿

勢は「住生活基本法(平成 18 年施行)J とそれに伴う「住生活基本計画」にもみることができる。

【参考文献】
1) 矢作弘・大野輝之:日本の都市は救えるか~アメリカの「成長管理」政策に学ぶ~、 p.200 、開文社出版、 1

990. 
2)谷口守:都市の成長管理手法の発展と課題、土木計画学研究・講演集、 No.1 5 、 pp.233~238、 1992.
3) 大野輝之:現代アメリカ都市計画 一土地利用規制の静かな革命、 p.96 、学芸出版社、 1997.

4) 前掲 2)

5)阿部明子:サステイナブル、ンティ ~EUの地域・環境戦略~、 pp.131~133、学芸出版社、 2003.
6) 松橋啓介:多基準意思決定分析による低環境負荷型都市の土地利用密度に関する考察、日本都市計画学会学

術研究論文集、 NO.34、 pp.643~648、 1999.

7) 松本年弘・中川義英・森本章倫・船橋修:運輸エネルギー原単位をもとにした都市構造に関する基礎研究、

土木学会年次学術講演会講演概要集、 No.49、 pp.472~473 、 1994.
8) 田頭直人:コージェネレーションを用いた地域冷房のエネノレギー削減効果と導入地域の空間構造に関する研

究 ーコスト当たりの効果まで考慮して・、日本都市計画学会学術研究論文集、 NO.36、 pp.895~900、 200 1.
9) 秋山浩之・伊藤康子・大西隆:熱料金と土地利用との関係からみた地域熱供給の課題に関する研究、日本

都市計画学会学術研究論文集、 No.3 1 、 pp刀9~744、 1996.
10) 平本一男・畑中貞司:許容可能量から見た都市人口の検討、日本都市計画学会学術研究論文集、 NO.ll 、pp.

331 ~336、 1993.

11) 土屋貴佳・室町泰徳:都市のコンパクト化による道路維持管理費用削減に関する研究、日本都市計画学会

学術研究論文集、 No.4 1 、 pp.845~850、 2006.
12) 小島正樹・古池弘隆・森本章倫: CVM を用いたLRT 導入時の経済効果推計に関する一考察、土木計画学研

究講演集、 NO.27 、CD ・ROM 、2003.

13) 腰塚武志:走行時間や走行エネルギーを最ノ N こする道路密度、日本都市計画学会学術研究論文集、 No.29 、p

p.319~324、 1994.

14) 土木学会編:アセットマネジメント導入への挑戦、技報堂出版、 2005.
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

5-1 概説

第 4 章で今後の都市計画思想、には環境制約・ストック活用が重要であることを確認したが、

例えば環境制約下での都市の空間イメージ、インフラ・ストック活用と計画人口とのバラン

スの取り方、現行制度へのピルトインの仕方等、実際の都市計画技法への展開については議

論が緒についたところで確かな知見は少なかった。

また第 3 章では、定量都市計画の要諦である容積率は私権制限を伴うため、一種の「公共

の福祉」により正当化されることを確かめた。そして交通に限らず他のインフラを組み込め

るモデルの必要性も確かめていた。

本章では、容積率と区域面積が外生的に与えられた場合に土地利用比が同時決定されるモ

デ、ルを提示する。

このモデルによって、インフラ・ストックを活用し、環境容量制約下にある都市形態のア

ウトラインを土地利用比の形で得られると考えた。

この導出したモデルの適用可能性について、 3 つのスタディを通じて考察を行う。

まず多様な地区データが整備されていることから大阪市メッシュデータを用いてスタディ

した。次に容積率とのバランスをとるべきインフラとして公園をとりあげてスタディを行う。

，第 3 章でもみたように容積率とバランスをとるインフラとして道路を取り上げた既往研究が

多いが、本章ではどの地区で、も整備が必要かっ一定の面積を要するインフラである公園をと

りあげ、公園面積標準が容積率によって可変となる可能性を検討する。

最後に構築したモデ、ルと類似の構造を持つエコロジカル・フットプリントを援用してスタ

ディを行い、環境容量制約とする都市形態について考察を行う。
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5-2 既存の土地利用強度とダイヤグラム

一般にある事象を指標で示す場合、単一指標と複数指標とで表す場合がある。都市計画の

規制も一つの指標とすれば、これらは大きく「①個別J ["②組合せ J ["③総合」に分類でき

る1) 。

「①個別」は 1 つの規制要素のみを取り上げ、その基準を定める方法で、例えば建築高さ

制限などがあたる。この場合、規制を受ける側も行う側も規制内容がわかりやすいが、一般

にその規制項目の最低基準を満たすだけとなりやすい。また規制相互に矛盾が生じた場合、

例えば安全確保を目的にすると快適性や美観等の他の目的とのバランスをとりにくいとされ

る。

「②組合せ」は、規制要素を多重にかける方法である。例えば建ぺい率と容積率をセット

で規制する方法などが相当する。規制を行う倶!J からは選択できる要素が多いため規制目的を

反映しやすいが、規制を受ける側からは何重にも規制があって理解しにくい。また、こうし

た規制は将来的な市街地像をイメージさせにくいとされる。

これに対していくつかの要素を一つの指標に統合化した「③総合J がある。これだと一指

標で複数要素の関係性も考慮することができる。

この総合的指標による規制には、例えば我が国でかつて行われていた建ペい率と最小画地

を組み合わせた指標(建築基準法、昭和 45 年改正以前)がある。

t = (A~30 rrf) xα /A 
A: 敷地面積、 α; 建ぺい率(= (A-30rrf) XO.6/A) 

また米国の PUD (Planned Unit Development :計画的一体開発)に用いられる LUI(Land

Use Intensity :土地利用強度)がある。これは建物面積、駐車場用地が多い場合、住宅建築

形式や延床面積と相対的な関係で必要な空地量を求める指標である(1)。

土地利用強度とは「一定の土地の上にどれだけの機能が存在するかを示す原単位」や密度

全般という定義があり、人口密度などが代表的な指標になる 2) 。LUI はもともと、 FHA (The 

Federal Housing Administration ;連邦住宅局)が大規模プロジェクトの抵当権保証のための評

価手法として開発し、住宅、駐車場、オープンスベ}スなど各用途がバランスのとれたもの

となっているかを検討するための基準とされる 3) 。

表 5-1 利用強度・建築形態規制の日米比較 4)

ニューヨークにおける規制項目 日本における規制の有無

容積 率 (Floor Area Ratio) O 容積率

最低空地率 (Open Space Ratio) × 

建ぺい率 (Building Coverage Ratio) O 建ぺい率

U車jさ(Hight) 、階数 (Stories) ム 一部のみ

また、こうした土地利用強度は実務での利用を意識してか、ダイヤグラムの形で示される

ことが多い。図 5-1 は PUD での LUI であり、交通発生密度(n 台/日・ ha) と道路網間隔(x m) 

との関係をグラフで示している九また投資行動や賃料などから街路面積率と容積率と量的

な関係をダイヤグラムで示した研究がある 6) 。
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これらの根拠は併記されておらず、また現在の我が国での土地利用実態との検証はできて

いない。

m-道利用の範囲
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図 5-1 総合指標としての土地利用強度 (LU 1) のダイヤグラム
文献7) より転載

本章では容量制約による都市空間のイメージを、容積率とインフラ等とのバランスから包

括的に捉えるモデルを構築していくが、このモデルは「③総合」にあたり、土地利用強度の

系譜に属するものとなる。

【補注】

(1)米国での LUI 導入以前は前庭、後庭といった形態規制によって“ゆったり"とした住宅空間が規定されて

いたが、次第に住宅適地が少なくなってきた。そこで敷地毎の規定にかわって全体のオープンスペースをグ

ロス値でコントロールする方が開発業者にとって都合がよかったという(文献 8)
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5-3 モデル式の導出

ここでは、ある閉じた範囲を想定し、これを地区面積として外生的に与える。この閉鎖系

(一定面積下)での土地利用を考え、インフラと容積率とが均衡状態にあるとする。次にイン

フラ容量と都市容量とのバランスを考えるが、その時に次元を統一する必要がある。そこで

都市容量を容積率に、インフラ容量を原単位等によって面積に置き換える。ここで容積率を

用いるのは開発上限値として担保された数値で、あるからである。

( 1 )基本式の導出

まず地区の土地利用を宅地面積と空地面積(空地面積には宅地面積以外の用途がすべて含

まれているとする)の 2 種類で考えてみる。

A = AA +Aos 
A: 地区面積、 AA: 宅地面積、 Aos: 空地面積

、‘aノ
1
1 /・、

Aos: 空地面積

i 係経盟国
図 5-2 地区内の土地利用比率の概念

地区内の延べ床面積(A TF 、単位;rrt) は、
FAR 

ん =ム一一 (2) 
n 100 

FAR: 容積率(%)

地区内の可住人口(Pd は係数αによって、床面積によって関係づけられるとして、

P L = αATI s) 

さらに地区内の空地面積が係数 8 によって人口と関係づけられるとして、
FAR 

A"s βP L = αβATF = αβAA ~一一 (4) 
100 

(1)， (4) より
_. F AR ( _ _ F AR i 

A = A ， + α:sA ，一一一一= 11 +α :s 一一一一 IA ，
n 100 . 100 ) n 

100 A 
A = ( 5 )  

100 +αβ .FAR 

A .FAR 
7 7 7 = ( 6 )  

100 +αβ .FAR 

この(4)(5) 式に地区面積と容積率を与えれば、宅地面積と空地面積それぞれが求まり、こ

れらを地区面積で除せば結果として容積率に見合った土地利用比率が決定される。

この式は地区面積と容積率が与えられると、現状の宅地面積などとは関係なく、各々の面

積比が同時に決定される。

また逆に Aos (または AA ) が外生的に与えられた場合に、容積率は

FAR = 旦空竺~00 (A - AA) 
αβ .AA αβ ・AA

となる。これは空地量に見合った適正容積率の導出との解釈も可能である。

(7) 
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容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

(8) 

のいずれかが所

ここでは容

第 5 章

結局、この式群を用いれば空地量(インフラ容量)

与であれば、他方が一意に求めることができる。

( 2) 基本式の発展

1)インフラの追加

基本式にインフラ種類を追加してみる。しかし、流動量によって決定される道路などのよ

うな容積率と原単位を介して関係づけることができないインフラが問題になる。

積率と関連づけずに地区あたりの面積を固定的に与えるものとする。

これより地区面積は次式で表すことができる。

A== ん + L A ;IC + L A fC 
AfIC: 容積率と原単位によって関連づけられるインフラ h の面積 (rrr)

( ==α s hAA (FA Rl 100) 、s h :インフラ h に関するパラメーター)
AICK: 容積率と原単位によって関連づけられないインフラ k の面積(rrr) 

と容積率(都市容量)

(9) 

住居地域など)

例えば工業地域で学校は計画対象に含

( . F AR ""' _ i 
A == 11 +α--Zβ h IAA + L Afc 

¥ 100 h' ") n k 

2) 用途地域の追加

次に地区面積がj 種類の用途で構成されているとする。

A=2;AI 

Aj: 用途j の面積 (rrr 、例えば商業、工業、

各用途は宅地面積やインフラで構成されるとする。

まれない等、用途によって発生原単位が異なる。

d叱i == A t1 i +エJd4j7χ ヘE
A 村:用途 j での宅地面積、 AjSICh: 用途j におけるインフラ h の面積(rrr) 

( =αj s jhAAj (FAR/IOO) )、

αj .用途 j での 1 人あたりの占有面積(rrr/ 人) s jh :インフラ h に関するパラメータ

ー、 FARj 、用途j での容積率

AjICK: 用途j における原単位と関連づけられないインフラ kの面積(rrr) 

これらをまとめると次式となる。

、‘，ノ
ハ
り

咽
E
E
A

，，.‘、A== 割引(1+αI 宅中小ZA)

Aos: 工業系インフラAos: 商業系インフラ

AA2 :高業系宅地

Aos :住

AAl: 住居系宅地

図 5-3

工業系

地区
用途別に分割した地区における土地利用比率の概念
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(3 )モデル式の性質

また(5) 式において容積率が最大化されると、

AAIFAR →∞| 

また容積率について微分すると、
δAA 00 αβ .A 。FAR (1 0000 +αβ . FAR )2 

となり、容積率が増加するに従って宅地面積は O へと減少してし、く。なお実際にはエレベー

ターや階段などが必要なので宅地面積(=基準階面積)は O にはならない。

1 )地区面積一定で容積率を変化させた場合

ここでモデノレ式に適当な値を入れて、その特性をみていく。

地区面積を与件とし、インフラが道路、公園、コミュニティ施設の 3 種類であるとする。

=0 

Ap :公園面積、 Ac: 小・中学校、図書館、公民館等のコミ

Aos = Ar + Ap + Ac 
Ar: 道路面積、

ユニティ施設用地

次に各原単位を次のように与える。

A r = 5P L (1 人あたりの面積:

A p = 3P L (1 人あたりの面積:

A c = 5P L (1 人あたりの面積:

また地区内の可住人口 (P L) を

PL=l /2 0A TF (1 人あたりの占有面積: 20 rr f) 

この時の容積率を 100 から 700 までで土地利用比率を求めた(図 5-4) 。

5 rr f) 

3 rr f) 

5 rr f) 

道路面積

コミニ~T1施設

容積率

公園面積

宅地面積

•••••••••••••••••• 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600 650 700 

図 5-4 容積率別の土地利用比率
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とする。

宅地面積は容積率の増加に対して非線形に減少することがわかる。
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

2) 宅地面積一定で容積率を変化させた場合

ここで宅地面積 (AA =250 ，000 rr f)を一定とした場合、容積率毎の地区面積を求めた。

1，600 ，000 
1. 400 ， 000 

1，200 ，000 

1，日日0，000

800 ，000 

600 ，000 

400 ，000 

200 ，000 
0 

rri 

0 100 200 300 400 500 600 700 800 容積率

図 5-5 容積率の変化に伴う地区面積の変化

当然だが容積率(密度)に比例して地区面積が増加する。これは都市の後背圏の拡大と解

釈でき、例えば都心の容積率が上昇すれば、それに要するインフラ等の面積が必要であるこ

とを示している左もいえる。

3) 非線形

モデル式を、容積率を説明変数とし、 1 人あたりのインフラ面積を目的変数とするよう変

形してみる。 (7) 式等から、次式が得られる。

β A 100 
=一一一一一一一一一 (11) 

α. P
L α.FAR 

この関係を下図に示す。 1 人あたりのインフラ面積(s) は、 (A/ αP L) を上限値として

収束する凹関数であり、容積率の増加に伴って急速に増加するという性質を持つ。

A 
s(rr f! 人) α 'P

L

β = J 4 1 0 0  
一 一
α. P L α.FAR 

容積率(FAR)

図 5-6 容積率と 1 人あたりのインフラ等必要面積との関係

このことは、例えば容積率 100% から同 200% へと増加するような場合において最も改善

率が高いと考えられる。低密度から高密度化を図った場合と中密度から高密度化を図った場

合とで改善率はほぼ同じとなる。つまり既に密度の高い地域が更に高密度化を行っても、改

善率は高くないことがわかる(図 5-7) 。

逆にインフラ整備の追加量から考えると、中密度から高密度に上げた方が低密度を中密度

に上げるよりも整備するインフラ量は少なくて済むとできる。
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インフラ量Vi nf

+ 一一
~ーアヂ

写=芋
L1x¥ 

中層(密度)→高層(密度)

図 5-7

容積率

インフラ量Vi nf

;~-r/ーー
・伽ー万一

万ず

低層(密度)→中層(密度)

密度変化の違いによって異なるインフラ量
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

5-4 大阪市のメッシュデータを用いたケーススタディ

5-4-1 ケーススタディの方法

( 1 ) 方法

先に得られた土地利用比率の導出式を検証することを目的として、①土地利用比率の比較

分析、②空地量に見合う容積率の算出の分析を行う。

1 )現況の把握

対象範囲の現状を以下の項目より把握する。

①実容積率(市全体、全 Mesh の平均、分散)

②指定容積率(全 Mesh の平均、分散)

③土地利用比率(建物、道路、河川、公園緑地、その他空地)

④ 1 人当たりの公園面積

⑤人口

2) 土地利用比率の比較分析

土地利用は建物を住居、非住居の 2 用途、インフラを空地と道路の 2 種類とする。

~ FAR ， ....l... ....l...，~ I 
A; = L いA!i 1 1 +α--LZβlh|+ZAjck ト1 l-- Il!l ~ - • -- J 100 ~'}I!). 7' --1) k J 

i :地区 No. 、容積率と原単位によって関連づけられるインフラ h (空地)、

容積率と原単位によって関連づけられないインフラ k (道路)、

用途(住居、非住居)

(1 2) 

外生的に与える容積率は①実容積率(現状)と②指定容積率(都市計画で決められた値)の 2

種類を考える。また土地利用は①建物と空地と道路、②さらに建物用途を住居とそれ以外

(=非住居系)に区別した場合で考える。なお指定容積率は用途区分しない場合では計算しな

し10

実容積率

指定容積率

表 5-2 算出する組合せ

建物+空地十道路

用途(住居+非住居 )1 用途(考慮しない)

O o 
o 

得られた土地利用比率の差を①実容積率と現状、②指定容積率と現状、③実容積率と指定

容積率、の 3組で比較する。

3) 目標空地からみた適正容積率の算出

現状のインフラ面積に適合する容積率を算出し、現実との比較を行う。

インフラ面積として非建物面積、公園面積、 2 指標を用いる。

( 2) データ

ケーススタディとして大阪市の 500 m メッシュデータを用いた。大阪市のメッシュデータ

を用いた理由は上の導出式を検証するのにできるだけ多くの地区特性を有していること、デ
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ータが整理されていること等による。

大阪市のメッシュデータは昭和 45 年から人口・産業・土地利用などについて各種の調

査・統計に基づいて整備が行われている。サイズは 500 m を基本にしており、 2，500 分の 1

大阪市地形図( 1 面: 1.5km x 2.0km) に表示の座標値の区画と一致する。またメッシュ番号の

付け方は、ほぼ都心である岡市中央区瓦町 2 丁目付近を仮中心にして東(E) ・西(w) ・南(S) ・

北(N)の各方向への距離を、 500m 毎に示すことで置き換えている。

本章で利用するデータは、次の各調査による。

表 5-3 使用データ一覧

調査名称 調査日 データ(項目)

国 勢 調査 昭和 60 年 10 月 1 日 人口，世帯，就業者

事務所統計調査 昭和 61 年 7 月 1 日 用途別従業者数

土地利用現況調査 昭和 60 年 ~ 用途別土地利用面積

建物床面積調査 昭和 60 年 1 月 1 日 用途別延べ床面積， (構造別延べ床面積)

商業・工業統計調査 (商届数，事務所数)

なお指定容積率はメッシュデータが整備されていないため、都市計画図に同様なメッシュ

を引き、メッシュ内の指定容積率を読みとった値を用いた。メッシュ内に数種の容積率があ

る場合には、その平均値として読みとっている。このため指定容積率については厳密な意味

で正確でない。

また、入手を優先させるために調査日はデータによって異なっている。厳密な議論をする

にはこうした違いを問題にすべきだが、ここではモデ、ノレの特性把握を目的にしているため、

特に問題にしないでおく。

実容積率は建物延べ床面積(建物床面積調査)を敷地面積(土地利用現況調査)で除した

ものを使う。また年度は昭和 60 年と 61 年のいずれかを用いた。

メッシュのうち、市境界などではデータによって異常値をとる場合がある。例えば市境界

付近のメッシュにおいてメッシュ全面積が数d の場合、グロス容積率が実際より高い数値を

示す可能性が生じる。ここではこうした欠損値を含むメッシュは採用しないでおく。

各変数と各調査資料との関係は次表による。

表 5-4 変数と資料との対応

項目 資料名 資料内の項目 備考

地区面積(Ai) 500 x 500=250 ，000 rrf 
敷地面積(AAij) 全体 土地利用現況調査 敷地面積

住居。=1) 11 住居施設合計

非住居。=2) 11 住居系以外の敷地面積の合計

空地、公園面積等 11 現状の土地利用

地区 No (i) メッシュ・コード

容積率(FA Rl I00) 建物床面積調査 延べ床面積 用途分類は異なる(延べ床面積

土地利用現況調査 敷地面積 /敷地面積)

(指定容積率) 都市計画図 地図からの読み取り値
注)添字の変数名は以下の文を参照

パラメーター αは1/ 20( 用途の区別なし)、1I 40( 住居系)、1I 15( 非住居系)とし、。は近隣公園
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と住区公園の目標値を根拠として、 3ni/ 人としため。

道路面積も同様に都市計画で目標とされる数値を用いて、各メッシュ内で 60 ，288 ni とす

る。道路面積の導出は次図を参照されたい。

L トノ トノ k O 
ーー:住区幹線道路

10 ， 000 x 4 - (20 x 20) x 4 

レr h 「¥ f =38 ，400 

ド. ト/ ¥』 :主要区画道路

6，000x 4-(12x12) x 8-

(12 x 10) x 8 =21 ， 888 

Ir- 十¥ ハ
図 5-8 500 x 500 メッシュ地区での道路面積の算出

なお、パラメーターαの対象範囲全体の値は

建物総延べ床面積/人口= 125 ，070 ，542/2 ，370 ，985=52.75 :.α= 1/ 53 

住居系建物延べ床面積/人口 =60 ，931 ，648/2 ，370 ，985=25.70 .¥α=1/26 

となっている。
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5-4-2 分析の結果

( 1 )全メッシュ値の概要

市全体の値と、メッシュ毎の数値をまとめた。

なお対象範囲の全面積は 182 ，000 ，000 rrf 、メッシュ数は 728 で、あった。

表 5-5 対象範囲全体における結果

全体 全 Mesh の平均 標準偏差

実容積率 117.3% 117% 78 

指定容積率 395% 

土地利用比率 建物 58.6% 58.6% 18.3 

(1 06 ，609 ，900 rrf) 
ーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーー四ーーー

住居系 21. 8% 21. 8% 15.0 

(39 ，751 ，200 rrf) 
ーーー』ーーーー田ー ーーーーーーーーーーーー - - ーーーーーーーーーー

非住居系 36.8% 36.7% 17.0 

(66 ，858 ，700 rrf) 

道路 19 .2% 19.2% 8.3 

(34 ，945 ，400 rrf) 

河川 8，9% 9.0% 19.5 

(1 6，138 ，300 rrf) 

公園緑地 4.4% 4.4% 9.4 

(8 ，060 ，300 rrf) 

その他空地 8.9% 8.9% 10. 1 

(1 6，246 ，100 rrf) 

公園面積 1 人当たり 3.4 rrf/ 人 70.1 1024 

人口総数 2，370 ，985 人 3257 2046 

これより、 1 人あたりの公園面積の地区別のばらつきが大きいこと、住居系より非住居系

の土地利用比が大きいことがわかる。

(2 )土地利用比率の比較分析

1 )全体の傾向

表 5-6 各ケースでの土地利用比率(全メッシュ平均、標準偏差)

実容積率 指定容積率 現状(問和 60 年)

建物+空地+道路 建物(住居+非住居) 建物+空地+道路

+空地+道路

建 物 68 .3% 57.9% 58.6% 

4. 1 10. !J 18.3 

(1 70 ，781 rrf) (1 58 ，093 rrf) 

住居系 25 .3% 21. 8% 

16. C 15. 0 
(63 ，246 rrf) 

-ーー ーー ーー ーー ー ーーーーーーーーーー国ーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーー目ーーーーーー園田

非住居系 42.8% 36.8% 

15. 4 110 
(1 07 ，029 rrf) 

道路 24.1% 24 .1% 24 .1% 19.2% 

U L L 8. 3 

(60 ，288 rrf) (60 ，288 rrf) (60 ，288 rrf) 

空地 7.6% 6.9% 15.7% 22.1% 

4.1 4. [; 10. !J 22. 1 

(18 ，931 rrf) (1 7，353 rrf) 

注)上段は構成比、中段は標準偏差、下段は面積をそれぞれ表す。
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

対象メッシュでの現状(昭和 60 年)と容積率から導出された土地利用比率の平均と標準

偏差をまとめた。

空地面積をみると、それぞれの容積率から求めた方が現状よりも標準偏差が小さく、一人

当たりの空地面積の差がメッシュ間で少ない。これはモデルを用いて導出したことでパラメ

ーターの一人当たりの空地面積が一定となり、結果として各メッシュでの空地面積が平均化

されるからである。

なお実容積率から得られた空地量が現状よりも少なくなっているのは、河川水面などを考

慮していないためである。

2) 代表的なメッシュでの比率

指定容積率 敷地+
FAR=850 時 空地+道路

実容積率

FAR=613 国

敷地+
空地+道路

住居+非住居

空地+道路

現状 敷地+

(昭和 60 年) 空地+道路

空地面積 道路面積

34.9 略 (87 ，165 rr f) 

28.8 出 (72 ，083 rr1) 

33.8 国 (84 ，584 rr1) 

1. 4拡 (3 ，500 rr1) 

0% 10 出 20 国 30 略 40 覧 50 出 60 覧 70 拡 80 世 90 国 100 略

図 5-9 地区番号 S5W5 における土地利用比率の比較

メッシュ NO.S5W5 は大阪市の CBD にあたり、地下鉄御堂筋線本町駅を中心とする地区で

ある。現状では建物用途が非住居のみで、道路の占める割合が高く、公園等の空地の割合が

低い。

実容積率、指定容積率から得られた土地利用比率では、いずれも現状と比較して空地増を

求める結果となっている。
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メッシュ NO.NI0W40 は大阪市福島区にあたり、非住居系の割合が高く、道路の占める率

が低い地区である。

指定容積率 敷地 +

FAR=200 目 空地+道路

実容積率

FAR=84 目

敷地 +

空地+道路

住居+非住居

空地+道路

現状 敷地 +

(昭和 60 年) 空地+道路
12.6 出 (3 1， 500 rrf) 

出 10 見 20 覧 30 覧 40 略 50 首 60 目 70 目 80 見 90% 100 略

図 5-10 地区番号 N10W40 (福島区)における土地利用比率の比較

容積率より得られた土地利用比率では道路の割合が高く、空地の占める割合は低下してい

る。また住居系と非住居系の率が変化している。これは道路面積を差し引し、た地区面積を住

居、非住居の実容積率で配分し直したためである。

メッシュ NO.S90E55 は大阪市平野区長吉にあたる地区であり、空地が多いのは霊園を含

んでいるからである。容積率によって得られる土地利用比率がいずれも建物敷地増になるの

は、霊園のような既往の空地を考慮せずに容積率から一律に比率を求めるためである。

指定容積率 敷地 +

FAR=220 首 空地+道路

実容積率

FAR=107 出

敷地+

空地+道路

住居+非住居

空地+道路

現状 敷地+

(昭和 60 年) 空地+道路

0出 10 目

空地面積

42.2% (105 ，500 rrf) 

20 時 30 目 40 拡 50 出 60 世 70 出 80 国

図 5-11 地区番号 S90E55 (平野区長吉)における土地利用比率の比較

- 108 -

道路面積

90 首 10 日目



第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

(3 )空地量に見合う容積率の算出

現状のオープンスペース面積から容積率を求めた。

表 5-7 オープンスペースに適合する容積率(一部)

非建物面積ベース 公園面積ベース 指定容積率 実容積率

容積率 容積率

S5W5 601% 0% 700% 613% 

S90E55 1，390% 115% 220% 107% 

S5E20 4，855% 3，562% 200% 166% 

NI0W40 502% 7% 200% 101% 

S5W5 は空地がないため、公園面積ベースから機械的に容積率を求めるとゼロになる。

逆にメッシュ内に大規模公園のある地区(S5E20 は大阪城公園を含む)では高い容積率を示

す。このように現実と大きく遊離した容積率となったのは:広域利用目的のオープンスペー

スも地区内で利用が完結されると考え、また非建物面積や公園がメッシュの大半を占めてい

るためである。

また、いずれのメッシュでも非建物面積ベースの容積率と公園面積ベースの容積率に差が

あるのは、非建物面積を敷地面積以外全て(道路や河川等)としているためで、公園面積と

同値でないためである。

5-4-3 小括

本節ではケーススタディとして大阪市のメッシュデータを用いて、各メッシュでの目標土

地利用化率を導出した。結果としてメッシュ(=地区)別にみることでインフラバランスの

偏在が明らかにできた。

このケーススタディを通じて、次に示すモデ、ルの適用限界と課題が明らかとなった。

1)このモデ、ルは原単位法を基礎にしているため、原単位が持つ問題点をそのまま内包してい

る。例えば原単位は単純な積み上げ算となるため「集積の効果」を無視した結果となっ

ている。

2) また例えば 1人が占有する面積の時代的な変化といった原単位の安定性などパラメータ

一自体にも課題がある。このモデ、ルはパラメーターを操作すれば、結果として得られる

土地利用比がどのようにも変化しうる。モデルは地区面積と容積率を与件とするため、

現状の土地利用比率を無視してしまう。こう考えると設定されるパラメーターの根拠は、

普遍的かっ多角的な視点からの議論が必要であり、今後の実証的な研究を待ちたい。

3) 実際にこれらを既成市街地に適用する段になると、空地の確保が困難であることは容易

に想像でき、この意味でパラメーターは極めて政策変数的なものにならざるを得ない。

4) このモデルでは地区範囲を閉鎖的に扱っているため、道路などフロー系で広域利用のイン

フラを外生的に与える以外にない。ケーススタディでは大規模公園のような広域利用の

施設を含むメッシュでは高容積を容認する結果となり、利用圏域の検証も必要となるこ

とが示唆される。このことは地区範囲の与え方によっては近隣の床面積に対応した空地

が確保されない結果をも意味しており、地区範囲の確定とその中での土地利用配置とい

う2 つの問題を議論する必要がある。こうした検証は今後の研究課題としたいが、この

モデルがフロー系インフラを外生的にしか扱えないという制約条件を併せて考えると、
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このモデルの適用可能限界が自ずとあることを指摘しておく。

5) 使用データのうち、昼夜人口別を考慮、していない点や指定容積率を図から読み取っている

ためデータとしての信頼度が低い点なども明記しておく。
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5 - 5  公園面積標準によるスタディ

5-5 ー 1 概要

公園緑地を整備する際、どれだけの面積が必要であるかが議論になることが多い。例えば

土地区画整理事業において公園の捻出は公共減歩に含まれ、土地権利者等にとっては大きな

関心事となる。当事者にとって公園の必要性は理解できるものの、法令等で示される公園面

積について、その多少を実感できているとはいえない。このことは、これらを定めた根拠が

論理的に示されることの少なさに起因するものといえる。また今日では緑地配置が点的配置

からネットワーク的配置へと推移してきており、都市計画における公園緑地の位置づけの変

化に基準が追いついていない状況でもある。

そこで構築したモデルを用いて、容積率と連動した必要公園面積標準を提案する。まずオ

ープンスペースの都市計画上の役割を概観した後、我が国の公園面積標準の理論的根拠を既

往文献から類推し、その問題点を明らかにする。次に公園設置基準の制定当時に議論されな

かった市街地密度を考慮した公園面積算出のモデル式を構築し、感度分析を行う。さらに道

路密度と領域に関する知見を応用し、ネットワーク型の緑地量についても市街地密度を変数

とするモデル式の構築を行う。

5-5-2 オープンスペースの系譜10)11)

都市の空間拡大防止策として緑地を配置する方法は古くから提唱されており、グリーンベ

ルトを設ける方法(ロンドン等)、都市の同心円的発展に対してくさび形に緑地等を確保す

る方法がある。また都市内の過密緩和の方法として都市の中央に大規模公園を配置する方法

(ニューヨークのセントラルパーク等)があった。

わが国の戦後の緑地地域制は、戦後復興都市でのグリーンベルト論として位置づけられて

いたのだが、都市計画法改正 (1968 年;昭和 43 年)で廃止されている。また、これより先

に首都圏整備法の近郊地帯制度(1 0'"'-' 15km のグリーンベルトを作ろうとした)が現在の

「近郊整備地帯制度」へと改正されたことで、わが国ではスプロール化の防止をグリーンベ

ルトによって行う考え方は消滅したことになっている。これは、日本では大都市が近接して

いること、首都圏整備法等での多核拠点構想が実質的に巨大都市を許容した思想であること

と無関係ではない。更に我が国でグリ}ンベルト論がとん挫した方法論的な理由には、具体

的な誘導策に欠けていたこと、都市の独立性に固執し過ぎた点がある。この辺について緑地

制度全体で史的に捉えたのが浅田らである 12) 。ここでは、わが国の緑地計画・制度を取り上

げ、それらを「局地保全型J rゾーニング型J r空間確保型」に分類した上で、その歴史的

変遷からグリーンベルトなどの緑地確保は失敗し、局地保全型(風致地区など)にその断片的

なものが残ったとしている。そして現在では既存緑地に多目的性を持たせ、保全・活用の根

拠とする考えが主流であるとしている。
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5-5-3 公園面積標準の分類

我が国の公園面積を定めた基準は都市公園法、土地区画整理標準など多岐にわたっている。

これらは①都市公園法施行令第 1 条の 10 rrfl 人以上に見られるような 1 人あたりの必要面積

のみを示すもの、②土地区画整理標準でいう地区面積の 3% 以上としづ対象面積に対して一

定の割合を求めるもの、③都市公園法でいう街区公園や近隣公園のように一定面積と圏域と

をセットで求めるもの、とに区分できる。

表 5-8 公園面積等の基準

制定年 計画標準 内 奇~唱 根拠法等

昭和 8 年 土地区画整理設計標準 公園面積基準 (地区面積の 3% 以上) 内務次官通牒

昭和 30 年 土地区画整理設計基準 公園面積基準 (3 rd/ 人かっ地区面積の 3% 以 土地区画整理法施

上) 行規則第 9 条 6 号

昭和 31 年 都市公園設置基準 面積標準 (6 rd/ 人、 3 rd/ 市街地人口) 都市公園法施行規

則第 1，2 条※

(1 0 rd/ 人、 5 rd/ 市街地人口) 都市公園法施行令

第 1条

昭和 32 年 都市計画一団地の 公園面積基準 (3 rd/ 計画人口かっ団地面積の 建設事務次官通達

住宅経営計画標準 3% 以上)

昭和 37 年 首都圏市街地開発区域 公園面積基準 (団地面積の 3% 以上) 建設事務次官通達

工業団地造成事業計画標準

昭和 44 年 開発許可基準 公園面積基準 (区域の 3% 以上) 首都圏整備委員会

(5 ha 以上の開発行為)

昭和 50 年 住宅街区整備事業設計基準 公園面積基準 (地区内の 3% 以上) 都市局長通達

昭和 52 年 緑のマスタープフン策定 緑地の確保 (市街地区域面積に対してい 都市局長通達

要綱 目標水準 30% 以上)

都市公園等の (20 rd/ 住民 1 人)

整備目標水準

昭和 55 年 避難地の基準 10ha 以上の公園等 建設省告示

※改正前の値

①は換言すると、 1 人あたりのサービス水準を考慮したものであり、既に昭和初期の時点

で運動公園 3.3 rrfl 人、都市公園 3.3 rrfl 人、自然公園 6.6 rrfl 人、合計で 13.2 rrfl 人を最小値と

すべきと提案されていたと言う問。しかし原単位の求め方が識者、時代によって異なり、 1

人あたりの必要量を固定的に取り扱うことの難しさが指摘されている附。特に将来人口を推

定することが困難なこととして認識されていたため、その後 1 人あたりの公園面積を基礎と

する考え方が発展しなかったと見てよい。

そこで都市全体の 8""' 10% を公園面積にあてる、いわゆる"一割論"が簡便な方法かつ妥当

な数値として支持されてきた。例えば我が国の土地区画整理標準でいう地区面積の 3% がこ

れにあたる。この数値が初めて示されたのは内務省全国都市計画主任者会議(大正 13 年)

であり、次いで「土地区画整理審査標準(昭和 2 年)J の中で「公園緑地として施工面積の

3% 以上を留保すること」が明記された 15) 。さらに「土地区画整理設計標準(昭和 8 年)J へと

継承され、今日の多くの基準に準用されている 16) 。

この数値の根拠を示したものが北村徳太郎らの論文 17) と言われているが、論文が先か基準

値が先かは不明で、公園用地費が事業費の約 3% にあたる所より帰納したと言う説もあるほ

どである。結局のところ、この 3% の根拠については明確でなく、愛知県区画整理の実務者
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例会(昭和 12 年)での r( 前略)・・英国、独乙でも 10% であり、日本の如く土地が集約的であり

空地をとるのに困難な処では 3 % 位がいいであろうといふ・・(後略 )J 18) の発言に見られるよ

うに、当時の欧米諸都市での公園面積が都市の 10"""""20% 程度というデータをうけて日本で

は3% 程度で良いと判断された、と考えるのが妥当であり、むしろ行政目標として解釈すべ

きなのかもしれない。

なお北村は 3 % 保留以外の基準が(昭和初期において)積極的に支持されなかった理由の

一つに、容積制が確立されていないことをあげているという 19) 。

現行の制度では、近隣公園とその補完的な意味として地区公園を位置づけ、これらを併せ

て住区基幹公園としている。これは近隣住区から地区レベルへの計画基礎単位の拡大を意味

している。なお計画基準は住居系を主に考えられており、商業地や業務地域での公園基準は

設定されていない。
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5-5-4 既往文献にみる数値の考え方

ここでは既往の論文をたどりながら、我が国の公園面積と圏域とをセットで捉える公園面

積標準の数的根拠について見ていくことにする。

( 1 )北村による算定明

北村は英米独各国の研究等を紹介しながら、我が国の人口一人当たりの公園面積を求めて

し1る。

例えば年齢によって必要面積が異なる点は各国ともに同じであるが、その根拠について幼

児には砂場だけでょいとするもの(英)、砂場だけでなく遊具も必要とするもの(米)、公園利

用時間については米国が周辺住民の1/ 3"' 1/ 4 が利用と言う観察結果を基にしているのに対し

て、独では子供には 2 時間/日の遊ぶ権利があるとする考えを基にしている等を紹介してい

るが、これらの比較は今日においても興味深い。

次いで、これらの結果を参考にして年齢階層別の必要公園面積、利用率等から東京市での

人口 1 人当たりの公園面積は 1坪(=3 .3 rrf) という結論を導いている。なお同論文で示されて

いる計算表の一部に加筆したものを表 5-9 に示す。このような年齢別必要面積や利用率とい

う概念は、次の横山論文でも同じく用いられてし、く。

表 5-9 東京市民一人当たり運動場面積計算表

a b c d=b/c e = d/a 
年齢階層 人口比 必要面積 回転率(回/遇) 1人あたりの公園面積 対人口比でみた

ーーーー__ctL__ ー
(%) (坪/人/週) (坪) 必要面積 (坪)

ーーーー・・司・ーーーーーーーー・・-ー ーーーーー・圃骨ーーーーーーーーーーーーーー圃咽輔骨骨

坪×日 回/日×日

0- 6 13 1 x 6 3X6 0.3 3 0.04 

6-10 6 1 x 6 3X6 0.33 0.3 3 

10-14 7 10 x6 2X5 7.6*) 0.5 6 
3X 1= 言十 13

15-35 15 25 x 1 2X5 2.08 0.3 
(男) 2Xl 

5X 1= 言十 12
15-20 10 10 X 1 " 0.80 0.08 

(女) =計 12

合計 1. 0 

*)原文のまま

(2 )横山らの研究 21)

都市公園設置基準の根拠と見なせる横山らの研究について整理する。街区公園、近隣公園、

地区公園はおおよそ同じ手順で求められており、それらを図 5-12 にまとめた。これらはま

ず公園の利用圏域について公園を中心とする距離によって設定し、次いで人口を外生的に与

えて、この圏域内の年齢層別人口を人口比より求める。対象者全員が同時に公園を利用する

ことはないとして利用率を設定し、最終的な利用者数を得ている。この利用者数を施設(テ

ニスコート、ブランコなど)毎に振り分け、これら施設を仮想的にレイアワトし、得られた

結果を基に公園面積を規定している。
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデ、ルの構築

1 )児童公園(現在の街区公園)

1辺が 1，000m の矩形を対象近隣地区(住区)と想定し、住区人口を 10 ，000 人、住区内に 5

ヶ所(うち 1 ヶ所は近隣公園を兼ねる)公園を設置することから、 2，400 人/箇所と考える(原文

のまま。本来なら 10 ，000/5 =2 ，000 人/箇所となる}。またブランコなどの施設面積の合計が

1，380 nf 、次いで、仮想、設計を行って、植裁その他施設が全体の 45% を占めるとし、最終的に

2，500 nf を得ている。

2) 近隣公園

近隣公園では少年(1 0""' 15 才; 1，230 人)の利用が加味される。また、この公園は児童公園

も兼用しているため、児童公園の 2，500 nf を加え、更に一般利用者の 8，000 nf (原文では根

拠が示されていなしつを加えて、 2.0ha としている。

結局、近隣地区内には、近隣公園: 2.0ha 、児童公園 (0 .2 5ha x 4=)1.0ha で合計 3.0ha の公

園があるので、先の仮定の地区内人口が 10 ，000 人であることから、

3.0 / 10 ，000 3 nf/ 人

という計画目標値を導いている。

3) 地区公園

1地区は 4 近隣住区から構成されるとし、対象人口を 40 ，000 人、利用者層を 15""'50 才

(全人口の 56 .4%)としている。これより公園利用者数は

40 ，000 x 0.564 = 22 ，560 人

この層が同時に公園を利用する率を 1125 (=4%) 、さらに運動を行う利用者は、この内の

15% と仮定している。この公園利用者は運動利用者のみとする。

22 ，560 x 0.04 王子 900 人

900 x 0.15 135 人

この 135 人をテニスコートやノ〈スケットコート利用等に分配し、それぞれの仮想設計面積

を積み上げてお，000 nf が必要としている。さらにその他施設に 50% が必要という仮定より

25 ，000-;'- 0.5 = 50 ，000 nf (=5.0ha) 

を得ている。

4) 都市公園

都市公園の誘致距離は徒歩で 30 分、距離にして 2，000 m としている。これより 1 辺が

4，000m の矩形 1，600ha の中央にーヶ所に設置されるとしている。さらに平均人口密度を 100

nf/ 人とし、誘致地区内人口を 16 万人としている。この仮定から各年齢別人口による施設利

用率を仮定し、それぞれの年代に必要な面積を合算して 5.0ha とし、さらに植栽地の率から

50 ，000 -;.- 0.5 100 ，000 nf (= 10.0ha) 

を得=ている。

(3 )近隣住区論

街区公園や近隣公園と言った我が国の都市公園は近隣住区の影響を受けていることに異論

はないだろう。ここでは比較のためにペリーの近隣住区論22) における地区範囲と人口の設定

について見ておく。
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地区範囲は 1小学校の校区であり、学校までの限界徒歩圏を1/ 2 マイル (=805 m) とし、

地区面積を 160 エーカー(1/ 2 x 1/ 2 マイノレ=64.75ha) としている。また 1 小学校の収容可能

な児童数は 800----- 1200 人であるとし、全人口の就学年齢 (6-----13 才)比より地区全体の人

口について 4，800-----9 ，000 人を得ている。

160 エーカ一規模の開発では地区面積の 10% をオープンスペースに割り当てた方が不動産

価値との関係から経済的に採算がとれると言う当時の業務上の習慣を基に、公園面積を 16

エーカーとしている。

なお、この公園ユニットをさらに細分化すると言った段階的な公園計画理論は見ることが

できない。

11 

Il 

児童公園(街区公園) 近隣公園 地区公園

地区範囲 E I 250 X 250 1，000 X 1， 000 2，000 X 2， 000=4k rrf 
(=歩ける範囲 I

↓ 2，400 人 2，400 人 10 ，000 人 40 ，000 人

↓56.4 見対象人口 I 17.3 目 I 8. 1% 112.3 目

I J (3~5 才)卜(6~9 才 I OO~15 才)ド 146 人 1位人 1，230 人
利用率 (1 /叫 r ↓¥1 /3) ↓附↓ (ν 5 ) m 人

22 ，560 人

~O 似O 日)

利用者数 150 :'人 54 人 246 人 l 

目 1 _ •.. 1 __，，， 1 __ ，，， 1. (諸施設)・1 6 rrf/ 人 1 20 rrf/ 人 | 人 |
↓↓ ↓↓ +  

必要施設面積 I 300 rrf 1. 080 rrf 7.380 rrf 25 ，000 rrf 
(仮想設計による. L-..， ' ↓ | 

↓ 目別 d一一一→ 8，760 rrf 1 -=-0.5 

I . n ~~↓↓ 
圃~ -;-U. DD 1~，000 rrf r品 5 2 ) 1 0 4 a | ( + m o o d
ー + 一般住民利用) (現行法は 4.0ha)

2.0ha 

図 5-12 必要公園面積算定の流れ

(4 )考察

これらを通じて、以下の点を指摘しておく。

ペリー

1/ 2mile=805m 

160ac=64.75ha 

4 ， 600~9， 000 人

+一一一 10 世

16ac = 6.5ha 

〈内訳〉

-学校の運動場 3ac
・遊び場 5.5ac( 野球場 2面)

.テニスコート .25ac
(コート 12 面とクラブハウス)

.公共広場 2.25ac
・緑地等 3ac

・当時の欧米の公園計画の影響から利用者の年齢、利用時間、利用回数等を細かに想定し

ていた。ただ用いられている利用率やその他施設の比率などの根拠に不明瞭な点が多い。

・公園が主に運動施設から構成されているのは、当時の「体力は国力なり J とする「運

動」へのこだわりと考えるのが妥当であろう均。このことは現在の公園の多様な利用形

態と一致していない。

-当時の年齢別人口比をもとにした利用者数の設定や公園利用層を年齢で限定するという

前提等も現在の利用形態と合っていない。

-災害時における避難地として公園が指定された場合、公園が地区住民に同時利用されな

いことを前提とする利用率の導入には疑問が生じる。

-設定当時、都市計画全般に容積率のような市街地密度をコントロールする視点が組み込

まれていなかった。そのため人口密度を固定的に扱わざるを得なかったことから、市街

地密度の違いに配慮できていない。
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

5-5-5 市街地密度を考慮した街区公園の面積標準

前節の考察の中で指摘した事項のうち、街区公園の面積標準が市街地密度と対応していな

い点に着目し、本節では街区レベルを例に市街地密度を考慮、した公園面積標準の求め方を考

えてみる。

( 1 )使用するデータと式

既に見たように容易に歩いて到達できることが圏域の目安になっている。ここではバス停

間隔などを参考に 250m を半径とした圏域とする。

250X250Xπ=196 ，350 rrf 

次に、地区は公園と宅地のみで構成されると考え、延べ床面積は係数αによって人口に比

例し、また公園面積が係数 3 によって人口と比例関係にあるとする問。これより次式の関係

が成立する。

A = AA +A町 ( 1 )

( ATF =AA(FAR I1 00) 、P L =αATF 、Aos= sP L=αsATF ノ
_. FAR 

A" ，. = α:sA. ー一一一 (4) 
n 100 

A: 地区面積、 AA: 宅地面積、 Aos 公園面積、 PL : 可住人口、 ATF :延べ床面積、

FAR: 容積率(%)、 α: 床面積あたりの可住人口(人 /rrf) 、s : 1 人あたりの公園必

要面積(rrf/ 人)

パラメーター αの設定については、土地区画整理の人口密度の設定例を参照した25) 。そこ

では平均宅地規模を 150 rrf(45 坪)、一世帯あたり 3.5 人としている(平成 12 年国勢調査に

よる全国平均は 2.76 人/世帯、第 2 章で取り上げた岐阜県平均は 2.92 人/世帯)。

これより単純に一人あたりの居住面積は約 43 rrf/ 人となり、ここではαを 1140 とした。

ただし、これらの条件では公園以外の公共用地を考慮していないため、地区内人口を多く

含むこととなり、実態と大きく帯離する結果となる。そこで、公共用地の中で、基礎的かっ面積

の占める率の高い道路用地を含めて考える。道路面積も容積率と関係づけて考えられるが、

道路そのものが容積率に関わらず一定以上の面積が必要であること、モデルを簡潔にする、

との理由から一定値(率)を与えるものとする。この値は都市計画道路の設置基準などを参考

に、計算の簡単のために地区面積に対して 25% を占めるものとした26) 。

これより(1)式は次式となる。

A=AA + Aos + Ar 
Ar: 道路面積(=0.25A)

また現行制度における容積率の指定範囲は特例を除いて住居系で 400% 、商業系では

1，000% までとされている(建築基準法第 52 条)。そこで容積率は 100% からし000% の範囲

とした。ただこの時、厳密には容積率が 500% から 1，000% ではαも商業系の値を用いて整合

を図るべきではあろう。しかし容積率によってパラメーターを変化させるとモデルの特質を

把握する時には煩雑となる。このため、ここではαは一定値とした。

こうした条件で対地区公園面積比と容積率の関係をまとめる。なお 3 が 1 、 2 、 3 rrf/ 人

での 3 ケースとした。
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(2 )結果

容積率と対地区公園面積比との関係を図 5-13 に示す。この図では、対地区公園面積比が

3% 以下となるのは、一人当たりの公園面積が lrrt かつ容積率が 200% 以下の場合と、一人当

たりの公園面積が 2rrf かつ容積率が 100% の場合である。それ以外の場合では対地区公園面

積比は 3% 以上となる。

号也

地 圃日当

区図。=1

公

園

面

積

上じ

容積割目)

図 5-13 容積率と地区に対する公園面積の比

同図はまた、容積率により対地区公園面積比が可変値となることを示し、高容積地区では

公園面積がより多く必要となると言った傾向を示している。例えば 8が 3 の場合、容積率に

よって対地区公園面積比は約 5"-'32% となる。

なお、このモデ、ノレで、はパラメーターの設定によって結果が異なり、場合によっては窓意的

な操作が可能となる点に注意が要る。

例えばαは用途によって変わるものであり、商業地ではより人口密度が高くなり、更に多

くの公園面積が必要となる。

また r1 人当たりの利用率」という概念を持ち込んだ場合を考えてみる。容積率が

1，000% で、 8が 1の場合、対地区公園面積比は 15.0% であるが、利用率を 115 と設定すれば、

対地区公園面積比は約 3% となり、現行の基準値を満たすことになる。
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第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築

5-5-6 緑地網と市街地密度との関連性

公園面積標準では全量に占める割合のみを示しており、配置については規定していない。

そのため例えば市街地周辺に大規模緑地が配置される等、オープンスペースの遍在が生じる

ことがある。

そこで「緑のマスタープラン」等で見られるように、従来の点的配置からネットワーク的

配置へと緑地配置の考えが変わりつつある。そこで、このネットワ}クの量的な目安につい

て考えてみる。

ここでは道路密度と領域との関係を求めた研究2η を参考にして求めてみる。同研究では厳

密な値でないとしながら、次の近似式を得ている。

ミ
¥ 
¥ 
、戸一一

¥ ¥ A . / ¥  
¥ . / 1  / ¥ /  

¥ ¥  ， /  ¥ー・/

ー¥>之、 J人
;' " 司、 、 ¥ / ¥

/ ' 、 ¥ ¥ ¥ / ¥ 、

企 / ¥ メ、、、

/ ' ¥ 、ノ〆 ¥ ¥ ¥

/¥ 
/ 

面積:S

図5-14 面積Sの領域と総延長A の道路網

図 5ー14 に示すような面積 S の領域があり、この中に総延長A の道路網があった場合、そ

の道路網の交点聞の平均距離は

ご π S=一・一 (13) 
2 A 

で表される。これは辺長ごの正方形の地域を示したものとも解釈できる。この式から面積と

ネットワークの総延長が既知であれば網間隔が得られるわけで、これを応用して、緑地ネッ

トワークの網間隔を求めてみる。

まず緑地ネットワークの総延長は得られる空地量を緑地幅 w で除したもので得られると

し、地区は緑地ネットワークと建物と道路によって構成されるとした。条件等は先の 5 ー5

- 5 と同じとし、これより(1 3) 式は次式となる。

5 π S  7r A 
=一一・一一=一一 .w 一一一一

2 A 2 A 山

A =Aos/w 、 S=A (=AA+Aos+Ar) 

・・ ~= 互 .w~αβ . FAR + 100 )AA + 100 Ar 
2 αβ .FAR .AA 

(1 4) 

S 対象領域の面積、 A: 地区面積、 A: 緑地ネットワークの総延長、 w 緑地幅、

Aos 公園面積、 Ar: 道路面積、 1;: 緑地ネットワークの網間隔、 FAR: 容積率(%)、

α: 床面積あたりの可住人口、。 1人あたりの公園必要面積

A (=AA+Aos 十Ar)

ここでαを 1140 、容積率が 100""'1 ，000% での緑地ネットワークの網間隔の変化を見てみる。

緑地幅 w が 3m 、日が 1 、 2 、 3 rrV 人での結果を図 5-15 に示す。
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問

隔

50 
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容積率(明)

図 5-15 容積率と緑地れトワークの網間隔(α=1140 、w=3m)

次に 0 を1 rr f!人とし、緑地幅 w を 3'""6m で、変化させた結果を図 5-16 に示す。

(m) 

600F6 

500 

400 
網

間

隔

200 

100 

100 200 300 400 500 600 700 800 900 1，000 

容積率(首)

図 5-16 容積率と緑地ネットワサの網間隔(α=1140 、s =1) 

これより一人当たりの必要公園面積。が少なくなると緑地ネットワークの網間隔は広くな

り、容積率と緑地幅 w が小さくなると緑地ネットワークの網間隔は狭くなることがわかる。

また例えば、この図 5-16 と都市計画道路の設置基準での住区幹線道路の間隔が 250 m 、

区画道路のそれが 100 m で、あることを照らし合わせると、容積率が 100'""200% 、かつ緑地

幅が 3m 以上の場合において、一人当たりの必要公園面積が 1 rrU 人を満たす緑地ネットワー

クが成立する。

これ以外の高容積率では、より細かな緑地ネットワークが必要となる。この場合、街区よ

りも建築敷地の周りに緑地が配されると解釈する方が、緑地ネットワークの成立を考える上

では現実的である。

いずれにしても容積率によって緑地ネットワークの網間隔(網密度)が可変的となること

が示された。

なお、ここでもパラメーターによっては得られる結果が異なることを指摘しておく。

- 120 -



第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデ、ルの構築

5-5-7 小括

本節では我が国の公園面積基準を 3 つに分類し、それぞれの根拠を類推して問題点を把握

した。さらに制定当時に議論されなかった市街地密度を考慮した公園面積基準を求めるモデ

ル式を構築した。また緑地ネットワークについても市街地密度とのモデ、ル式を構築した。こ

れらを通じて以下の知見と課題を得た。

1) 公園面積標準の規定方法のうち、 1 人当たりの公園面積を規定する方法は、実務では

支持されてこず、地区面積に対する比率による方法が主であった。この比率について

は実証的研究を基にしていたことが推定できたが、我が国で多く用いられている 3% の

根拠は不明であった。また公園面積と圏域とをセットで規定する方法については、そ

の導出過程で示された数値の根拠に暖昧な点が多く、また理論的枠組みについても利

用者を年齢別に限定していたり、公園利用の形態や公園緑地に求める性質が現在の公

園利用とは著しく異なるなどの問題があることがわかった。

2) 容積率を説明変数として公園面積を算出した結果、対地区公園面積比は可変値となる

ことが明らかとなった。また緑地ネットワークにおいても現実の町並みを考えると整

合がとれるのは限られたケースとなることがわかった。

なお今後の研究課題として、以下の点の整理が必要であることも示しておきたい。

1) 従来の公園面積基準は計画的住宅整備を暗に仮定しており、既成市街地や商業地等で

の公園整備については未整理であるとしてよい。そうすると、例えば既成市街地の公

園整備の目標値を考える上では、既存公園を中心とする圏域内の人口のコントロ}ル

の方がむしろ中心的課題となるかもしれない。このように実態に即した公園の整備手

法や評価指標といった点も含めた総括的な整理が必要である。

2) 本節で用いているモデル式はパラメーターによって結果が異なる。特に 1 人当たりの

公園面積や利用率等を恋意的に扱えば如何様な結果にもなりうる。これについて現時

点で筆者は、パラメーターの持つ意味、例えば 1 人当たりの公園面積などは関係者の

合意を得ていくための目標値として柔軟に扱えばよいと考える。そのためには現在の

公園利用の形態、 1 人当たりの必要公園面積、公園利用率等についての実証的な研究

の整理が待たれる。

3) 本節で提示した緑地ネットワーク密度を求めるモデルは、人口密度とのバランスに基

づくものである。緑地ネットワークの量的評価にはヒートアイランド、生物相への影

響など多くの観点からの検証が必要であることに論をまたない。
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5 - 6  容積率を用いたエコロ ジ カ ル ・ フ ッ ト プ リ ン ト に よ る 環 境 負 荷

改善策に関する考察

5-6-1 概要

地球環境に対する人間活動の負荷を表す指標としてエコロジカル・フットプリント(以下、

EF とする)やエコロジカル・リュックサックが着目されて久しくなっている。 EF では、 1

人あたりの食料等の消費量をベースに必要面積を求め、この数値から消費効率やライフスタ

イルについて議論されることが多い。

一方、都市計画の分野では、環境負荷への関心から、コンパクドシティや循環型都市と言

った都市形態に関する議論が続けられている。

本節では、 EF が人間活動の環境負荷を表す面積指標であることに着目し、環境容量によ

って都市形態が規定されるとの考えから、土地を高密度に利用することによる環境負荷の改

善の可能性について考察を加える。具体には、地区面積を所与とした場合に容積率を外生的

に与えることで、土地利用比が内生的に決定されるモデ、ル式を導出する。このモデルを我が

国の行政区域に適用し、現在の土地利用状況との比較から、環境負荷の少ない土地利用計画

の可能性について考察を行う。

5-6-2 背 景

( 1 )エコロジカル・フットプリントの定義

エコロジカル・フットプリントは、直訳すると「生態学的な足跡」となり、 「ある特定の

地域の人間活動を行うために直接的・間接的に消費している土地面積の合計J と定義される

28) 。すなわち、経済活動による環境への負荷量を土地面積で表現する分析手法である。経済

活動による環境への負荷量を土地面積で表現する分析手法であり、具体的にはエネルギーや

食糧、木材調達のために依存している土地、あるいは居住や産業活動のための直接的に消費

している土地を 1 人当たりに換算した数値を求めることになる。

ここで W.E.Rees ら29) による EF 値の算出方法を見ておこう。

まず一定面積を与え、その範囲における財の消費と生産とを考える。

Ajd(p)= ム
pj 

(1 5) 

Aid (p) :財 i における一人あたりの要求面積(h a/人)、 Ci: 1人あたりの年平均消費(k g/

人)、 Pi: 面積当たりの年平均生産量(k g/ ha) 、 i: 消費財

さらに、消費財は 23 項目に及ぶとして、その合計を 1 人あたりの要求面積(h a/人)とする。

Ad(p)= L A/(p) 

地区全体の値は、この 1 人あたりの要求面積と人口との乗数から得られるとしている。

A d = P .Ad(p) (1 6) 

P: 地区人口(人)

なお、この導出の前提には「人間の資源消費は何らかの足跡を残すJ r消費のフローは計

測可能である J r一人あたりの消費や生産には差がなしリ 「一つの土地には一つの用途しか
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利用できなしリなどがある

また、森林要求面積に化石燃料の燃焼によって排出される二酸化炭素の吸収面積が含まれ

るように、要求面積にはストック消費が含まれている。

(2 )エコロジカル・フットプリントによる環境改善のシナリオ

既往研究では、現在の土地面積 (A
n
) に対して EF の原単位から要求される土地面積

(A
d
) との比 (A

d
/ A

n
) を求めている。和田によると、日本の場合、約 13 倍の国土面積が

必要になると言う 30)0 WWF では「環境影響範囲J として国別にその値を公表している 31) 。

これによると地球全体では 1979( 昭和 54) 年に環境収支が赤字へと転じ、 1999( 平成 11 )年で

約 23 億 ha の赤字であると言う。この赤字については、地球全体ではストックされた化石燃

料を消費することで補填していると解釈されている。

次に、こうした理解から環境収支の改善シナリオについて議論が進む。先の(1 5) (1 6) 式に

即して考えれば、比 (A
d

/ A
n
) が1 以下となる改善シナリオについて考えることになる。現

在の面積 (A n
) は増やせないので、要求面積 (A d

) を減少させる必要がある。その場合、

(1 6) 式から「①人口 (P) の減少J と「②一入あたり要求面積(A ヤ))の減少」の 2 つの方法が考

えられる。更に、(1 5) 式から②を「③ 1 人あたりの年平均消費(Ci) の減少J と「④財の生産

量の向上(p i )J に分解することが可能であり、結果的に 3 つのシナリオを示すことができる。

EF を巡る議論のうち、ライフスタイルの改善は③に該当し、ワイツゼッカーら 32) のファ

クター4 によるエネルギーの効率的利用といった対応は④としてよい。

また国別の EF 値の改善には、 EF 値をその国の枠内に収める方法と、地球全体で平均化

した目標値に各国が収飲する方法の 2 通りが考えられる。前者は、人口過多な途上国の場合、

更に EF 値を下げることが生活水準の質的低下を求めることとなり、容認できないと言う。

逆に、後者は EF 値を増加させても良いと言う議論になってしまい、当該地域における環境

負荷が増大することになるお)。

以上のようなジレンマは 1 人あたりの消費(Ci) のみに着目していることに起因している。

従って、途上国では人口を抑制したり、先進国では消費性向の改善を行うなど、先の 3 つの

対応策を複合的に捉えて考えるべきであろう。

ちなみに WWF では上記の①③④に加えて、 「生態系の保全と生態学的サービスの維持」

を政策の選択肢としている。

(3 )研究の位置づけ

我が国の状況を先のシナリオに即して考えてみると、①のみでは人口を 1110 近くに減少

させないと環境収支が均衡しないため、③と④について考えていくことになる。つまり、我

が国では人口の抑制よりも、消費効率の向上や消費性向の改善に比重をおく方が現実的であ

る。それでも、にわかに合計で 13 倍のような消費効率が改善された生活をおくることは困

難であろう。

本節では、土地利用計画の立場に着目した新たなアプローチの可能性を考える。

今、宅地と森林の 2 用途からなる地区を考えてみる。なお議論を単純化するため、両用途

共に同一面積とする(図 5-17 上段左)。これまでの EF では、直接的消費の対象となる宅

地については面積を固定し、エネルギー調達と言った間接的消費の対象となる森林面積は上
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限なしと仮定していた(同図上段右)

現実の土地利用計画に EF の知見を反映させようとすると、地区面積は現状で固定した方

が良い。従って、改善シナリオとしては「①人口(P) の減少」と「②消費の改善」の 2 通り

が考えられる(同図下段①②)。

既往研究は“人口の収容"つまり人口密度を暗に一定であると仮定していた。しかし、こ

こでは新たな変数として容積率を導入し、人口密度を操作変数とする。仮に人口密度、つま

り土地利用密度以外の与件が不変の場合、土地利用密度が上がれば宅地面積が減少し、宅地

に利用していた土地を森林に振り替えることになる。その結果、現状の森林面積が要求面積

に近づくことになり、改善率は当初よりも低くなる。

また、 EF は国や地球と言った大きさで論じられるケースが多かった。しかし循環型社会

の構築が、より小さな地域で図られるべきであることを考慮すると、地域単位の指標を用い

た政策的議論を進めていく必要がある。このような地域を単位とする環境負荷の定量化を目

的とした研究としては、都道府県別に環境負荷量を求めた研究34) や江戸時代の石高に注目し

た研究35) がある。

本節では、以上の既往研究をふまえながら、我が国の都道府県や市町村レベルで、も試算を

行い、提案したモデルの検証を行う。

1 人あたりの森林要求面積 Awd(p) : 2 rrU 人

①人口抑制

Aw
n
:1O rrf 

A/: 1O rrf 
P: 5 人

d 
dW(pH)I --

2 rrU 人

図 5-17

②消費改善

|ん，": 10 rrf 

AA
n
:1O rrf 

P": 1O 人

c 

Aw t(dP)l: 人

要求面積

Awd:20rTf 

③本研究の立場

C: 15 rri 

AA: 5 rri 

P": 1O 人

Awc(P}: 

1.5 ml 人

EF の改善策と本研究の考え方
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5-6-3 モデル式の考え方

次に EF を制約とした土地利用比率を同時に決定するモデル式の構築を行う。

先のモデ、ル式のうち、議論を簡単にするために対象範囲が宅地と森林の 2 用途で構成され

ると考える。宅地の延べ床面積は係数αによって人口に比例し、また森林面積が係数γによ

って人口と比例関係にあるとする。これより次式の関係が成立する。

A=AA+A w 

ATF=AA'FAR 

P L =αA 1下

Aw γP L = αγ AA'FAR 

AA =A /(1 + αγ FAR) 

(1 7) 

A: 地区面積、 AA: 宅地面積、 Aw 森林面積、 P L : 可住人口、 ATF :延べ床面積、

FAR: 容積率 (0 ，1ム・・n) 、α: 床面積あたりの可住人口(人 /rrf) 、γ 1人あたりの

森林要求面積(=Aid (p) ; rrf/ 人)

ここで次の 3 時点を考える。なお、各時点とも人口 P L は不変とする。

まず、初期段階として「現状レベル」がある。

Aw n γn'P L
n= γn・α'AAn'FAR n (1 8) 

添字 n 現状レベル

この現状レベルでは、森林面積(Aw n)と人口 (P L
n)から一人あたりに割り当てられる森林面

積(γ n) が求まる。

次に、一人あたりの要求面積をベースにする時点として「要求レベルJ を考える。
d _  d_nn_ d___An_ T:' Ann 

Aw U γ ・P L ー γ ・α'AAn'FAR n (1 9) 

添字 d: 要求レベル

この時、宅地面積は現状レベルと同じとする。一人あたりの森林要求面積(γ d) は現在の生

活パターンから外生的に与えられ、森林面積はγd に連動して可変するものとする。我が国

では、

Aw
d
/ Aw

n ~ 1 
であることは、容易に想像できる。

最後に、容積率を操作することで得られる「変更後レベノレ」を考える。ここでは地区面積

が一定で、森林面積(Aw) と宅地面積(AA) が変化する。

AA
C 

P L
n 
/α・FAR

C

Aw
C 

A -AA
c 

.γ C =A w C 
/ (α 'AA C

・FAR C
)

添字 c: 変更後レベル

(20) 

この式では容積率(FAR C
) を与えることで、宅地面積(AA C

) と森林面積(A w
C
)が求まり、これ

から変更後の一人あたりの森林要求面積(γ C) が決定される。この時、

Aw
C

/ Aw
n > 1 

となる。

以上を整理すると、 EF に関する多くの議論は比(Aw d / Aw n) を問題としてきたが、容積率
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という土地利用の密度の概念を導入することで、新たな比較対象として(Aw d I Aw c)を得る。

我が国では、おそらく

Aw
d > Aw c > Aw n 

となるので、

AwdlAw n > AwdlAw c 

としてよい。

これは容積率を操作対象とすることで、宅地面積の増減と森林面積のそれとが応答関係と

なり、結果的に 1 人あたりの森林要求面積(γ) の改善率の減少につながることを意味してい

る。

<現状レベル>

4二1-

<要求レベル>

変更後に創出される

<変更後レベル>

図 5-18 容積率と面積との関係

さらに、(1 7) 式を面積比で整理すると

AA: Aw = 1/ (α ・FAR) γ ( 2 1 )

となる。これは現在の土地利用や人口と言った場所の特性にかかわらず、パラメーターと容

積率により土地利用比が一意に求まることを意味している。つまり、その土地が平地である

か、山地であるかにかかわらず同一比率の土地利用を目標として掲げることになる。例えば

都市部でも、森林の中にピ、ル群が点在するようイメージなのである。
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5-6-4 ケーススタディ

本節で、はモデル式を拡張し、我が国の幾つかの自治体についてスタディを行う。

( 1 )モデル式の拡張

先のモデ、ル式の土地利用を宅地と森林に加えて、農用地とその他(河川や道路などの公共

用地など)で構成されると考える。 EF が考慮する項目は、これ以外にもあるが、土地利用

に直接的に反映される項目に限って考える。

なお、農用地面積は係数。によって人口と比例関係にあり、その他面積は係数 E によって

地区面積と比例関係にあると仮定する。これより、次式の関係が成立する。

A=AA + AAG + Aw 十A th

AAG= αsAA 'FAR 

A w γ P L = αγ AA'FAR 

A th = E A 

A ， = (1 - s)A 

1+αβ .FAR + αr .FAR 

(22) 

AAG 農用地、 A出:その他面積、。 1 人あたりの農用地要求面積(ぱ/人)、 E 1 

人あたりのその他の要求面積(rr I!人)

(2) 使用するデータ

1 )対象地域

ケーススタディは、①日本全域、大都市圏として②東京都、中山間地域を抱える自治体と

して③岐阜県、地方都市として④岐阜市を対象とする。

2) 面積・人口

現況の土地利用面積として、岐車市については「岐阜市統計書(平成 13 年版)J を用い、

それ以外は「平成 11 年度土地利用現況面積一都道府県別一(土地所有・利用の概況:国土交

通省調べ)J を使用した。なお岐車市については、水面・河川・水路および道路をあわせて

「その他」とした。人口は平成 12 年度の国勢調査による。

3) パラメータ-

表 5-10 各区域別人口 (P L) 単位:人

全国 | 岐車市

126 ，925 ，843 I 402 ，751 

岐阜県 | 東京都

2，107 ，700 I 1抑制l

EF の原単位は WWF の算出結果を用いた36) 。WWF では①耕作地、②牧草地、③森林、④

漁場、⑤住宅などのインフラ、⑥エネルギーの各フットプリント値を求めている。なお、こ

こで言うエネルギー・フットプリントとは「エネルギー消費に伴って排出される二酸化炭素

を吸収するのに必要な森林」としている。そこでパラメータ~ß として、①耕作地の値を用

い、 γとして、③森林に⑥エネルギーを加えた値を用いる。パラメーターαは、土地区画整

理の人口密度の設定例37) を参照し、1/ 40 とする。またモデルを簡潔にするため、 E =0 .2 5 を

与えるものとした38) 。
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表 5-11 要求レベルにおけるパラメーター(単位: ha/ 人)
d 

α 

0.025 

4) 容積率の範囲

d 
O 
0.4 7 

| FAR d 

対象地域の現行制度における容積率の指定範囲は、特例を除いて住居系で 400% 、商業系

では 1，000% であった。そこで、容積率は 100% から 1，000% の範囲とした。

5-6 ー 5 方法

以下では、現状、要求、変化後の 3 つの状態について各変数を算出し、比較を行い、モデ

ル式に検証を加える。

5-6-6 結果

(1 )現状レベル

現状の土地利用面積等を表 5-12 に示す。

岐阜県は森林面積が 8 割超と全国平均より高く、東京都は農用地が 4 % 程度と少ない。岐

車市は各用途がほぼ等分されている。また、東京都の一人あたり宅地面積は全国値の半分ほ

どでしかない。

表 5-12 土地利用別面積(現状)

計
宅地 農用地 森林・原野 その他

AA
n Aag n 

Aw
n A th

n 

全国 37 ，275 ，748 1，752 ，343 5，007 ，584 25 ，389 ，645 5，126 ，177 
4.7% 13 .4% 68.1% 13.8% 

岐阜市 19 ，512 4，849 4，010 6，236 4，417 
24.9% 20.6% 32.0% 22.6% 

岐阜県 1，059 ，818 37 ，447 64 ，994 867 ，570 89 ，807 
3.5% 6.1% 81.9% 8.5% 

東京都 218 ，684 64 ，314 9，340 78 ，689 66 ，341 
29 .4% 4.3% 36.0% 30.3% 

(単位: ha 、構成比は面積計に対する割合)

( 2) 要求レベル

α、 ム γは前節で定めた値を用いる。容積率は現状レベルと同じとした。これは

FAR=P L/ (αAA n) 

によって求められる、いわば"見かけの値"である。

これらを適用した結果を表 5-13 に示す。改善率として現状との比を表 5-14 に示す。

このうち、宅地面積についてみると、他の地域と比べて東京都の改善率が 75% と少ない点

が注目される。これはモデルの特性から、東京都の人口が多いことに起因している。岐阜市

は、現状では東京都とほぼ同じ宅地面積比であるが、人口が東京都に比較して少ないため、

改善率が 33% と大きな減少が必要となる。土地利用比の変更を自治体別に見ると、岐阜市

では現状の森林面積を補うために、宅地と農用地を森林に振り向けようとしている。岐阜県
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では森林と宅地から農用地を、東京都は宅地と森林から農用地を増やす動きになっている

(図 5-19) 。

表 5-13 土地利用別面積(要求レベル)

計
宅地 農用地 森林・原野 その他

A/ J4aE d dw d A th
d 

全国 642 ，075 ，531 507 ，703 59 ，655 ，146 421 ，393 ，799 160 ，518 ，883 

0.079% 9.291% 65.630% 25.000% 

岐阜市 2，037 ，383 1，611 189 ，293 1，337 ，133 509 ，346 

0.079% 9.291% 65.630% 25.000% 

岐阜県 10 ，662 ，152 8，431 990 ，619 6，997 ，564 2，665 ，538 

0.079% 9.291% 65.630% 25.000% 

東京都 61 ，028 ，266 48 ，256 5，670 ，127 40 ，052 ，815 15 ，257 ，066 

0.079% 9.291% 65.630% 25.000% 

(単位・ ha 、構成比は面積計に対する割合)

表 5-14 改善率(要求レベル/現状レベル)

Adl A n A/I AA
n 

Aa/ I Aag
n Awdl Aw n 

Atl/I A th
n 

全国 16.1 0.2 90 11. 9 16.6 23.5 
岐阜市 97.9 0.3 32 47.2 214 .4 86.5 

岐車県 9.4 0.2 25 15.2 8.1 22.3 

東京都 26 1. 6 0.750 607.1 509.0 172.5 

現状 要求レベル

図 5-19 土地利用比の変更(東京都)

なお、 (21) 式で確かめたように、要求ベースでは、どの自治体においても土地利用比は同

ーとなっている。

(3 )変化後レベル

4 つの地域について、容積率を変数とした場合を考える。まず、与件の人口を収用できる

宅地面積(AA
C
)を求める。次に、森林と農用地、その他の面積を求めるが、 γc などのパラメ

ーターが未定であるため、 (22) 式だけでは決定することができない。そこで、モデノレ式が持

構成比
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図 5-20 岐車市での容積率別の面積比
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つ EF 値と土地利用比とが相似である関係を利用して求めることとした。図 5-20 に岐阜市

の結果を示す。また、各地域の容積率による比(Awd/A w
C
)の改善度を図 5-21 にまとめた。

γ今γC

400 

¥ ~  東京都
300 

200 

100 

岐阜市

一..二二 .. ~ュ・ー斗----~.... ~・竺・ー・ - ー・
岐車県. . . . . ot:.7-; :一一:- ;.7.;-7 容積率

図5-21 容積率の増減による rd
/ r" の改善度

これらから各自治体別で EF 改善のシナリオを考えてみよう。岐車県では容積率によって

改善率に変化がないため、宅地の 3/4 と森林の 3% 程度を農用地に振り替え、消費性向を 10

倍程度に改善すれば、岐阜県内で EF が達成可能となる。岐阜市も同様に、容積率による改

善よりも土地利用の変更と消費性向の改善の方が寄与している。

東京都では、容積率が 400% 以上で EF の改善率がほぼ横ばいとなっているため、住宅密

度を中程度に引き上げ、合わせて消費性向の改善を進めて行く方法が妥当と考えられる。

ただし、消費性向の改善は、岐阜市で約 100 倍、東京都では 300"'400 倍となっており、

政策的にみて現実的な水準とは言えない。

なお、岐阜市や岐阜県において、高容積化による EF の改善寄与が低い理由としては、計

算で割り当てられる宅地面積が全体の 1割にも満たず、もともと少ない宅地面積を高容積化

しても創出される森林等の面積が相対的に少ないことが考えられる。
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5-6 ー 7 小括

既往の EF 研究の多くが要求面積の改善、つまり消費効率やライブスタイルの変革を求め

ていたが、本節では新たな変数として容積率を導入し、人口密度を操作変数とするモデル式

を構築した。また、ケーススタディの単位として自治体をとりあげ、モデ、ルの検証を行った。

まず、これらを通じて得た知見を以下にまとめておく。

1 )モデ、ル式の構築を通じて、これまでの EF の改善シナリオに「土地利用密度J が新たな

選択肢となりうる可能性を示した。ただし、極端な高密度化を行っても EF 改善の寄与

率は低いと言った一定の限界も同時に確認した。

2) 自治体を単位とするケーススタディの結果、東京都では一定の高密度化による EF の改

善を確認できた。一方、岐阜県などでは、高密度化よりも土地利用の変更の方が現実的

であることが示された。

3) 提案したモデ、ルは、環境容量を制約とした土地利用計画策定の可能性を示しており、環

境容量が容積率設定の根拠になりうる可能性も示唆している。

今後の検討課題としては、以下の各項目が考えられる。

1 )モデルそのものが静的な閉鎖系を前提としているため、地域間の流動を取り扱うことが

できない。現状の地域内で補えない分は、超過していない地域との交易を通じて平準化

されると解釈できる。本来、 EF が循環型社会の構築を前提に、交易量を少なくし、域内

の物質循環を高めることを暗に求めていることを考えあわせると、地域間交易量の削減

をどのように考慮していくかが課題として残されている。

2) モデルの枠組みで、は、地域の既存土地利用特性を考慮することができない。土地利用計

画の目標値に適用する際には留意が必要である。

3) ケーススタディでは、データ整備が十分ではないことから環境負荷項目のすべてを網羅

しておらず、結果として負荷量は過小となっている可能性が高い。今後のモデル展開と

して、用途を細分化して積み上げていく必要がある。また検討成果の実用化に向けては、

モデルから得られた値を計画土地利用比の初期値とし、その後に都市施設等の配置を行

っていくことが考えられる。

4) 一人あたりの要求面積は我が国の平均値を用いており、厳密な意味での地域間比較が十

分とは言えない。今後の財の生産と消費性向に関する実証的な調査研究に期待したい。

5) 建築技術的には、建物の高層化と垂直移動施設の増加による基準階面積の減少と言った

トレードオフの関係性、建物内部の垂直移動時間と外見の物理的コンパクト性の不一致

問、公衆衛生の観点から高層住宅への疑問40) などが指摘される。現実に居住の高密度化

をはかつていくには、こうした居住環境質の劣化などの多くの観点からの議論が必要で

ある。

6) 高密度化によって減じた宅地を森林などに振りかえることを前提としているが、現実の

転用には法的な手続きをはじめとする技術的な課題がある。
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5-7 まとめ

本章では、容積率と区域面積が外生的に与えられた場合に土地利用比が同時決定されるモ

デ、ルを構築した。このモデルはパラメーター設定を介して環境容量等を組み込む形になって

おり、結果として容量制約下にある都市形態のアウトラインを土地利用比の形で得ることが

できた。

これまでにも高層マンションが建てば周辺には大量の駐車場などの空き地が必要になる等、

高層化による空間節約の減少は経験値などを元にしたダイヤグラムの形で示されていた41) が、

このモデルによって数的な取り扱いが容易となることが得られた。

また、このモデルから高密度化は土地利用の点で必ず〆しも効率的ではなく、土地利用の効

率化に限れば中密度が適当であることも得られた。

また私権制限を伴う容積率は一種の「公共の福祉」によって正当化されるが、このモデル

によってインフラ制約等を根拠とする制限実施の正当性と公共性の具体を示唆する結果が得

られた。

また 3 つのスタディを通じて、モデルの特性と現実への適用を検証した。

まず大阪市のメッシュデータを用いたスタディでは、各メッシュ(=地区)での目標土地

利用比率を導出し、メッシュ別のインフラバランスの偏在が明らかにできた。

次に我が国の公園面積標準を対象としたスタディでは、容積率を説明変数とする公園面積

の目標値が得られ、また緑地ネットワークについても同様に容積率と連動した目標値の設定

方法が得られた。

また環境容量のスタディは、エコロジカノレフットプリント (EF) を参照しながらモデル

を発展させ、東京都や岐阜県などを対象にモデルの検証を行った。

これまでの EF 研究では、消費効率やライフスタイルの変革といった改善シナリオを提示

していたが、今回のスタディを通じて新たに「土地利用密度J が環境負荷改善の選択肢とな

りうる可能性を示すことができた。ただ、極端な高密度化を行っても EF 改善の寄与率は低

いといった限界も同時に確認できた。

また環境容量を制約とした土地利用計画策定の可能性を示しており、環境容量が容積率設

定の根拠になりうる可能性も示唆している。

以上のケーススタディを通じて、以下に示すモデ、ルの適用課題も明らかとなった。

1)パラメーターや地区範囲が外生的に与えられない限り、モデルは土地利用比を自己決定で

きない。そのためモデ、ルの結果がパラメーターや地区範囲に左右されてしまう。

2) このモデルは原単位法を基礎にしているため、原単位法が持つ問題点をそのまま内包して

いる。例えば原単位は単純な積み上げ算となるため「集積の効果」を無視してしまう。ま

た例えば 1 人が占有する面積の時代的な変化といった「原単位の安定性」の問題も有して

いる。

3) モデ、ルの結果がパラメーターに左右されるため、パラメーター設定の妥当性の検証が必要

となる。それには普遍的かっ多角的な視点からの議論が必要であり、まず 1 人当たりの必
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要占有面積等の実証的データの蓄積が必要と考える。また操作可能であるため、極めて政

策変数的な扱いにならざるを得ないと考える。

4) スタディ結果は、モデ、ルの示唆する値と現実値には隔たりがあることを示しており、現実

の適用は慎重を要する。例えば 1 人当たりの公園面積などのパラメーターは整備レベルを

も意味するわけであるので、モデ、ノレの結果は関係者の合意を得ていくための目標値として

扱えばよいと考える。

5) このモデルは施設配置等を扱うことができない。そのためモデルから得られる土地利用比

を全体フレームとし、その後に都市施設等の配置を行っていくことが考えられる。

6) このモデルの決定要因は外生的に与える容積率やパラメーターであり、対象地区の地域特

性は考慮されない。つまり市街地でも中山間地でも投入要素が同じであれば、同一の土地

利用比を目標として掲げるという限界がある。

7) このモデルは一定範囲内での容積率とインフラとが均衡する静的な閉鎖系を前提としてい

る。そのため、例えば道路のようなフロー系インフラ等の地域聞の流動を取り扱うことが

できない。 EF のスタディから、域内で環境容量が超過している地域は超過していない地

域との交易によって全体として平準化されていると解釈するのが妥当だろう。この議論は

不十分なままであるが、自己完結型都市による連携42) を議論の前提にすることで、地域

間交易量の問題に焦点を絞ることができそうである。

8) 地区範囲を外生的に与えることは、インフラ利用圏の設定をモデル利用者の判断に委ねる

ことを意味している。そのためメッシュデータを用いたスタディでは地区レベルを対象と

したことで都市全体で必要な施設や利用が広域化している施設(都市公園など)が上手く

扱うことができなかった。この議論の前提としてインフラ利用圏域の検証が必要であると

考える。

9) ケーススタディでは、全てのインフラや環境負荷項目を取り上げていない。特に、どのイ

ンフラが都市容量と密接な関係があるかは未明のままとしている。

10) スタディでは、宅地を森林などに転用していくことを前提に議論しているが、現実には

法的な手続きをはじめとする技術的な課題があることを記しておきたい。
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第 6 章施策への展望についての考察

6-1 概説

本章では、これまでの検討結果をうけて今後の土地利用マネジメント施策の方向性等につ

いて考察していく。

第 2 章で我が国の低・未利用地の現状を把握した際に、データが統一的に扱われていない

課題を指摘した。そこでデータベースの構築の必要性と、これを用いた低・未利用地の再利

用を促す機構について提案する。

今後の土地利用の方向性としてコンパクトシティが志向されているが、我が国で実現する

には、第 3 章でみた区域区分制度(線引き)の強化が必要となる。ここでは地主の意識を考

え、都市のコンパクト化というマネジメントの方向と地主意向とが社会的ジレンマにあるこ

とを指摘する。その社会的ジレンマの解消策に、社会構造そのものを変化させる方法とステ

ークホルダーの意識変化を促す方法とがあり、その具体策としで経済的インセンティブにつ

いて、中でも抑制策としての開発負担金制度を論じる。

第 5 章で構築したモデ、ルのスタディでは、インフラ・ストックと現実とが大きく事離して

いたため、モデルを現実に適用するためには解決すべき課題が残っている。本章では、現状

の都市空間量とインフラ量とのギャップを段階的に示すサービスレベルの概念を導入し、こ

れを論じ、また汎用的指標として「地域価値」への展開を示す。
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6-2 低・未利用地バンクによるアプローチ

第 2 章で、実態把握を行った際に、低・未利用地に関する統計データが体系的に整備されて

おらず、低・未利用地の正確な実態を把握することが難しかった。

そこで、今後は空き屋等の低・未利用地の統計データ項目の見直しを行うと同時に英国の

NLUD : National Land Use Database のような総合的なデータベースの構築1)が必要である

ことを指摘しておきたい。

我が国において空き家の正確な実数の把握には、登記簿と固定資産税による方法が考えら

れる。住宅を解体する場合には登記簿において「建物滅失登記」が必要となるため、この集

計により消失分の把握が可能となる。住宅を解体せずに放置している場合は固定資産税調査

により利用状況と所有者の把握ができ、これらを統合するようなイメージとなる。

また開発者同士の"チキンレース"によって土地供給が過剰となり、そのために低・未利用

地が増えていた。その解消には、これまでのような容積率緩和や他用途からの転用による新

規供給ではなく、中古住宅等の市場の盗塾生を高めていく施策が必要である。その点からも、

こうしたデータベースを発展させて、低・未利用地を総合的に対処する"跡地パンク"的な機

構の設置が望まれる。

この機構の収支イメージは、米国のブラウンフィーノレド対策と閉じ開発後も含めた期間で

収支を平準化させ、例えば土壌汚染の除去・洗浄、(工場跡地が高くて売れないならば)転売

費用の補填といった支出に対して、収入は廃業・移転以前に"保険料的な積立金"の徴収と転

売収益や開発プロジェクトの運用益などが考えられる。また転売先の斡旋、近隣土地の集約

化なども行うことも考えられる。

このように土壌洗浄ビジネスに保険や不動産的要素を組み合わせ、土地が本来持っている

ポテンシャルの違いによって収益差で、補っていこうとするポートフォリオ的な土地利用マネ

ジメントの枠組みが必要であると考えられる。
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第 6 章施策への展望についての考察

6-3 容量制約都市の実現に向けての試論

( 1 )コンパクトな都市

第 5 章のスタディから容量制約型の都市形態はコンパクトであることが要求されていたこ

とがわかった。

ここで都市圏が次式で表されるとする。

D A X LFAR 

A>O 、FAR> 0 

D: 都市圏、 A: 圏域の面積(rri) 、FAR: 容積率(%)

なお厳密には現在の都市計画法上の容積率は敷地に対する制限項目であるので、全体的に

宅地が連担する地域では、容積率のグロス値と敷地毎の容積率の合計と同値とみなせるが、

宅地が点在する地域では同ーとみなすことはできない。つまり

市街地 FARXA 王子 FARXAA 

白地地域 FARXA 手 FAR> くAA

となる。これに、容量制約が加わる。

FAR*=min (FARi ， FARe) 

A *=min (Ai ， Ae) 

FAR ま;最適な容積率

FARi; インフラ iに対して最大容積率

FARe; 環境容量 e に対して最大容積率

Ai; インフラ iに対して最大面積

Ae 環境容量 e に対して最大面積

A AA+'&g 

なお高さの制限として、例えば時間と距離からエネルギー利用の効率化2) 、高層化によるエ

レベーターなど垂直動線の面積が相対的増加による有効利用の自己矛盾等がある。

(2 )開発抑制と誘導を行う地域の選別

都市のコンパクト化を進めるには、不足している所は埋め(開発の誘導)、多いところは抑

制するという、地域毎で異なった対応が求められる。それには、どの地域を撤退・抑制し、

どの地域を開発誘導していくかという地域を選別していく基準が必要となる。

未宅地・農地(郊外)

開発抑制(農地保有へのインセンティブ付与)

(中心部)

・インフラ容量以下・
A) 充足済

B) 空き屋等:インセンティブ付与
B)' 外縁部農地への)逆転用

.インフラ容量超:開発抑制

図 6-1 地域別の誘導・抑制の考え方
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これまで我が国でも開発の制限・開発・保全を進めるために、都市計画法の区域区分制度

等によって具体化されてきたのだが、守るべき農地の選別等の線引きの妥当性についての検

証例は多くない。

その選別基準について、低湿地やゼロメートノレ地帯など住居に不適な場所は開発抑制対象

とする研究があり 3) 、地質によって農地としての向・不向を判断したり、山林の自然林への転

換が考えられる。また国土全体を考えると、国土利用計画策定の際に試みられた土地分級制

度が考えられる(1)。また例えばオレゴン州の成長管理線 (UGB : Urban Gruwth Boundary) 

は、その土地の農業用地の適正や周辺との整合性等から判断し、農用地に利用に適している

農地には税優遇等の対応が行われている。

(3 )量的管理政策のジレンマ ~地主の行動・意識~

コンパクトな都市の実現には郊外など開発抑制を行う地域が必然的に生じる。しかし郊外

地主などの関係者は逆に開発志向が強く、一種のジレンマになる。

1 )土地市場の変化

金融工学では、常に最適なリターンをもたらす状態(リアルオプション)の実現が求めら

れ、周辺のビジネス環境の変化に対応して、その時点で最大収益をあげる業態を選択してい

くことが最良とされる。例えば対象敷地が最大収益をあげるためには住宅・商業・工業・産

廃処分場等、時々刻々と変化していくことを最適とする考えである(無論、転用に伴う費用

も含めての判断になる) (2) 。そのため、これまでの地価上昇を期待した土地資産運用から土

地資産価値を最大化するキャッシュフロー重視の考えへの転換を迫ることになり、既に我が

国の土地評価は 2003( 平成 15) 年から不動産鑑定評価の収益還元法の採用にみられるプロジ

ェクト自体の評価へと移行しつつある。

また金融工学では不確実なハイリスクを解決することが収益確保につながると考え、リス

クとリターンを数的に捉えようとしている。ここでのリスク分析はプロジェクト単体で評価

しがちで、客観的なデータが重視される傾向にある。その意味で例えば郊外型ショッピング

センタ一等は評価しやすく、逆にデータとして捉えにくい例えば都市が本質的に持つシナジ

ー効果等は軽視しがちであるとされる。

リアルオプションの重視は従来の都市計画の目指す"固定的な"土地利用コントロールと

相反する考えであり、都市計画に再考を促す流れともいえよう。

2) 地主の土地利用選好

土地利用を決定している地主の判断要因を模式的に捉えるため、ここでは市街地縁辺部を

考えてみる。

今日、郊外の農地を所有している地主を取り巻く経済状況は厳しく、農業経営自体の展望

が乏しいこともあって、耕作放棄が増加しているといえる。

先に見たように当該箇所のリアルオプションの最大化のためには、農地においても短期的

なキャッシュフローが最大となればよく、農地転用もオプションのーっとなる。こうなると

農業経営ではなく不動産経営となるので、節税対策と資産運用に関心が移る。アパート・マ

ンション経営は節税対策の代表例とされ、 JA (農協)が農家にアパート経営を指導する例も

ー 138 -



第 6 章施策への展望についての考察

ある。

また主に商業施設開発は資産運用の側面が強く、契約は建設協力金方式(リースパック;

開発費用を家賃によって償還する形式)がとられることが多し巾)。これは「土地も建物も地

主名義」である方が地主にとって安心で、借り主にとってもリスクが少ないためとされる。

この契約では地主にとって企業撤退が大きなリスクになるのだが、その場合は借り主が違約

金を支払う、もしくは仲介業者が損失を負担する等といった、撤退リスクヘッジを織り込ん

だ契約がされることが多い。

例えばイオンの場合、基本的に借地・借家である(自社ホームページでは土地リース、建

物リースという表現にしており、首都圏・関西圏以外は 1，000 坪以上が条件となっている)。

あくまでイオンは"テナント"であり、固定資産を有しない。つまり不動産リスクは基本的

にすべて地主に帰属する構図になっている。そこで地主から撤退リスク・オプションをイオ

ジ側に求める契約がされるようになり、例えば撤退時の違約金、賃料に撤退リスク分を上乗

せする等が考えられる。

また借り主側からみれば、都市中心部が地権者が錯綜する等していて、まとまった土地を

得るには時間とコストがかかるのに対して、郊外は成形のまとまった土地が取得しやすく、

かつコスト安であるので、郊外進出が経済的合理性に合った行為になっている。つまりスト

ック利用よりも、新規に宅地化する方が"安上がり"になっている。

このようにリスクヘッジが整えられ、地主は敷地単位で入手できる情報に基づいて最適行

動をとっており、ステークホノレダー間では郊外開発が Win-Win 戦略となっていて、最適行動

となっているといえよう。

他者の成功体験 l

地域の考え方

地主の属性

年齢/家族構成/農業収入/

職業/跡継ぎの有無など

事業の収支予測性

ヘ寸法の規制:用途など|

図 6-2 地主の判断要因(仮定)

しかし、あくまで 2者間の契約なので、当該地区にとっての空き地・空き屋による地価下

落、治安の不安といった問題への対応は欠落したままであることに注意したい。つまり現状

の開発行為では敷地単独収支で計算されていて、都市全体の外部不経済がコストとして組み

込まれていないのである(心。

3) 容量制約型土地利用マネジメン卜が抱えるジレンマ

容量制約型の土地利用の実現には、線引き制度の強化が必要で、郊外など開発抑制を行う

地域が必然的に生じる。しかし郊外地主と開発業者にとっては郊外開発の実現が最適行動と

なっていた。これらは一種の社会的ジレンマに陥っているとできる(5) 。

この背景に我が国では建築自由であることで、土地利用が市場経済に委ねられるため、全

体供給量が地主等の各プレイヤーの選択集合となり、結果として都市全体の供給予測が難し

い中で、供給過多になりやすいことがある。また個々のプレイヤーが期待収益を短期的に捉

えているのに対して、都市計画側が長期的に捉えていることによる。
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これを土地資産の点から整理し直してみる。まず土地市場が供給過多となれば、低・未利

用地も増えて資産価値は下落していく。人口減少等によって全体の土地需要が下落傾向とな

ることが予測されるので、土地資産を保全するには農地など他用途からの転用を抑制して不

動産市場の総供給量を抑制していく方がよい。しかし、既存市街地の再利用よりも郊外の農

地等の転用の方が安価で自由度が高く、また郊外地主にとって農業経営を続けるよりも宅地

開発した方が経済的合理性にあった行為となっているため、市場全体と個々の利害がジレン

マに陥ることになる。

また、こうしたジレンマの弊害は潜在化しているために気づきにくく、更にジレンマの因

果関係も錯綜していて特定しにくい点が問題を複雑にしているといえよう。

【補注】

(1)土地分級制度では、土地の傾斜や地質などから都市開発・農業・林業などへの適合度が評価されていた。こう

した土地の潜在的生産力や環境制御能力を含めた多様な「土地資源の最適利用」が今後の方向性にも思える。

(2) 農地法が定める「自作農の原則J の見直しが提唱されているが、農地を資産保有とみなせば、小作を認めて農

地市場を形成し、流動化させることもー穫のキャッシュフロー化となる(文献 4) 。

(3) 建設協力金(リースパック)方式は、地主が造成と建物躯体の建設費を負担し、借主が建物設備費を負担した上で、

地主負担の建設費の一部を「建設協力金Jとして家賃の形で借主が支払う方式。建設協力金の返済割合や返済方

法は多種である。最近では事業用定期借地権も行われているようである。

(4) 我が国の公共事業は費用便益分析でも波及効果や外部不経済を織り込んでいるが、民間開発での収益計算にお

ける外部不経済は限られたものになっている。例えば現在の大規模小売庖舗立地法のアセスメント対象項目は

都道府県によって仔細は異なるものの、交通(駐車場・駐輪場、案内経路等)、騒音、廃棄物、景観等への配

慮、を求めている。これらは外部不経済の内部化であるが、ゴミ回収などの公共サーピスの増加費用の一部は未

回収であり、また撤退に伴う外部不経済は含んでいない。また開発者の対策が不十分な場合、つまり全額負担

しない場合でも勧告と事業者名の公表にとどまり、負担に強制力がない。

(5) このジレンマは共有地の悲劇にもなぞらえて説明できる。飽和している土地市場へ新たな供給がされた場合に、

社会全体の不利益が一地主の受け取る利益を上回るとする。しかし不利益が地主レベルになると希釈されてし

まい、不利益を直接的に感じにくくなる。また、その因果律が必ずしも明確でないため新たに供給に歯止めが

かからない。社会的ジレンマにせよ、共有地の悲劇せよ、社会全体の不利益を地主レベルで理解できる環境が

必要であろう。

- 140 -



第 6 章施策への展望についての考察

6-4 ジレンマ解消の試論

社会的ジレンマの解消策に、社会構造そのものを変化させる方法とステークホルダーの意

識変化を促す方法とがあり、そのうち経済的インセンティブと、中でも抑制策としての開発

負担金制度を論じる。

( 1 )ジレンマの解消方法

社会的ジレンマの解消として、一般に「構造的解決」と「個人的解決」の有効性が示され

ている5) 。

「構造的解決J とは、社会構造を変化させることで行動を変容させる方法であり、これま

での文脈に即すると農地以外の利用を選択せざるを得ない、例えば規制強化や開発行為への

重課等の方法が相当するだろう。しかし、これまでの取り組みは規制のみで開発行為を封じ

込めようとしてきたが、ジレンマの下で、は地主の"不公平感"が強く、コンパクト化に対する

協力行動が得られそうにない。結果として、郊外の農地利用は固定されそうにないといえる。

そもそも土地利用が遷移していくのは、投資額以上の開発収入・効用が見込まれるためで

あって、例えば我が国で農地への逆転用が起こらないのは投資額以上の収入が見込めなし、か

らである(I)。その点で郊外の農地利用の減少は単純に考えると農地利用が経済的合理性に合

った行為でないことに要因がある。その意味でジレンマの解消には農業経営の安定化が必須

といえ、郊外の農地保有のメリットを感じさせるビジョンが不可欠と考える。そしてビジョ

ンに基づいた経済的インセンティブの付与とその制度的担保、郊外の農業施策と都市計画の

包括的な対応が欠かせないと考える。

一方の「個人的解決J とは、社会構造は不変だが情報等によって個人の価値観や価値基準、

自身の選択状況の認知を変化させ、行動を変容させる方法である。例えば「農地として利用

しでも収入等の上昇が期待できなしリのであっても「長期的に収入が安定している」といっ

た動機づけを行うことが考えられる。

前節でもみたようにプロジェクト単体で考えるという一種の"タコツボ化"している現状に

あって自らの利益を長期的視点から判断することは難しいだろう。そこでプレイヤーである

地主が都市全体の需要量を知りうる立場にないのなら、例えば開発限界という情報を地主等

のプレイヤーに示し、環境問題等の外部不経済への認識が共有される必要があると考える。

なお情報は習慣的行動に大きな影響を与えないなどの指摘もあり、現実にはこの 2 つの方

法を融合させて実施していく必要がある。

(2) ジレンマ解消の前提"ルール"ある社会の確立

ジレンマの解消には、情報提供や経済的インセンティブが考えられるが、その前に近年の

不動産ビジネスをとりまく状況をみていく。

1 )不動産投資のリスク

不動産価値は「地域価値 (Place making) J と「物的価値J によって構成され6) 、このうち

地域価値は「土地の基礎価値J r立地価値J r立地の成長J に細分でき、物的価値は建築価値
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と同意である。例えばマンションでは建物自体の陳腐化が物的価値となり、購入後に南隣に

ピルが建てば地域価値である立地価値の減少することになる。

本来、不動産投資は外的環境である地域価値に大きく依存する性質があり、そのため外的

環境の変化に敏感にならざるを得ない。先のマンションの例では、隣接ピル建設による地域

価値の減少は一種の不良債権化リスクとなるω。これらは地域価値が長期リスクを帯びるこ

とになるので、事業者側にとって予測不可能な項目は少しでも減らしておきたい。

これ以外にも不動産事業には多くのリスクがあるが、我が国の開発予測は商圏人口や購買

力などが主であって、「地域価値の将来的な変動」について開発業者は①予測できない、②無

関係と積極的に取り組まない、または関与をあきらめている状態にあると言えるだろう。

本来、市場には自社ノウハウを最大限に活かせるリスクのみが残っている環境が理想的で

ある。しかしながら我が国の不動産業においては未だにが抜け駆けがや既得権者有利という前

時代的性質をもっている。また米国では rwind -fall (濡れ手に粟 )J と批判される容積率緩和

制度のように地主の意向によってルールを変えることも可能であり、市場として必ずしもフ

ェアでない状況にあると言えよう。

しかし、近年の CSR やコンブライアンスの注目、我が国の金融商品取引法や商法の改正の

ように、フェアな取引を行うためのルールづくりの気運があることに注目したい。

現在はその移行期にあると位置づけられそうで、こうしたことから今後、良好な資産形成

をはかつていくために不動産事業においても自由競争を促す信頼できる市場ルールづくりが

必要ではないだろうか。

そこで、こうした市場ルールの確立における都市計画行政が果たす役割を考えてみたい。

古くはハワードの田園都市でも過当競争による倒産防止を目指していたといい、都市計画が

企業行動に関与することは珍しくない (3) 。

また欧米では、成熟した市場経済には社会ルールとしての都市計画が必須であるといいの、

成長管理政策でも市場経済システムのメリットを活かすことを前提に、経済成長と環境保全

等とを同時に達成することとされる。

この議論を進める前に行政が事前に需要と供給量の全てを決めることは不可能であり、そ

れは都市計画の範囲外としよう ω。そして市場活動を尊重しながら、住民の考える都市像を

実現していく上での外部不経済の発生抑制を考えればよいとする。

更に、この問題を考えていく視点に時間軸を持ち込む必要がある。一旦、地域環境が破壊

されれば、それらの回復には長期を要するもしくは回復不可能となり、結果的に全体の長期

的な経済成長が鈍化しかねない。それらの予防策として都市計画を位置づけ、短期的な経済

変動に左右されない制度として、 “フェアで自由な競争"に貢献できると考えるのである。

近年において我が国で問題なのは、土地のキャッシュフロー化による土地利用の短期的収

益の重視にあると思われる。本来はプロジェクトの収益予測において土地利用の長期リスク

は無視できない。例えばオレゴン州の成長管理線(UGB) の計画思想には「土地の切り売り(短

期的収入)J よりも「スプロールによる農業生産性低下」による損出が高いとしづ長期的収益

からの判断があるとされる。

ここで長期的な不動産リスクをヘッジする制度として、都市計画を位置づけてみたい。容
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積率は「開発可能量J の上限を示し、その限度枠を自治体が長期的に担保する制度とみなせ

よう。つまり容積率という制約によって地域の開発可能量・環境質の将来の変動巾が示され

る。投資家に対して当該地域の「地域価値の将来的な変動」が示されることで、各プレイヤ

ーが都市全体の「開発可能量J に対する自敷地の開発可能量を予測できるため、個別の開発

での収益許算の精度が高くなると考える。つまり「地区計画」や「容積率」等といった都市

計画手法によって、資産保有リスクの一部(法的な変動リスク)を取り除いていることにな

ると考えた(日。

これはセイラーのいう「定常性確保の必要性J に準拠すると、長期的に"裏切らない"信用、

準拠できる基準を整えていることになる (6) 。今、「将来の地域価値J が「現在の地域価値J と

「将来の保証可能性」とで得られるとすれば夙都市計画に対する信頼性は「将来の保証可能

性」にあたると考えられる。

(3 )ジレンマの解消としての経済的インセンティブ

都市のコンパクト化の実現には、単純には既成市街地では開発を誘導し、郊外では開発抑

制をすればよいのだが、郊外の投資が担盆自主に安価となっている点が課題と考えられる。

コストだけを考えれば、既存市街地に投資を呼び込みたいなら減税などによって投資コス

トを切り下げ、開発抑制を行いたい地域には開発負担金制度を課せばよい。また既成市街地

内の空き地を減らしたければ、生産緑地での宅地並み課税のように保有がコスト増となる施

策を行えばよい(7) 。つまり地主側にとって①開発する場合には厳しく課税し、②農地保有を

続ければ、農業経営の安定化に対するインセンティブの付与が付与される、という選択問題

にしていけばよいと考える。

￥ 

C(A ，) > C(B う

f 負担金等 よエ
C (X) 

C(A ヴー < C(B')+f 

A' B' 
既成市街地 郊外(未宅地)

図 6-3 開発コストの逆転

ここでは敷地毎ではなく都市全体での収益を考える視点が重要で、具体には個別事業の収

益計算に社会全体の便益や、撤退リスク等の長期的リスク等を取り込めばよい。 1

例えば米国ポートランド市では既市街地である Brownfield 開発と山林等の Greenfield 開

発とのコスト分析を行っている9) 。幾つかのケースを対象にした結果、何れのケースのコスト

も Brownfield 開発が Greenfield 開発を上回っているが、税収や周囲への波及効果といった

公的利潤を含めると Brownfield 開発が有利な結果となるという。

(4 )開発負担金制度

米国の成長管理政策では費用負担の帰着先が主な関心であり、開発負担の帰着先の明確化
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は都市計画において議論されなければならない事案である。無秩序な土地利用により発生し

た外部不経済は誰かが負担しているのだが、我が国では地域住民や国民全体で負担している

といえる。

こうした外部不経済の帰着先を明確にしていく方法に課金制度があり、具体には目的税と

開発負担金、インパクトフィーが考えられる。そして、今日の CSR や PL 法(製造物責任法)

制定等の動きから企業に社会的責務を求め、社会全体が被るリスクを開発業者に帰着させて

いくことは、あながち極論といえないだろう。

1 )これまでのインフラ整備と投資回収の考え方

開発にあわせたインフラ整備を投資行為とみなす場合、インフラ整備に要した先行投資は

「地価の上昇によるキャヒ。タノレゲ、イン課税J r雇用創出J r人口の増加に伴う住民税等の増加J

といったリターンを通じて回収できるという"トリクノレ・ダウン理論"に支えられ、それらの

予測に基づいてインフラ投資行為の是非が決定されてきた(8) 。

しかし、こうした公共事業としづ投資行為にも限界効用低減が起こるとすれば、公共事業

のもたらす波及効果は年々、減少していくことになる。例えば今日では道路等のインフラ投

資よりも医療・福祉部門の方が波及効果が高いとする研究成果が見られるほどであるω。

今後の人口減少とし1 う低成長時代において社会資本投資の短期的回収は難しいと考えられ、

これまでのようなインフラ整備の先行投資的機能は期待しにくい。その意味でインフラ整備

がもたらす波及効果は慎重に考えないといけない時代になってきたと言える。

2) 開発負担を課す妥当性

これまで行政がインフラ整備義務を独占的に負っていたが、行政の資金負担力が衰える中

では、開発業者にも負担が求められる(9) 。こうした考えは米国でもみられ、連邦補助金の削

減などによってインフラ整備財源の再考を迫られたレーガン政権時代に開発利益還元制度は

発達し、インフラ整備の補完的財源として位置づけられたのである(なお財政支出は、増税

等によって財源の充当ができれば上限がなくなる)。

そのため、今後の我が国の地方分権下での税のあり方について、これまでの応能主義を中

心とする考えから応益主義へシフトし、負担の明確化を求める論調が見受けられる 11 )1 2) 。そ

の意味ではインフラの二次波及効果を含んだ行財政単独での議論から、インフラがもたらす

事業効果と民間を含めた受益負担の帰着先を考えていく段階にあると考える。

このように行政がインフラ整備費用を独占的に負担することに議論の余地が生まれてきた

といえよう。

また、こうした受益者負担制度の導入により、外部不経済の内生化や開発投資に伴う責任

の所在も明確にすることができる。

我が国の既存の受益者負担制度には、例えば開発負担金制度や付置義務制度があり、また

開発団地内の学校用地負担等や公開空地制度は現物供出制度と位置づけもできょう。

3) 開発負担金制度の近代経済学的な解釈

経済学的解釈では、課金による開発抑制(開発面積の減少)と帰着先を次のように説明さ

れる 13) 。

負担金を課さない場合の供給曲線を斗とすると、供給量は Qp となる。今、負担金 t を課
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すと上方に供給曲線がシフトして S "f となり、新たに E "f が均衡点となる。結局、供給量は Qif

となり、 (Q p- Qif) だけ供給量が減じる。

P P 

p 
p 

Pd 

ゲ

ワ

d

p
l
p勺

P
一D 

Qif Qp 
Q(rrf) 

Qif Qp 
Q(rrf) 

図 6-4 需要・供給曲線による負担金の帰着

なお Pi f Ei fEd P d が地域が得る負担金総額となり、このうち(b) を開発業者が負担し、 (a) を

最終的な消費者が負担するとされる。

4) 開発負担金制度と容積率

さて開発負担金制度を実務的に進めていくには、まず負担金を課す地域の選定基準が必要

になる。既に見たように開発負担金は開発による将来にわたる外部不経済を開発者に帰着さ

せる制度で、あった。そこで、容積率の根拠が一種の外部不経済であったことを思いだそう。

その意味では、指定容積率以下の開発で外部不経済の発生はなく、指定容積率を超えた開

発では外部不経済が発生することになる。容積率超過の開発を行うのであれば、それによっ

て生じる外部不経済を「負担金J の形で徴収すればよい(0) 。

このように開発負担義務を課す基準に容積率を用いれば、現行の都市計画制度に外部不経

済が組む込め、整合的となる。

また従来の開発負担金を課す地域の選定基準に容積率を加えることで、より事前確定的に

示すことができ、公平性が確保されることになる。

5) 開発負担金制度への批判についての考察

我が国で、これまでに実施されてきた開発指導要綱に対しては「要綱には拘束力がなしリ

「開発負担金の帰着先によって、ジエントリフィケーションを招きやすいJ r開発負担金の帰

着先によって、地価上昇を誘発しやすしリ「地方財政法の"寄付金の禁止"の抵触する可能性

がある J r小規模開発への適用が難しいJ という批判がある凶。特に問題視されていたのは行

政指導という形式に対してで、あって、そのため今日では「行政手続法」に違反するとして要

綱の条例化が求められている(11) 。

また自治体への絶対的な税徴収権が付与される以上は、自治体にインフラ整備を行う義務

が伴い、インフラ整備の放棄は行政権限放棄として容認できないとする見方もあり、開発負

担金制度への反論の一つになっている。しかし地域特性に応じて開発量を定めることも禁じ

られるのなら、どこも同じレベルのインフラサービスの確保が求められる。しかし病院など

の点的施設は施設からの距離が異なるので原理的にどの地点も同一レベルのインフラサービ

スは供給できず、この考えは実際的でないと考え、地区特性によってインフラサービスレベ

ルが異なることが支持されると考えた。例えば農地であれば圃場整備が優先され、商業地で

あれば物流設備が優先される等、ゾーンによるインフラ整備の差別化が技術的に正当化され
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ていくのである。

よって「インフラの現状J によって地域毎で開発許容量やインフラ投資内容を異なったも

のとすることは行政の専権事項となり得、是認されることになる。無論、これは「都市マス

タープランJ や指定容積率の形で市民に広く議論され、周知されることが前提となる。そし

て従前より予定されていない都市マスタープラン以外の開発は行政の整備義務に含まれない

と解釈ができる。

最近では、これらの受益関係の厳密な証明は今日において不可能であるとし、租税と開発

負担が明確に区分できなくても受益者負担を求めていくことに問題はない、とする説もある。

つまり「開発一受益J の関係が厳密に証明されなくても、例えば開発によってゴミ処理量が

増えるといった程度の因果律が明らかであれば良いとする考えである。

6) 時間遅れの内部化

開発行為に伴うインフラ整備を投資行為とみなせば、インフラ整備に要した費用は固定資

産税等で回収していることになるω。通常は開発効果が地価上昇にあらわれるので、そのキ

ャピタルゲインを固定資産税等の増加を通じて回収することになる。しかし都市開発では投

資回収が長期に及び、開発リスクには進出企業の撤退が含まれる。撤退しでも回収対象の固

定資産税は地主が支払い続けることになるのだが、地価上昇によるキャピタルゲインを回収

する前に地価が失速すれば予想通りの回収はできず、開発に伴う雇用なども失われ、インフ

ラ投資は未回収という一種のデフォルト状態となる。この負債は最終的に取り残された地域

住民に帰着することになる。

こうした撤退リスクについて、地主と開発業者の私人間では「撤退オプションJ を含めた

契約が行われているが、我が国では私と公の間では撤退オプションを含んだ関係が築けてい

ない。

こうした時間遅れによる公共投資のデフォルト回避策として米国の TIF (Tax Increment 

Financing) が参考になると考える。ここでは撤退に伴う外部不経済の内部化を開発者負担で

行う事になる。開発に伴う費用を事前に徴収し、利益後に返済していく考えで、租税よりも

「預かり金Jに近い制度である。つまり撤退リスクを含めたインフラ資金を行政が前借りし、

インフラ整備費用を開発者に負担させる制度である。

固定資産税

開発後の固定資産税額

広三4泌総J 憐一一一一一開発以前の固定資産税額

償還期間

t 

図 6-5 TIF= Tax Increment Financing の概念

償還期間は案件毎で異なる

この預かり金の額はインフラ整備費と撤退後の費用、例えば更地や畑にして戻す等の原状

回復の合計によって定まり、返還方法は米国の TIF と同じく、固定資産税の上昇分で相殺す

る方法が考えられる。この内容であれば仮に開発が頓挫し、撤退した場合でも、預かり金の

残金を使って原状回復することができる(1 3) 。
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この制度の発展として、この預かり金を開発業者が「開発債権J として発券し、開発債権

市場が形成されるとする。その時に例えば、ある地域で、マンション建設に反対する住民は、

その債券を買い占めればマンション建設を阻止することが出来る。これは「更地の開発権購

入J とすれば TDR に類似となり 更にインフラ費用を農地の上空権利用権とすれば、農地保

全のトラストにもなる 15) 。この時、地主の農家は開発権の売却益で農業経営安定化の原資に

でき、開発権の購入者は「郊外の農地が保全させる」としづ利益を得る(1 4) 。

【補注】

(1) 問題は差額負担にあるといえる。この差額の供出方法として例えば米国のスーパーファンドのような政府拠出

金、民間保険と政府拠出金の中聞に位置する共済制度、住宅分野で既に行われているリパースモーゲージ

(Reverse Mo 均 ag 巴)等が考えられる。また米国では郊外出庖に撤退後の業態変化にも対応できるような建築形式

で建てるよう求めているのも一種の費用負担とできる。

(2) このリスクは所有権と共に移動するので、リスクは購入者に帰着することになる。

(3) 英国の都市計画のガイダンスであるPlanning Policy Guidance Note6 (PPG6) (2.9) でも「個人投資家をplanning

に参加させるべき」としている。

(4) 例えば今後の商業需要を予測するにも、インターネット販売など無人庖舗による取引等の業態変化もあり、正

確な商業立地需要の予測は不可能とできる。

(5) 資産保有リスクには、例えば計画段階での許認可リスクや近隣問題リスク、建設・取得段階での市場変動リス

クとしての収支計画や収益変動、経済的減価リスクがある(文献 16) 。

(6) 伝統的経済学理論では需要と供給で価格が一致する(スライドする)ので、例えば混雑時に学食の唐揚げ定食

を値上げすることなるが、現実にはそうならない。セイラー (R.Thaler) にしたがえば「常連客には唐揚げ定

食のレファレンス・プライスが形成されているので、単に混雑しているだけの理由でレフアレンス・プライス

を上回る価格とすれば、割高感が生じ、期待を裏切られたと感じた客は二度と学食を利用しなくなるJ ことに

なる。

(7) 現行の土地関連税では控除内容を規模(面積)によって定めていたが、これを所在地で定める方法が考えられ

る。例えば市街化調整区域などの抑制地域での開発には重課し、中心市街地の空き屋の解消を目的として保有

に重課することになる。この時、現居住者にも重課される点が問題となるが、これは所得税等の納付を控除要

件としておけばよいだろう。また課税の公平性から狙い撃ちするような課税は望ましくないとされるが、これ

には都市マスタープラン等が課税基準の担保となるように考えればよいだろう。

なお空き屋実態の確認(年に 1 、 2 度だけ鍵を開けに来る)が難しい点が実務上の課題となっている。

またパブ、ル期には値上がり期待から遊休地が拡がり、これに対して重課する施策が行われた。これは重課すれば

税負担を逃れるために遊休地を有効利用へと転用する動きを促す"所得効果"を基礎にしている。しかし地価が

上昇する用途にせず課税標準を下げるような駐車場などの低利用を行う"代替効果"を引き起こすという批判も

あり(文献17)、その評価は一定でなく、今後の検討が必要と考える。

(8) トリクル・ダウン理論に経済学的な理論的根拠はないという説がある(文献 18) 。

(9) インフラ整備に係わる費用を全て民間開発に求めるのではなく、インフラ維持費という固定経費は固定資産税

等で回収し、インフラの新規整備費をインパクトフィー的に原因者負担で徴収すればよいだろう。

(1 0) 容積率と負担金を連動させた制度にフランスのPLD (Plafond Legal de Densite :法定上限密度)超過負担金があ

る。また基準容積率を超えた分への課金を論じたものに石田がある(文献 19) 。また容積率余剰をインフラ負

荷と連動させてコストを算出した研究(文献 20) がある。

(1 1) 開発指導要綱を運営してきた担当者は、当時の法令が乱開発に無力で、あったという時代背景を指摘している。

また条例化については、議会の反発が予想され、制定までに時間がかかること、条例そのものが当時の機関委

任を主とする自治体事務にあっては法令違反を指摘されるおそれがあること等を理由に、むしろ市長の政治責

任において「お願しリする要綱の方が効果的であったという。また公平性等については、多額の公共投資を必

要とする所は元々、開発的に不適当な場所で、あって、ゼロサム的に考えると他の市民の公共投資を奪っている

ことにもなるともいう。横浜市の場合には協定書の締結という私法上の契約に近い覚え書として要綱の実質的

な効力を持たせている(文献 21)
(1 ，2) インフラ費用を世代間負担を平準化したものが建設債であり、土地区画整理事業の保留床処分は金銭でなく土

地資産を担保にした事前保留とも解釈できる。

(13) こうした原状回復義務は、我が国の定期借地権でも行われている。

(1 4) 米国では開発権購入 (Agricultural Preservation Restriction ; APR) が導入されている州もあり、更にトラスト運

動へと発展している。
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インフラ量へのサービスレベルの導入6-5 

( 1) 3 つの容積率

第 5 章のスタデ、イの結果から指定容積率と容量制約を満たす容積率に事離があり、課題と

なっていた。この問題を考えていく前に、容積率には①現状のインフラ量を満足するインフ

ラ容積率 (FARi) ，②都市計画による指定容積率 (FARreg) 、③需要を反映した需要容積率

(FARd) の三者があると仮定してみる。先の問題は、この三者が一致すべきとなるが、現実

には難しいということになる。

この要因は大まかにいって、指定容積率がしばしば固定的であるのに対して、需要とイン

フラ整備量が時間的に変動するケースが多いためである。例えば急にマンションが建ち進ん

だ地区ではインフラ量が増え、それによってインフラ容積率も増加するので、場合によって

は指定容積率を上回る場合も考えられる(図 6-6) 。

インフラ量凡ぜインフラ量 Vinf

新・整備レベル
・ーー町一ーーー町一ーーーー -~宇-:::""-ー---ーーーーー

陥つ

一一一一〆こ--LJ 一一一整備済
"./1 建て込む

F'AR dl 日 Ri FAR 時 FAR cJ2

容積率に対応して変化するインフラ量(概念)

ー容積率

ど: -i - 整備

FARreg 
樹責率

FAR d1 FARi 

図 6-6

この三者を同時に考えるのは複雑なので、まずインフラ容積率と指定容積率とが一致する

と仮定した上で、インフラ容積率と需要容積率との関係を整理しておこう。

例えば指定容積率に対して需要容積率が上回る場合(図 6-7 ・A ; FARdl> FARreg) は、開

発抑制かインフラ整備等が必要となる。需要とインフラ整備量が一致もしくは需要が下回る

場合(図・ B; FARd2~玉 FARreg) 、その差を埋める方法には、開発の誘導かダウンゾーニング

が考えられる。
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ト何B吋←A 一寸刊刊! 
FAR ω 指定容積率 FARdl
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図 6-7

次にインフラ容積率と需要容積率とが一致し、指定容積率とは一致していない場合、指定

容積率が過小または過大指定となるので、①インフラ整備と②指定容積率の切り下げが必要

開発需要量と容積率との関係によって異なる対応

ー 148 -
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となる。

このことは、需要量が市場経済に委ねられて常に可変である以上は、インフラ量と開発需

要量とが常に一致することは難しく、現実的ではないことを意味しているとできょう。

(2 )サービスレベルの導入

インフラ量と開発需要量を一致させるにはダウンゾーニングやインフラ整備が必要である

が、現実には費用負担や合意形成などの点で、困難で、あった。

そこでインフラ量にサービスレベル (LOS : Level Of Service) の概念を取り入れて、イン

フラ整備レベルを可変とすることを考えてみたい。

公共サービスの LOS としては、道路容量と混雑度がよく知られており 22) 、混雑をインフラ

不足による環境悪化が顕在化したものとできる。 LOS はインフラ量の過不足の程度つまりイ

ンフラ量の需給ノ〈ランスの程度を段階的に示したものとでき、例えば次表の形で示すことが

できる。

表 6-1 サービスレベルの例

LOS (サービスレベル) 状態

A (かなり余裕がある)

B (余裕がある)

C (満足している)

これを第 5 章と同じインフラ量と容積率の関係より考えてみる。これまでは容積率に適し

たインフラ量を考えていた(図 6-8 ・左)。次にインフラ量(巧)を固定し、 LOS 毎に容積率

とインフラとの関係が存在するとすれば、異なる容積率と対応関係になる(同図・右)。つま

り同じインフラ量(巧)であれば、 FARa は FARb や FARC の状態よりも対応する床面積は

少なくなり、 FARa の方がインフラ量に余裕があることになる。

インフラ量 Vinf
Vinf 

V] :B 

V2 

V3 

容積率作も)

FAR3 FAR reg FAR] FAR
a 

容積率何色)
FAR

C 

図 6-8 サービスレベルによって異なる容積率とインフラ量

第 5 章のモデルに準じて具体にイメージしていこう。今、地区面積が 280 ，500 rrf 、住宅面

積が 140 ，200 rrf 、一人あたりの空地量 (s) を 1 "'3 rrf/ 人とすると、次表の値を得る。

表 6-2 サービスレベルの適用例

LOS (サービスレベル) FA .R:n ode1 指定容積率 対応

A( かなり余裕がある) (s =3) 167% ダウンゾーニングが必要

B (余裕がある) (日 =2) 250% 200% ほぼ現状のまま

c (満足している) (s =1) 500% 容積率を引き上げ・開発の誘導。=3 の時、空地量(巧)に対して少ない容積率 FARa となるので、 LOS がA となる。
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このように第 5 章のモデルでのパラメーター(一人当たりのインフラ量)をもとに、地域

の状態を LOS で表すことができ、その関係を相対化することができる。

一連の流れを整理すると

となる。

現状のインプラ量( Vinf) 

+ 
モデルによるインフラベース容積率(FARi) の算定

. Level Of Service の設定:
例)住宅地;避難場所 lrrf/ 人

↓ 
指定容積率( FARreg) と( FARi) の比較

+ 
(それぞれに応じた)誘導、抑制策の実施へ

(3 )サービスレベルの導入による効果

サービスレベルの概念を導入することで、現状の都市空間量とインフラ量とのギャップを

段階的に表現できるようになる。これまでのインフラ整備レベルが一律に捉えがちで、その

達成度のみが問題とされがちで、あったが、施策の選択肢の拡がりや法制度の柔軟な運用に期

待できる。

またサービスレベルは"インフラの量的な過不足の程度"であるので、「駐車場が多しリ「道

路が広いJ r緑が多い」等の"地域の環境質"を「まちの個性」とみなすこともできょう。そう

すると第 5章で示したモデルは、インフラのサービスレベルである「まちの個性(地域の環

境質)J と開発可能量を同時に示していることにもなる。

一方で第 5 章でもみたように密度に対する人間の生理・生態・行動については人間自身に

適応性と順応性があること 23) (例えば渋滞など)や住宅やオフィスの 1 人あたりの占有面積

は年々増加する傾向にあるなど「インフラの弾力性J が計画技術上の課題で、あった。 LOS と

いう段階を表示する指標を導入することで「弾力性」への対応も可能となる。

なお、この「まちの個性J となる個別インフラの維持・整備レベルは政策的判断で、あって、

最終的には地域住民の判断に委ねられなくてはならない。

(4 )ジレンマの解消:地域価値による地域の潜在価値情報の共有

1 )地域格付という概念

先の LOS を都市や地区単位で総合指標として発展させれば「地域格付」の概念につながる。

いわゆる「足による投票」や「住みやすい町ランキング」、地震保険での地域別等級付などが

従来の地域ランキングであるが、ここでは"将来的な"資産価値変動の可能性を示していると

ころに違いがある(L)。

さて、いわゆる企業価値に準拠して地域価値を考えると

下'R r f( ENr ， BRr ， GOVr) 

VRr: 地域価値、 ENr: 地域努力、 BR l': 地域ブランド、 GO Vr :地域ガパナンス
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とでき、

下宮rf VRr n X G U  

下'H Jf VRr n X g (ENr ， GOvr) 

1fR rf: 地域価値(将来)、 Fqzrn: 地域価値(現在)、 GU: 保証可能性

である刊としてもよいだろう。

現状において「地域努力J は地区協定などの地域の「自主協定」にあたり、「地域ガパナン

スJ は規制遵守度(コンブライアンス)であり、ここでは「都市計画等の将来的な遵守度 J

とでき、この地域価値の相対的な評価を「地域格付」と定義できょう。

事業者にとって長期的な地域価値の変動を類推できる指標があれば、事業リスク管理がし

やすくなる。また地域の環境質を土地市場に対して開示していることになり、当該自治体情

報の透明性にもつながる。

2) 考えられる地域格付の活用

住民の自主協定を結んでいる地域の多くは、生活環境維持の担保を住民の価値観の共有に

依存する傾向が強いとできょう。例えば相続などによる世代交代や居住者が入れ替われば、

そうした価値観が共有できなくなり、それまでの環境質が維持されなくなる可能性が高くな

る。

現在の税制や経済的インセンティブ制度では自主的活動への奨励制度は少なく、また"環境

質へのただ乗り"に対して抗する手だてが用意されていなかった。これには、ルールを守らな

い人の混入による外部不経済の発生が明示される中で、その外部不経済をルールを守らない

原因者に負担させるような制度があるとよい (2) 。

(
門
U

地域管理会社 | 

(匿名組合，中間法人、 1 ... 

NPO など

融資

+ 
清掃など

図 6-9 地域での住民活動支援

建築協定などで環境質の向上・保全している地域に対する奨励として、コミュニティ・ボ

ンドのように地域の生活環境質を高める維持活動に伴う資金に低金利融資や税控除などが行

われでも良いだろう。またそうした中で、仮に開発によって結地域の環境質が悪化すれば、

それに伴い低金利等の優遇措置が非適用になるとする。そのことで地域全体が被る逸失利益

を開発行為者が原因者負担として支払う制度によって外部不経済の帰着が得られるω。

こうした制度の運用において、環境質を向上・維持という「地域努力」の状況を判断し、

公表する指標として企業格付と閉じような「地域格付J の運用が考えられる。

金融機関

※経費として認められる

(所得控除の対象)

【補注】

(1) r住みにくさ」を示した指標に英国のID Ondex of Deprivation) 2004 がある。

(2) 例えば転入者に対して「入市税」という課税を行うというアイデアもあるが、既得権保護やジエントリフィケ

ーションの問題もあり、学説として一定の支持は得られてない。

(3) 外部経済を当事者が負担することで地価均衡状態を得るという意味では「コースの定理」に近似した制度でも

あろう。
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6-6 まとめ

本章では、今後の施策の展望について考察した。

まず低・未利用地のデータベースの構築の必要性と共に、これを発展させた低・未利用地

パンクの可能性を論じた。

次に都市計画の目標とビジネス戦略とがジレンマの状態にあることを論じた。その解消の

ためには外部不経済を含めた長期的な視点や、それを未然に防止する規制根拠などの情報提

供の必要性を示した。このジレンマがステ}クホルダーの経済的行動からもたらされるので

あれば、都市の目標像形成と連動した経済的イニシアティブの必要性を論じ、都市計画が結

果として投資リスクを軽減する機能について論じた。

次に今日の社会状況からインフラの二次波及効果や近年の財政論をめぐる議論を僻轍して、

開発負担金制度実施の妥当性を論じた。容積率が一種の外部不経済を制度根拠とすれば、指

定容積率超過の開発を行うことで生じる外部不経済を「負担金」の形で徴収することが正当

化されるとした。このように容積率を介して、現行の都市計画制度に組み込めることを明ら

かにした。

またインフラ・ストックと現実との帯離を埋めるために、生活の環境質がインフラのサー

ビスレベル (Level Of Service ; LOS) で示せると考え、それを汎用的指標とした「地域格付」

への展開を示した。これにより地域への投資基準が提供でき、市場の信頼を得ょうとする考

えとした。また現状の生活環境質と都市の開発可能量とのバランスを公共サービスの LOS と

して市民に提示されることで、市民の制度への共通認識が進み、市場秩序の構築に期待でき

るとした。

こうした考察を通じて、以下の課題も考えられる。

1) ここでは環境変化という投資リスクを都市計画によって安定化されるとしたのだが、これ

に対する投資家の反応は、大きくは 3 通りが考えられる。つまり①投資と無関係と感じる

投資家、②ルール遵守社会を変動リスクが少なく、投資先として有望とみる投資家であり、

彼等はビジネスチャンスを土地利用変動以外の要因に求める、③リスク感応度が低い投資

家で、ルール社会は低リスク・低リターンであるので好感しない。現在の投資行動は③に

近いと考えられるが、近年の CSR や証券業をとりまく「ビジネスルール」の動きをみると、

②への移行に期待したい。

2) ルール遵守社会の実現には、既得権保護というモラルハザードが問題となるが、昨今の郊

外立地規制の議論において競争原理と郊外立地がもたらす弊害とを混同しないように注

意したい。特に商業施設の立地について、都市計画としては商庖主同士の自由競争を是認

し、都市計画が立地調整を行わずに土地利用をコントロールする商業立地における土地の

効率的運用という点で関わるべきであろう。商業地域への拡大転用を抑制し、その上で既

存の商業系の低利用地の利用を促すという、一定のルール下で、の自由競争を保証するため

には、新規参入がしやすい条件と共に施策を行う必要があるω。

3) インフラについて目的税を課す場合、インフラによって受益範囲が異なることから、その

徴収額の是非や利用用途など実施上の課題が多い。また近代税制においては目的税は租税
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原則に反するものとして説明されることが多い。つまり目的税は、使途の限定などで財政

運営の硬直化を招きやすく、また財政民主主義の点からも容認しにくく、怒意的課税に陥

りやすい欠点があるとされる。

4) 開発負担金の具体な方法、例えば開発負担額の設定、複数の開発が進んだ場合の課金の算

出根拠、制度遵守のための罰則規定の必要性等、多くの論点が残されている。

【補注】

(1)英国の PPG6 のようなシーケンシヤル・アプローチ的なマネジメントがあり、既に兵庫県でも「大規模集客施設

の立地に係る都市機能の調和に関する条例j に同様の取り組みがみられる等、今後の運用で参考になっていく

だろう。
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第 7 章結論

本研究では、人口縮小時代における望ましい地域像を知何に構築するべきかという問題意

識の下で、低・未利用地や空き家等を含む利用放棄地の適正利用を中心とする「土地利用マ

ネジメント」について、今後の政策課題と方向性について術敵することを試みた。

各章ごとに得られた成果は以下のとおりである。

第 2 章では、地方都市の現状を通じて我が国の土地利用実態を概観した。

まず大都市圏の外縁に位置しながら長期にわたって人口が減少していた岐阜県美濃市にお

ける土地利用動向を分析した結果、中心市街地と郊外が低密度に等質化し、税収にも影響を

及ぼしていたことがわかった。次に 1990 年代後半以降の我が国の工場立地が、新たに工業用

地を造成する一方で、工場跡地が増加していた。地場産業の工業用地の減少が著しい瑞浪市

陶町を対象に、窯業の廃業等による空き工場が大量に発生している実態を明らかにした。こ

の大量の空き工場は地区の 1 割近くにのぼり、かっ放置状態が長期に及んでおり家屋の壁等

の崩落が進んでいるため、危険性の増加による周辺環境への影響は無視できない状況となっ

ていた。敷地規模や債務者等の所有関係の複雑さ、他用途の需要が乏しいことからも、今後

において工場としての再利用に期待できなかったことがわかった。

また岐阜県を例に商業立地は都市部へと偏在しつつある実態も明らかにできた。

第 3 章では、低密度拡散型の都市形態を招いた要因について土地利用関連法や税制を中心

に概観した。

法制度をみると、市街化拡大を予防するための区域区分制度は、特に市街化調整区域の位

置づ、けが暖昧になっていた。また現行の都市計画制度が区域区分制度を前提に組み立てられ

ているにちかかわらず、地方都市を中心に非線引きが多くなっている。また駐車場などの建

築確認を伴わない開発には都市計画法からの規制が及ばなかったり、各種の緩和条項や開発

許可制度が結果として小規模のバラ建ちを促進していた。一方の農地転用も転用基準が恋意

的なため、極めて緩くなっていた。

次に我が国の経済的インセンティブは大半が景気対策や地価調整を目的としており、地方

部における低・未利用地の解消及びその発生の抑止について機能しておらず、そもそも今日

の低・未利用地問題を想定していなかった。また都市空間の需要量は市場経済に委ねている

ために需給ノ〈ランスがマネジメントされていない等のため、土地利用は無秩序になりやすく、

低・未利用地が発生しやすくなっている。特に小規模な開発が個別に進むと、それらが一定

以上に集積しないと低密度拡散型都市の問題に気づきにくい。

そこで今後の我が国の土地利用マネジメントにおいて、総量管理や"面"的管理という視点

が重要になってくると考えた。

そこで、都市全体と敷地の二層の都市空間量を技法的につなぐ指標として容積率に注目じ、

その制度概要といくつかの課題をまとめた。

容積率については、制度に対する誤解や理解不足による批判が多くなされてきた。特に交
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通混雑などを理由に容積率規制を行うよりも市場原理に委ねるべきであるとしづ批判が頻繁

にされていた。これは容積率の理論的根拠が明示される機会が少なく、容積率に関する実態

調査が全体的に低調で、あったためである。容積率に対して一般の理解と支持を得ることでき

ず、容積率がインフラ全体でなく交通容量との関係を示す指標として媛小化されたのである。

第4 章では、都市の低密度拡散に対する欧米諸国の取り組みが「持続可能性」をキーワー

ドにした施策であり、今日の我が国の行財政状況などと照らし合わせて、既存のインフラ・

ストックの活用の必要性、環境容量制約があることを確かめた。

しかし、今後の都市計画思想、に環境制約・ストック活用が重要であるとしても、例えば環

境制約下での都市の空間イメージ、インフラ・ストック活用と計画人口とのバランスの取り

方、現行制度へのピルトインの仕方等、実際の都市計画技法への展開の具体像は不確かであ

ることを確かめた。

第 5 章では、容積率と区域面積が外生的に与えられた場合に土地利用比が同時決定される

モデルを構築した。このモデルはパラメーター設定を介して環境容量等を組み込む形になっ

ており、結果として容量制約下にある都市形態のアウトラインを土地利用比の形で得ること

ができた。

これまでにも高層マンションが建てば周辺には大量の駐車場などの空き地が必要になる等、

高層化による空間節約の減少は、経験値などを元にしたダイヤグラムの形で示されていたが、

このモデルによって数的な取り扱いが容易となった。

また、このモデルから高密度化は土地利用の点で必ずしも効率的ではなく、土地利用の効

率化に限れば中密度が適当であることも得られた。

また指定された容積率は私権の制限を伴うものであり、このことは一種の「公共の福祉J

によって正当化されるが、このモデルによってインフラ制約等を根拠とする制限実施の正当

性と公共性の具体が示唆する結果を得ることができた。

ケーススタディとして、大阪市のメッシュデータを用いたケース、インフラ容量として公

園面積基準、環境容量としてのエコロジカル・フットプリントをとりあげ、モデルの検証を

行った。このケーススタディを通じて式の有用性と同時に適用限界と課題として明らかとな

った。

第 6 章では、今後の施策の展望について考察した。

まず低・未利用地のデータベースの構築の必要性と共に、これを発展させた低・未利用地

パンクの可能性を論じた。

次に現状では都市計画の目標とビジネス戦略とがジレンマの状態にあることを論じた。そ

の解消のためには、「構造的解決J として規制強化に加え制度根拠などの情報提供と、「個人

的解決」として地主等のヌテークホルダーの認識を改める施策の必要性を指摘し、その認識

を改めるための働きかけとして経済的インセンティブの必要性を示した。

次に今日の社会状況からインフラの二次波及効果や近年の財政論をめぐる議論を怖轍して、
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開発負担金制度実施の妥当性を論じた。容積率が一種の外部不経済を制度根拠とすれば、指

定容積率超過の開発を行うことで生じる外部不経済を「負担金J の形で徴収することが正当

化されるとした。このように容積率を介して、現行の都市計画制度に組み込めることを明ら

かにL-~こ。

またインフラ・ストックと現実との帯離を埋めるために、生活の環境質がインフラのサー

ビスレベルで、示せると考え、それを汎用的指標とした「地域格付J への展開を示した。これ

により地域への投資基準が提供でき、市場の信頼を得ようとする考えとした。また現状の生

活環境質と都市の開発可能量とのバランスを公共サービスの LOS (Level Of Service ;サー

ビスレベル)として市民に提示されることで、市民の制度への共通認識が進み、市場秩序の

構築に期待できるとした。

検討結果
施策への展望(考察)

情報の統合化の必要性 →・低・未利用地デーヲベース
・跡地バンク

.(わかりやすい)情報の提供+

.ルールある社会の構築

長期的な信用の付与

=将来リスウのへッジ

〔負担金制度 〕
(TIF 制度など) J 

容積率の活用
・選別の基準

・長期的な保証

(開発よ隈を示す)

サービスレベル 一一令指標としての「地域価値J

図 7-1 各章の結果と関係

これらの結果とそれぞれの関連性を図 7-1 に示す。続けて今後の都市計画施策が取り組む

べき方向や手法について怖敵するため、これらの検討を通じて得られた土地利用マネジメン

トの手法確立に貢献する知見をまとめてみる。

我が国は人口縮小時代を迎え、経済活動の停滞が危慎されており、土地利用においても開

発圧力が減じていくものと考えることができる。しかし第 2 章でとりあげた人口減少自治体

である美濃市の事例では郊外への市街化拡大が続いていたことから、ミクロ的には人口減少

が"パラ建ち"等への歯止めとなることは期待しにくい。

そうしたことから我が国では土地利用に対して何らかのマネジメント手法が確立されない

限り、土地の浪費や使い捨てが今後も続くと考えた。

このマネジメントの基本的な方向として、世界的な都市計画思想の潮流として環境容量や
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通混雑などを理由に容積率規制を行うよりも市場原理に委ねるべきであるという批判が頻繁

にされていた。これは容積率の理論的根拠が明示される機会が少なく、容積率に関する実態

調査が全体的に低調で、あったためである。容積率に対して一般の理解と支持を得ることでき

ず、容積率がインフラ全体でなく交通容量との関係を示す指標として嬢小化されたのである。

第 4 章では、都市の低密度拡散に対する欧米諸国の取り組みが「持続可能性」をキーワー

ドにした施策であり、今日の我が国の行財政状況などと照らし合わせて、既存のインフラ・

ストックの活用の必要性、環境容量制約があることを確かめた。

しかし、今後の都市計画思想に環境制約・ストック活用が重要であるとしても、例えば環

境制約下での都市の空間イメージ、インフラ・ストック活用と計画人口とのバランスの取り

方、現行制度へのピルトインの仕方等、実際の都市計画技法への展開の具体像は不確かであ

ることを確かめた。

第 5 章では、容積率と区域面積が外生的に与えられた場合に土地利用比が同時決定される

モデルを構築した。このモデルはパラメーター設定を介して環境容量等を組み込む形になっ

ており、結果として容量制約下にある都市形態のアウトラインを土地利用比の形で得ること

ができた。

これまでにも高層マンションが建てば周辺には大量の駐車場などの空き地が必要になる等、

高層化による空間節約の減少は、経験値などを元にしたダイヤグラムの形で示されていたが、

このモデルによって数的な取り扱いが容易となった。

また、このモデ、ルから高密度化は土地利用の点で必ずしも効率的ではなく、土地利用の効

率化に限れば中密度が適当であることも得られた。

また指定された容積率は私権の制限を伴うものであり、このことは一種の「公共の福祉」

によって正当化されるが、このモデルによってインフラ制約等を根拠とする制限実施の正当

性と公共性の具体が示唆する結果を得ることができた。

ケーススタディとして、大阪市のメッシュデータを用いたケース、インフラ容量として公

園面積基準、環境容量としてのエコロジカル・フットプリントをとりあげ、モデルの検証を

行った。このケーススタディを通じて式の有用性と同時に適用限界と課題として明らかとな

った。

第 6 章では、今後の施策の展望について考察した。

まず低・未利用地のデータベースの構築の必要性と共に、これを発展させた低・未利用地

パンクの可能性を論じた。

次に現状では都市計画の目標とビジネス戦略とがジレンマの状態にあることを論じた。そ

の解消のためには、「構造的解決」として規制強化に加え制度根拠などの情報提供と、「個人

的解決J として地主等のステークホルダーの認識を改める施策の必要性を指摘し、その認識

を改めるための働きかけとして経済的インセンティブの必要性を示した。

次に今日の社会状況からインフラの二次波及効果や近年の財政論をめぐる議論を傭敵して、
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rrf 未満の標準庖舗を作り出してくるように、これまで市場は法規制に対応していた。この状

況に対して基準を完全に撤廃し、全ての開発行為を規制対象にすることは事務手聞を考える

と現実的ではない。そこで政策実現のために経済的な負荷をかけるといったイニシアティブ

を都市計画が持つことが必要であると考え、その一例として 6 章で開発負担金を中心に論じ

た。

また容積率が持つ課題に、容積率の過大指定があった。ダウンゾーニング等の必要性が指

摘されるものの既得権意識もあって、その実行は容易でない。この問題の本質の一つが、容

積率の余剰利用による外部不経済の発生とすれば、開発負担の帰着先とその明示を扱えばよ

いことになる。その点で今後の都市計画政策を考える上で、開発負担による外部不経済とそ

の帰着が重要であると考え、第 6 章で開発負担金制度を論じた。開発負担額の具体な算定に

ついて詳しく論じなかったが 例えば第 5 章のモデルが示唆するようなインフラ量の指定容

積率が示す値と現状との差からインフラ整備費を求め、これを負担額とすることも考えられ

る。

今後の人口縮小社会で、は財政力が限られ、近年の地方分権の流れと NPM(New Public 

Management) で、盛んに論じられている「選択と集中」がより進展し、また「地域の環境質J

の充実や「地域の個性」の創出が求められるようになれば、他の地域との差別化の観点から

インフラ整備の議論が従来のシピルミニマム論にとどまることができないと考えるのは大き

な飛躍にはならないだろう。

そうした時に、第 6 章で論じたサービスレベルや「インフラの現状」によって地域毎で開

発許容量等が異なることが現実味を帯びていくものと考えられる。

本研究では、低・未利用地の発生要因を土地の使い捨て(浪費)に求めてきたという側面もも

っている。

これまでの検討では詳しく扱ってこなかったが、この土地に対する使い捨て(浪費)意識を

「土地への公意識」へと変えていくことが今後の都市計画政策で重要であると考える。

この公意識は「みんなの土地を使わせてもらっている」という考えで、「景観法J の基本理

念「良好な景観は、・・. (略ト・・国民共通の資産として、現在及び将来の国民がその恵沢

を享受できるよう、その整備及び保全が図られなければならない(同法第 2 条 1項)J に近い

概念といえよう。

例えば米国では、土地に対する価値観がポ" Commodity (商品)

への転換という「静かな革命Jがあつたという 1九)L。これらは T虫.ジ}パ}ツが指摘するように「豊

かさを獲得することと土地を消費することを切り離して考える」ことを底流にしているとい

え2夙)人、我が国でで、も、これら米国と同様の"静かな革命"が必要であると考える。

こうした“使い捨て(浪費)"意識がある限り、例えば先に論じたジレンマの解消も期待しにく

いだろう。また第 6 章で論じた TIF 制度のような土地利用の預かり金制度も成立が期待しに

くい。つまり敷金は一種のデポジット制であるので、他者の所有物を賃借する行為の上に成

り立つからである。
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この公意識の形成には、様々な取り組みが考えられるが、第 5 章のモデルが示す「都市の

成長限界の存在」を意識の変化を促すメッセージとして活用されることに期待したい。

最後に、今後の研究課題を示す。

1)低密度拡散型都市の縮小にむけた土地利用マネジメント

我が国の現状を鑑みて低密度に拡散する土地利用の防止が先決であると考え、本研究では

予防的なマネジメントを中心に議論してきた。そのため本研究では低密度に拡散した現状の

市街地を"折りたたんで"縮小していくマネジメントは検討できていない。

その手法としては、低・未利用地を住宅から農地・山林へ変更する"逆転用"の検討が必要

となるだろう。これを費用負担の問題ととらえれば、リパース・モーゲージ(Reverse

Mortgage: 逆抵当)等を応用した制度検討が研究課題として考えられる。その時には第 6章

で検討した低・未利用地パンクもあわせて研究対象に含めることになると考える。

これ以外にも低・未利用地の再生手法として、 1980 年代以降のヨーロッパの諸都市で、行わ

れてきた負の遺産と捉えがちな工場等の跡地を地域資源とみなし、文化インキュベーション

施設として活用している動きに注目したい。こうした文化的な要素を付加しながらランドス

ケープ的手法によって地域環境の改善を図り、民間投資を誘発していく地域再生手法が示唆

する点は多そうである 3) 。また例えばドイツにおけるシュリンキング・ポリシー

(Schrumpfende Polit ik/ a shrinking policy :創造的縮小政策)にみられる都市再編も参考

となるだろう 4) 。

また第 6 章で低・未利用地への開発誘導での補助金等の必要性を論じたが、これらの財源

の検討はできていない。ここで、は基礎的な財政力が下がっている地方自治体が費用負担して

いくのは現実的でなく、低・未利用地問題を地域毎でなく圏全体の問題として捉えていく必

要性を指摘しておきたい。この時、例えば米国のブラウンフィールド対策でのスーパーブア

ンドのように国全体で基金を創設し、かっ開発後も含めた期間で運用していくといった土地

利用マネジメントが示唆する点は大きいと考える。

2) モデ、ルなどの議論の前提条件

本研究で構築したモデルは閉鎖系を前提として論じたが、地域間の流動性が高まった今日

においては広域調整の検討が必要となる。これについては、なるべく自立した地区が連担す

る都市像を前提に検討していくことが考えられる。

また本研究では、経済的インセンティブ施策による開発抑止効果を前提とした議論をした

が、その有効性は検証できていない。例えば開発負担額の設定、複数の開発が進んだ場合の

課金の算出根拠、地域格付の具体的なイメージ、制度遵守の担保のために罰則規定を盛り込

むか等、多くの論点が残されていることを明示しておく。

3) 土地利用マネジメント実施における合意形成

モデ、ルのパラメータ}設定の項で合意形成の必要性を指摘したが、本研究では合意形成の

方法などは詳しく取り上げていない。

今後の我が国の都市計画において開発の誘導と抑制のコントラストを明確にしていくには

「都市マスタ}プラン」等を通じて広く市民に議論され、周知されなければならない。
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第 7章結論

本研究の成果がそうした合意形成を図っていく際に参照すべき知見として活用されていく

ことに期待したい。

【補注】

(1)例えばサンフランシスコは 1990 年から92 年にかけて約3万人の雇用を失うという経済の落ち込みを経験し、特に

ダウンタウンは新しい経済環境に対応することが求められた。サンフランシスコ市都市計画局の総合計画部長

の「・・都市計画の中には、経済的状況がどうで、あっても変えることのできないタイムレス(timeless= 時代を超

えた、永久的な)部分がある。それは、サンフランシスコがどういう都市でありたいか、ということに関わる部

分であり、都市空間の配置、建物の景観、オープンスペースの保全、確保すべき住宅の量、交通サービスの水

準などの内容である。これらはサンフランシスコの魅力に関わるものであり、それがまた、サンフランシスコ

を経済的に支えることになるものであるJ のコメント(1 994 年当時)には、市場経済と都市計画のあり方に対

する米国の都市計画実務者の考えがかいま見られ、興味深い(文献 5) 。

【参考文献】
1) 大野輝之:現代アメリカ都市計画 一土地利用規制の静かな革命 、p.55 、学芸出版社、 1997.

2) トマス・シーパーツ(裳原敬監訳都市田園計画の展望~r間にある都市J の思想~、 p.49、学芸出版社、 20
06. 

3) 永松栄: IBA エムシャーパークの地域再生 「成長しない時代」のサスティナブPルなデ、ザイン、水曜社、 2006.

4) 国土交通政策研究所 :EU における都市政策の方向とイタリア・ドイツにおける都市政策の展開、国土交通政策

研究、 No16 、2002.

5) 前掲 1) 、p.l 49.
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